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  【一般会計】

（款）１．議会費　（項）１．議会費　（目）１．議会費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

91

1
1

91

2

 ２． ○「いせ市議会だより」発行
　市議会活動を市民に広報するため、「いせ市議会だよ
り」及び「伊勢市議会アンケート調査結果報告書」を発
行、各戸配布等を行った。
　年間発行　５回
○市議会放映
　市議会活動を市民に広報するため、市議会本会議と予
算・決算特別委員会をケーブルテレビで録画放送した。
　会議があった日の翌日午後２時と午後７時からの２回放
送及び定例会終了日の翌々日午後８時から再放送
　本会議放映　　　　　　　　 20日分
　予算・決算特別委員会放映 　９日分

議会広報経費 ８，８７５

 １． 市議会各会派の市政に関する調査研究を推進し、議員活
動の充実を図るため、月額３０，０００円に会派構成議員
数を乗じた額を会派に対して交付した。

なお、必要経費を支出した後、残余がある会派からは､
当該残余額の返還を受けた。

政務活動費 ５，６７６

350,271

議 会 事 務 局

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

主　要　な　施　策　の　成　果

356,704 決 算 額 の 財 源 内 訳

350,271 一般財源
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）１．一般管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6,133 4,397 36,042

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）４．人材育成推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

84

    （単位  千円）

決算書
       頁

95

1

7,898

職 員 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市職員としての意識の向上及び必要な知識の習得を
図るため、一般研修を行った。また、職員の職務遂行能力
を高めるために、専門研修等に派遣した。
（１）実施実績
　①一般研修（人材育成カレッジ除く）
　　研修数２２回　　受講者数　　　１，５４８名
　②一般研修（人材育成カレッジ）
　　研修回数１１回　受講者数　　　　　６８８名
　③派遣研修
　　研修数７９回　　受講者数　　　　　１７２名
（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度
　　　研修全体　８３．４％
　　　一般研修　８２．８％
　　　派遣研修　９８．３％
　②意識向上度
　　　研修全体　６１．６％
　　　一般研修　５８．９％
　　　派遣研修　９４．２％

職員研修事業 ７，９８２

9,266 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,982 一般財源

 １． 平成26年度に策定した行財政改革指針に基づく取組項目
（取組期間：平成29年度までの4年間）の進行管理を行っ
た。

平成27年度の取組結果を行政改革推進委員会及び市議会
(各常任委員協議会)に報告し、ホームページを通じ市民に
公表した。

行財政改革推進事
業

８３

情 報 調 査 室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

1,951,982 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,909,988 一般財源

1,863,416
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）５．広報広聴費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,911

    （単位  千円）

決算書
       頁

95

1
1

95

2
2

95

3

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）７．電算事務管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

29,005 75,628

    （単位  千円）

決算書
       頁

95

1
1

95

2

 ２． 財務会計・文書管理・人事給与・庶務事務・グループ
ウェア等の行政情報システム（内部情報系）、インター
ネットシステム及びネットワークシステムの保守管理等を
行い、各システムの安定稼働を図った。

行政情報システム
管理経費

５１，４９３

209,723

総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 住民基本台帳、税及び福祉サービス等の基幹システムで
ある総合住民情報システムの保守管理等を行い、システム
の安定稼働を図った。

また、市税等に関する各種帳票の印刷業務並びに総合住
民情報システムの稼働において必要となる各種資料・情報
を作成するためのイメージデータの読取業務やデータ穿孔
業務等について、外部委託を行い、業務を適正に執行し
た。

さらに、社会保障・税番号（マイナンバー）制度に対応
するため、団体内連携や他機関との情報連携について確認
を行う総合テスト、総合運用テスト等を行った。

住民情報システム
管理経費

１４５，０９１

360,316 決 算 額 の 財 源 内 訳

314,356 一般財源

 ３． 各所属からの情報をいち早く掲載するとともに、モバイ
ル端末での利便性向上、ウェブアクセシビリティに準拠し
たホームページ環境の整備に努めた。

インターネット情
報発信事業

４，０５１

 ２． 行政情報番組［お知らせ番組（毎週更新）と特集番組
（毎月更新）］を制作し放送した。特集番組は、YouTube
への掲載も行った。

ＣＡＴＶ広報いせ
放送事業

１６，６５９

52,004

広 報 広 聴 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「広報いせ」を毎月１日と１５日に発行し、市政方針や
事業計画・各種制度の概要、行事予定、市民活動情報など
を広く市民に広報し、理解と協力を求めるとともに、市民
参画意識の高揚に努めた。

広報いせ発行事業 ３１，６５６

56,548 決 算 額 の 財 源 内 訳

54,915 一般財源
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決算書
2        頁

95

3
3

95

4

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）８．企画費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

33,000 20,103 57,146

    （単位  千円）

決算書
       頁

97

1

１，６０３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うため、庁内
に公共施設等マネジメント推進会議を設置した。また、知
識経験を有する者等による附属機関として施設類型別計画
検討委員会を設置した。

公共施設等総合管理計画の実施計画となる施設類型別計
画の策定に向け、全庁的な協議・調整を行うとともに、検
討委員会の意見を聞きながら、市の考え方を一旦まとめる
ものとして（素案）の策定作業を進めた。

　・検討委員会開催経費　              183,720円
　・先進地視察、職員研修講師旅費　     82,040円
　・公共施設等総合管理計画印刷製本費　388,800円
　・市民アンケート業務委託料等　      948,921円

【当初予算における内容、計画】
　公共施設マネジメント事業　2,555,000円
　・検討委員会、推進会議、各作業部会の設置及び開催
　・先進地視察、職員研修の実施
　・公共施設等総合管理計画の印刷製本
　・公共施設に関する市民アンケートの実施
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成27年度　202,920円
　・公共施設等総合管理計画検討委員会の開催等
　平成26年度　116,120円
　・公共施設等総合管理計画検討委員会の開催等

【事業を取りまく状況等】
施設類型別計画の策定にあたり、議会との協議・調整の

ほか、まちづくり協議会や総連合自治会、地域審議会と意
見交換を行い、順に調整しながら同計画を策定していく。

公共施設マネジメ
ント事業

239,300 決 算 額 の 財 源 内 訳

157,452 一般財源

47,203

情 報 調 査 室

 ４． 「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化」に
対応するために、インターネットのネットワーク環境の分
離や、それに伴う仮想デスクトップ基盤の構築を行うとと
もに、インターネット利用のためのクライアントパソコン
等の整備を行った。

また、マイナンバーを取り扱う住民情報システムにおい
て、二要素認証の仕組みの導入を行った。

ＩＴセキュリティ
強靱化対策事業

９９，５２６

 ３． パソコン運用管理システム、サーバ室入室認証装置の機
器更新や、ウィルス対策ソフトの更新等を行い、市民の大
切な情報資産の安全管理と情報セキュリティの維持、向上
を推進した。

ＩＴセキュリティ
対策事業

１２，９８０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

97

1
1

97

2
2

97

3

１５，０３５

 ２． 定住自立圏構想推進要綱に基づき、本市を中心市とし
て、生活圏や経済圏を共にする鳥羽市・志摩市・玉城町・
度会町・大紀町・南伊勢町・明和町の３市５町で形成する
伊勢志摩定住自立圏について、圏域の関係者17名で構成さ
れる懇談会における協議等を経て、圏域が目指す将来像及
びその実現のために必要な具体的取組等を明らかにする
「伊勢志摩定住自立圏共生ビジョン」の変更を行った。

また、取組内容の拡充を図るため、圏域市町の首長を構
成員とする伊勢志摩定住自立圏推進協議会における協議等
を経て、定住自立圏形成協定の変更を行った。

○平成28年６月
　伊勢志摩定住自立圏共生ビジョンを変更
○平成29年３月　２市５町と協定変更
○伊勢志摩定住自立圏推進協議会（総会）を開催
○伊勢志摩定住自立圏共生ビジョン懇談会を２回開催

定住自立圏構想推
進事業

１５２

 ３． 本市が市民及び国内外の人々から選ばれる自治体となる
よう、平成28年２月に策定した「伊勢市シティプロモー
ション推進計画」に従い、本市のシティプロモーションを
考えるワークショップの開催、伊勢をＰＲする国際放送番
組の制作と放映、職員向け研修を行った。

○ワークショップを開催（全３回）
○国際放送番組「Pride of Ise」を世界約150ヶ国に向け
て放映（12月）
○職員向け研修「自治体シティプロモーションの理論と実
践」（講師：東海大学文学部広報メディア学科教授 河井
孝仁氏）
○サミット記念ベンチの製作(160脚)

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　13,922千円
　・ワークショップ及び職員研修開催に係る経費
　・国際放送番組の制作及び放送に係る委託経費
　・移住ＰＲパンフレットの印刷製本に係る経費
【過去２ヵ年度の実績】
  平成26年度　実績なし（平成27年度新規事業のため）
　平成27年度　8,368,892円
　・伊勢市シティプロモーション推進計画の策定等
【事業を取り巻く状況等】

シティプロモーションの意義を職員へ浸透させるととも
に、市民の方に理解いただいたうえ、計画に基づいた効果
的なプロモーション活動を実施する必要がある。

シティプロモー
ション推進事業

企 画 調 整 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本市のまちづくりの基本理念を明らかにするとともに、
様々なまちの課題の解決に向けて、市としてどう取り組ん
でいくかという方針を示すことを目的に平成26年に策定し
た第２次伊勢市総合計画の進行管理を総合計画審議会にお
ける審議を経て実施した。

○伊勢市総合計画審議会を３回開催

総合計画推進事業 １９８
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決算書
3        頁

97

4
4

97

5

 ５． まち・ひと・しごと創生法に基づき、国及び県の総合戦
略を勘案し、また「伊勢市人口ビジョン」が描く将来像へ
向け、人口減少の克服、持続可能な地域づくりを実現する
ために策定された伊勢市まち・ひと・しごと創生総合戦略
の進行管理を行った。進行管理については、産官学金労言
の各分野の関係者で構成される伊勢市まち・ひと・しごと
創生会議において、取組の進捗状況の確認及び市の現状に
ついて意見交換等を実施した。

○伊勢市まち・ひと・しごと創生会議を２回開催

地方版総合戦略推
進事業

 ４． 伊勢志摩サミットの公式行事や県民会議の行事の実施に
向けた支援・協力を行ったほか、サミットに関連して来訪
される方々を受け入れるための準備を行った。

また、サミットの取材を予定している国内外のメディア
等に、本市の魅力を伝え、自然や歴史、店舗、食、観光な
どの情報を取材してもらい、情報発信を促進することを目
的に伊勢市情報発信センターを開設し、独自のプレスツ
アーや首都圏でのプレスイベント、そして首都圏に向けて
の積極的なプレスリリース他、本市を訪れる国内外のメ
ディア等に対して情報発信を行った。

また、伊勢志摩サミットの記憶を後世に引き継ぐととも
に、本市の今後の取組に役立てるため、サミットの準備段
階から開催までの経過や取組をまとめた、「伊勢志摩サ
ミット報告書」を作成した。

伊勢志摩サミット
推進事業

３０，６１１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１２３
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    （単位  千円）

決算書
       頁

97

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

97

1
1

97

2

 ２． 地域の資源を最大限に活用し、着地側から新たな観光事
業を展開するために、伊勢まちづくり（株）を代表とした
日本版ＤＭＯ組織の構築支援を行った。

観光庁への日本版ＤＭＯ候補法人登録申請のほか、伊勢
まちづくり㈱と締結した協定に基づき体験型旅行商品の企
画及び造成、販売促進、市場調査等を実施するための支援
を行った。

地方創生加速化交
付金事業

１４，９６４

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 当市提案によりＧ７伊勢志摩サミット配偶者プログラム
での伊勢音頭披露が採択されたことから、それに伴う各種
調整を行った。

平成２８年５月２６日（木）にミキモト真珠島にて、平
成２７年度『「伊勢っ子」育て事業』参加児童２３名と伊
勢音頭保存会によりＧ７首脳配偶者に伊勢音頭を披露し
た。

伊勢志摩サミット
推進事業

２６３

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○結婚を希望する人等の相談業務、出会いの場や情報の提
供、結婚に向けたセミナー研修等を行う場として「いせ出
会い支援センター」の運営を委託した。
委託先：株式会社デルタスタジオ
委託料：７，５５６，５８３円
利用件数：３，０６８件（訪問・電話・メール・チラシ）
セミナー開催：９回（延べ４８人）
出会いイベント開催：２回（延べ１２１人）

○伊勢市オリジナルデザインの婚姻届及び出生届を専用サ
イトからダウンロードで提供することにより、結婚や出産
のイメージアップを図った。
委託先：株式会社リクルートホールディングス
委託料：２００，０００円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　１２，１１７，０００円
・出会い支援センター運営　　　　９，６１７，０００円
・シンポジウム等の開催　　　　　１，０００，０００円
・伊勢市版婚姻届・出生届の提供　１，５００，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
（センター運営　※平成２７年１０月２１日～）
利用件数：１，０５５件（訪問・電話・メール・チラシ）
セミナー開催：４回（延べ２１人）
出会いイベント開催：１回（６０人）

【事業を取りまく状況等】
結婚を希望する人等の相談業務、出会いの場や情報の提

供、結婚に向けたセミナー研修等を行う場としてセンター
を開設し、市民の好評を得ている。今後は、定住自立圏域
内市町の企業に従業員の結婚の応援を働きかけ、安心して
出産・子育てができる社会づくりを目指す。

出会い・結婚支援
事業

１０，３５９

- 7 -



    （単位  千円）

決算書
       頁

97

1
1

97

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

97

1

 １． 伊勢志摩サミット開催にあたり、伊勢市及び国際メディ
アセンター等における火災等の未然防止と災害発生時の活
動に万全を期すため、対応にあたった。
【警戒期間】
　平成28年5月24日（火）～5月29日（日）
【警戒本部】

伊勢市消防本部に『伊勢地区警戒本部』を設置し、三重
県広域防災拠点に『国際メディアセンター現地警戒本部』
を設置した。
【体制】

伊勢市消防本部は、他市他県の消防隊救急隊等の応援を
受け24時間体制で国際メディアセンターにおける警戒及び
首脳等が伊勢神宮を訪問する際等の移動警戒を実施した。
【実績】

『国際メディアセンター現地警戒本部』を設置するため
次のとおり事業を行った。
　　○　メディアセンター現地警戒本部仮設施設借上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　１８，３６０千円
　　○　伊勢志摩サミットにかかるバス借り上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４５千円

このほか、メディアセンター現地警戒本部仮設施設の運
営管理や警戒活動における維持を行った。

伊勢志摩サミット
推進事業

２０，０６６

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 伊勢志摩サミット開催後の効果的かつ継続的な情報発信
及び誘客強化策として、テレビ番組による伊勢の観光Ｐ
Ｒ、若年層向け体験型コンテンツの造成による宿泊促進
キャンペーン（「コト旅in伊勢」）を実施した。

「全国菓子大博覧会・三重」開催中における市内の渋滞
緩和を図るため、近鉄主要駅に公共交通機関利用促進のポ
スター及びデジタルサイネージの掲出を実施した。

地方創生加速化交
付金事業

４１，７１０

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 日本及び伊勢志摩が世界的に注目される伊勢志摩サミッ
トの開催直前の時期を捉え、皇學館大学、神社本庁、神宮
司庁、観光庁、ＪＮＴＯ、外務省等関係機関との調整を経
て、４月１８日にロンドン市内の在英国日本国大使館にお
いて、大使館関係者、現地の旅行関係者及びマスコミ関係
者を対象とした伊勢の観光ＰＲイベントを実施した。

伊勢志摩サミット
推進事業

５，０４１
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）９．男女共同参画推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

97

1

3,651

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民団体「ＮＰＯ男女共同参画れいんぼう伊勢」に委託
し市民への意識啓発を実施した。また、企業への啓発のた
め、事業所訪問と企業向けセミナーの開催、及び事業所等
における男女共同参画の取り組みを促進するため、積極的
に取組んでいる事業所等を表彰した。
○市民向けの取組み
   ・映画祭、講演会、各種講座、街頭啓発など
　 ・広報いせへ啓発記事掲載
   ・伊勢市男女共同参画都市宣言１０周年記念イベント
○企業向けの取組み
　 ・企業訪問１７社
　 ・企業対象セミナー開催  １回  参加者１１人
　 ・男女共同参画推進事業者等の表彰
　〈女性の活躍推進「きらり」賞〉
　　有限会社　南勢建築設計
  〈仕事と生活の調和実践賞〉
　　有限会社　くろべ　　株式会社　赤福
  〈特別賞〉
　　一般社団法人ＥＬＬＹ
　〈奨励賞〉
　　いせ丸(合同会社伊勢路商店） 株式会社　リブネット

男女共同参画推進
都市事業

３，４１１

3,809 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,651 一般財源
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）16．財産管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

25,200 24,719

    （単位  千円）

決算書
       頁

101

1

１２５，９８９

220,074

管 財 契 約 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 築52年が経過した本庁舎本館の長寿命化及び市の防災拠
点としての耐震性能の向上等を図るため、平成26年度に策
定した庁舎改修基本計画に基づき、平成30年夏季の完工に
向けた整備を進めた。
【平成28年度の実績】
　・本館等改修工事設計業務委託　　　　26,578千円
　・引越業務委託　　　　　　　　　　　 8,244千円
　・仮移転先事務所設置工事　　　　　　53,751千円
　・仮移転先事務所電話設備移設工事　　19,391千円
　・仮移転先事務所通信設備移設工事　　　 627千円
　・仮移転先事務所維持管理経費等　　　17,398千円

【当初予算における内容、計画】
　繰越予算額　 25,466千円
　当初予算額　117,745千円
　・本館等改修工事設計業務委託
　・引越業務委託
　・仮移転先仮事務所設置工事
　・仮移転先仮事務所電話設備移設工事
　・仮移転先仮事務所通信設備移設工事
　・仮移転先仮事務所維持管理経費等

【過去２ヵ年度の実績】
　平成27年度　24,836千円
　・本館等改修工事設計業務委託　　　　10,100千円
　・仮移転先改修工事設計業務委託　　　 5,026千円
　・仮移転先仮事務所設置工事　　　　　 9,710千円
　※平成27年度新規事業のため平成26年度の実績なし

※仮移転先：小俣総合支所、御薗総合支所、旧消防
　　　　　　本部及び消防署、旧さくらぎ保育所、東庁舎

【事業を取りまく状況等】
老朽化等現在の庁舎が抱える問題を解消し、市民等が安

心及び満足できるような環境づくりが早期に求められてい
る。

　
　

本庁舎改修事業

291,991 決 算 額 の 財 源 内 訳

269,993 一般財源
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）18．市民交流推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

125

    （単位  千円）

決算書
       頁

103

1
1

103

2
2

103

3

 ３． 市民が「見て」「参加して」楽しめる行事を通じて、市
民の一体感の醸成を図るとともに市民文化の向上に寄与
し、ふるさとづくりの推進を図ることを目的に開催した。
〔開催日〕１０月８日（土）、９日（日）
〔会場〕高柳商店街周辺～県道鳥羽松阪線～伊勢市駅周辺
〔参加団体数〕延べ２２６団体（５，１６１人）
〔来場者数〕約１４万人

伊勢のまつり開催
事業

８，１２５

 ２． 市内で活動する地域グループや活動団体が、元気で活気
溢れる地域づくりに貢献し、市民自治の担い手として継続
的に活動できるよう、その経費の一部を補助した。
〔交付団体数〕７団体
〔交付金額〕６８０，０００円

活性化活動事業補
助金

７３１

 １． 平成１６年４月に「いせ市民活動センター」を開設し、
同年７月から指定管理者制度を導入して運営している。ま
た、平成２９年度から第５期（３ヵ年）指定管理者の更新
に向けて選定を行い、特定非営利活動法人いせコンビニ
ネットが管理運営を行うこととなった。
　平成２８年度指定管理料　１１，９２４，３２４円

市民活動促進事業 ２７，４７７

81,362

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

106,389 決 算 額 の 財 源 内 訳

81,487 一般財源
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）19．地域自治推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,900

    （単位  千円）

決算書
       頁

103

1
1

103

2

 ２． 市内１７５自治会の活動について、行政委員等その候補
者推薦業務等、依頼事項に対する謝礼を交付した。区長謝礼事業 ７，３６０

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２７年度から本格稼動した「ふるさと未来づくり」
制度に基づき設置された「まちづくり協議会」が実施する
事務事業の財源として、ふるさと未来づくり資金を交付し
た。

　・事務運営費・活動事業費（基本額）
　　　　　　   ８２，４０１，０１４円　（２３団体）
　・一括交付金化事業
　　　　　　　 ９３，２２３，７５０円　（１５団体）
　　　  計　 １７５，６２４，７６４円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１８４，８０３，０００円
　・まちづくり講演会
　・まちづくり人材養成講座
　・市民活動補償制度
　・ふるさと未来づくり資金　など

【過去２ヵ年度の実績】
  平成２７年度
　・事務運営費・活動事業費（基本額）
　　　　　　   ７９，０５７，５３４円　（２３団体）
　・一括交付金化事業
　　　　　　　 ６８，９７５，２００円　（１１団体）
　　　計　   １４８，０３２，７３４円
　 事業全体　１５０，８１４，４０５円
　平成２６年度　事務運営費・活動事業費（基本額）
　　　　　　　 ７６，０７５，２４５円　（２３団体）
　 事業全体　　８４，１５２，７９４円
　
【事業を取りまく状況等】
・条例が施行され市の制度としての位置づけも新たに本格
稼動したが、財政支援については、緩やかな移行期間とし
て選択性を設けており、調整が必要な地域がある。

地域自治推進事業 １７７，１７１

267,695 決 算 額 の 財 源 内 訳

261,362 一般財源

249,462
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決算書
2        頁

103

3
3

103

4
4

103

5
5

105

6
6

105

7

 ７． 市内１６５自治会が加盟する伊勢市総連合自治会の事業
活動を支援するため補助金を交付した。総連合自治会運営

補助金
１，４３０

 ６． ○元気なまちづくり協働事業補助金
市と自治会が協働して地域社会の活性化を図るため、自

治会が各地域において主体的に取り組む事業に対して、補
助金を交付した。 〔交付自治会数〕５６自治会
○振興助成金

地域における自治活動を支援・推進するため、助成金を
交付した。　〔交付自治会数〕６８自治会
○広報配布等事業

市の広報紙等の配布事業等を行う自治会に対して交付金
を交付した。　〔交付自治会数〕６８自治会

自治会活動補助事
業

５２，２７２

 ５． 地域住民のコミュニティ活動の推進を図るため、地域活
動の活性化及び地域内の情報伝達手段として自治会コミュ
ニティ放送設備等を整備する自治会に対して、補助金を交
付した。
　交付金額　　 １，４１８，０００円（１５自治会）
　＜内訳＞
　・拡声放送　　　 ８２８，０００円（　２自治会）
　・戸別受信機　　 ５１４，０００円（１２自治会）
　・メール配信　 　　７６，０００円（　１自治会）

自治会コミュニ
ティ放送整備補助
事業

１，４１８

 ４． （一財）自治総合センターからの助成金を財源とし、コ
ミュニティ組織である自治会等に補助金を交付した。
　〔交付団体数〕自治会･･･４団体
　　　　　　　　まちづくり協議会･･･１団体

コミュニティ助成
事業補助金

１１，９００

 ３． 地域のコミュニティ活動の場を確保することや自治会の
負担軽減、集会所の長寿命化のため、自治会等が活動拠点
として所有し、維持管理する集会所の建設、改築、増築、
修繕、バリアフリー改修及び購入を行った自治会に補助金
を交付した。
　交付金額　　      ９，８１０，０００円（７自治会）
　＜内訳＞
　・購入　　　　　　１，３３３，０００円 (１自治会）
　・改築　　　　　　４，９５５，０００円（１自治会）
　・修繕　　　　　  １，７１０，０００円（２自治会）
　・バリアフリー改修
　　　　　　　　　　１，８１２，０００円（３自治会）

自治会集会所建設
事業補助金

９，８１０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

- 13 -



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）20．国際交流事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

796 9

    （単位  千円）

決算書
       頁

105

1
1

105

2

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）22．防犯活動推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

105

1

４，１４７

47,881

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「伊勢市防犯活動の推進に関する条例」の目的を達成す
るため、地域安全活動を推進した。

○地域安全講習会の開催
　　各自治会・老人会等を対象に地域安全講習会を開催
　し、防犯意識の高揚と自主的な防犯活動の啓発に努め
　た。
　　・平成28年度の講演会開催回数　31回　1,087名参加

○街頭啓発活動の実施
　　振り込め詐欺及び街頭犯罪被害防止のため、伊勢警察
　署員及び伊勢度会地区生活安全協会職員と街頭啓発を実
　施した。
　　・平成28年度の街頭啓発活動実施回数　55回

○地域安全展の開催
　　伊勢度会地区生活安全協会と共催で、伊勢まつり会場
　内に「地域安全展」のコーナーを設け、幼児から高齢者
　を対象に防犯・暴力団排除意識の高揚に努めた。
　　開催日　平成28年10月9日(日)
　　内　容　・防犯啓発チラシ及び啓発物品の配布
　　　　　　・似顔絵コーナー
　　　　　　・防犯機器等の展示

防犯啓発事業

59,628 決 算 額 の 財 源 内 訳

47,881 一般財源

 ２． 外国人住民の生活を支援するための事業として、「外国
人をサポートするための避難所運営訓練」や市内外国人世
帯への情報提供等を行った。

多文化共生事業 ２，０６１

3,215

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市国際交流協会を通じ、国際交流の趣旨普及、情報
提供及びボランティア活動の推進に努めた。また、国際感
覚の醸成を目的とした国際交流フェスティバルを開催し
た。

国際交流推進事業 １，９５９

4,409 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,020 一般財源
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決算書
1        頁

105

2

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）23．交通対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,852 39

    （単位  千円）

決算書
       頁

107

1
1

107

2
2

107

3

134,770

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ３． 市内小学校・幼稚園・保育所単位で構成される交通安全
母の会等交通安全活動推進団体に対し、交通安全活動推進
事業交付金を交付し、交通事故のない地域づくりを推進し
た。

交通安全活動団体
推進事業

２，１３５

 ２． 鉄道駅周辺市営駐輪場の巡回・整理や、平成２６年７月
１日に施行された伊勢市自転車等の放置防止及び適正な処
理に関する条例の規定により、自転車等放置禁止区域（伊
勢市駅、宇治山田駅周辺）、鉄道駅周辺市営駐輪場、その
他公共の場所の放置自転車の撤去を行い、美観の確保、駐
輪場利用者の利便性の確保並びに道路の安全通行の確保に
努めた。
　放置自転車撤去
　　実施場所　自転車等放置禁止区域、駅周辺駐輪場、
　　　　　　　その他公共の場所
　　撤去台数　５８９台

駐輪場管理事業 ９，５４０

伊勢市交通安全条例の趣旨に沿って、市内における交通
事故の防止を図るため、伊勢市交通安全都市推進協議会及
び伊勢・度会地区交通安全対策協議会に負担金を支出し、
交通安全の啓発を行った。

交通安全啓発事業 ４，３６６

144,841 決 算 額 の 財 源 内 訳

137,661 一般財源

 ２． 夜間の犯罪を防止し、安全な市民生活の確保を図るた
め、自治会が実施する防犯灯の整備に対して補助金及び助
成金を交付した。平成24年度から概ね10年計画で、経済
面・環境面・効率面で優れたLED防犯灯への取替えを推進
していく。
　　　合計　　　　　33,600,280円（15,880灯）
　　　内訳　整備　　 2,731,970円（ 　114灯）
　　　　　　修繕 　　1,313,520円（ 1,140灯）
　　　　　　LED取替 16,422,090円（ 1,666灯）
　　　　　　電気 　 13,132,700円（12,960灯）

防犯灯設置等補助
金

３３，６００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
3        頁

107

4
4

107

5
5

107

6
6

107

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 沼木地区では、高齢化が進み、車など自ら移動手段を持
たない高齢者が多く、買い物、通院などの市民生活を行う
上で、既存の公共交通では支障をきたしていたため、地域
住民の主体的な取り組みにより、交通弱者（高齢者、小中
学生等）の移動手段を確保した。
　自主運行バス運行事業　　　　１０，３４８，２２０円
　 ・自主運行バス運行業務　　　 ８，０８３，８９５円
　 ・その他の経費　　　　　　　 ２，２６４，３２５円
　○利用者数　６，０６１人

自主運行バス運行
事業

１０，３４８

 ７． 伊勢鉄道（河原田駅～津駅２２．３ｋｍ）は、旧国鉄か
ら無償で供与された施設整備の老朽化が進んでいることか
ら、鉄道事業の根幹である安全な運行を確保するために平
成２６年に中期安全設備整備計画を策定した。

この計画による設備投資の費用は、国の補助事業を活用
するが、公共交通における安全運行が強く要請される中、
施設整備の老朽化に対処し、鉄道事業継続のため財政支援
を行った。
　三重県地域交通体系整備基金市町負担金
　　　　　　　　　　　　　　　３８，１２７，０００円

伊勢鉄道安全対策
支援事業

３８，１２７

 ５． 廃止路線代替バスの運行を維持し、地域住民の交通手段
の確保を行った。
　廃止路線代替バス（玉城線）　　５，８８０，６００円

路線バス運行維持
事業

５，８８１

 ４． コミュニティバスの運行により、現況の鉄道・バス路線
網を最大限活用することで、市全体における公共交通体系
を構築し、市民生活の利便向上を図った。

また、地域住民との検討会や、学識者・運行事業者との
伊勢地域公共交通会議により、多様化するニーズや、限ら
れた財源の中で、より効果的・効率的な公共交通サービス
を提供するため、運行の在り方を検討した。
　コミュニティバス運行事業　　６７，２６４，０７１円
　 ・コミュニティバス運行業務 ６１，０３５，０１１円
　 ・コミュニティバスその他の経費　 ２１２，９７６円
　 ・コミュニティバスデマンド運行業務
                            　　５，０１３，０８４円
　 ・伊勢地域公共交通会議負担金 １，００３，０００円
　○利用者数　７６，７９２人
　　（バス：７３，７６６人、デマンド：３，０２６人）

コミュニティバス
運行事業

６７，２６４
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（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）１．税務総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

203,997 13,780

    （単位  千円）

決算書
       頁

107

1

（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）２．賦課徴収費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

123

    （単位  千円）

決算書
       頁

109

1

課 税 課

 １． 適正・公平な課税を行うため、以下の主要な業務を行
い、その経費を支出した。

○固定資産土地評価及び地番図・家屋図修正業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１，０４０千円

土地分合筆、家屋新増築及び滅失等に伴う地番図・家屋
図データの更新と固定資産評価システムへの取り込みと平
成３０年度評価替え作業のため

○土地鑑定評価業務委託　　　　　　　３１，５９０千円
平成３０年度評価替えに向け、平成２９年１月１日を価

格基準日とする市内７５０地点の標準宅地について、土地
鑑定評価を実施

○土地鑑定評価（時点修正）業務委託　１０，０４４千円
平成２７年度評価替え用に決定した鑑定評価額は、平成

２６年１月１日の価格基準日における評価額のため、地価
下落等に伴う変動を反映させ、現状に則した価格とするた
めの時点修正（平成２８年７月１日時点）

○家屋評価計算業務委託　　　　　　　  ５，５６６千円
家屋評価計算及び家屋平面図等、計算の根拠となる資料

のイメージデータ作成

固定資産評価シス
テム経費

８８，７８２

１，８７４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

204,226 決 算 額 の 財 源 内 訳

196,932 一般財源

196,809

収 納 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 納税者の利便性向上のため、市県民税(普通徴収)、固定
資産税・都市計画税、軽自動車税について、口座振替納付
を行っている。
　・口座振替での収納税額
　　　　　　　　　　  　４，９５０，８７１，６８２円
　・支出経費
　　金融機関口座振替取扱手数料　１，６２７，９８４円
　　ゆうちょ銀行郵便振替取扱手数料　　６５，０１０円
　　ゆうちょ銀行自動払込取扱手数料　１８１，３６０円

口座振替事務費

84,426

308,103 決 算 額 の 財 源 内 訳

302,203 一般財源
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    （単位  千円）

決算書
       頁

109

1
1

109

2
2

109

3

 ３． 効率的・効果的な滞納整理を行うことで、より一層の税
収入を確保するため、滞納管理システムを導入した。
　・システム導入委託料　２６，４１６，８００円
　・システム連携委託料　　８，４４６，６８０円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　３５，０００，０００円

滞納管理システムの導入及び導入に伴う基幹システムか
らのデータ抽出（連携）の経費。

【過去２カ年度の実績】
　平成２８年度新規事業

【事業を取りまく状況等】
　・滞納額が多くなればなるほど債権回収は困難となるた
　　め、早期の対応が重要となっている。
　・職員１人あたりに担当する滞納者数が多いため、効率
　　的・効果的な滞納整理の必要がある。
　・滞納者の多様性に富む情報を一元管理し、現況把握を
　　容易に行い、計画的に処理する必要がある。

滞納管理システム
導入経費

３４，８６３

 ２． 高額滞納者等、整理困難事案を三重地方税管理回収機構
へ移管し、収納率の向上を図った。

  （徴収第一課分：高額案件）
　　・移管実績
　　　　移管件数　　　　　　　　　　　　５４件
　　　　移管総額　　　　６８，６５１，２５０円
　　　　　　　　　　　　　（H28年度移管事案分）
　
　　・収納額実績　　　　６３，０２７，８９８円
　　　　　　内訳　　　　２８，７０４，３９４円
　　　　　　　　（H27年度移管事案分）
　　　　　　　　　　　　３４，３２３，５０４円
　　　　　　　　（H28年度移管事案分）
　　・負担金
　　　　均等割額　　　　　　　１００，０００円
　　　　処理件数割額　　　７，５６０，０００円
　　　  徴収実績割額　　１４，５４５，０００円
　　　　　　　計　　　　２２，２０５，０００円

　（徴収第二課分：少額案件）
　　・移管実績
　　　　移管件数　　　　　　　　　　　２７０件
　　　　移管総額　　　　４７，９７３，３７５円
　　　　　　　　　　　　　（H28年度移管事案分）

　　・収納額実績　　　　５２，４２８，２２５円

徴収管理一般経費 ４８，９６７

収 納 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 納税者の利便性向上のため、市民税(普通徴収)、固定資
産税・都市計画税、軽自動車税について、コンビニエンス
ストアでの収納を行っている。
　・コンビニエンスストアでの収納税額
　　　　　　　　　 １,０８８，４２２，６５３円
　・支出経費
　　　収納代行手数料　　　５，１３０，２７２円
　　　電話回線使用料　　　　　　５０，３１３円

コンビニ収納経費 ５，１８１
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（款）２．総務費　（項）３．戸籍住民基本台帳費　（目）１．戸籍住民基本台帳費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,491 135 42,044

    （単位  千円）

決算書
       頁

109

1

（款）２．総務費　（項）６．監査委員費　（目）１．監査委員費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1

 １． 公共工事の品質の確保・向上に役立てるため、工事監査
を２件実施した。監査の執行にあたっては専門知識を有す
る外部に委託したことにより、監査手法の向上を図った。

設計金額１億円以上の工事１件、３００万円以上１億円
未満の工事１件

　監査実施工事名
　　　宮川・沼木統合中学校（仮称）建設工事（校舎 建
      築工事）
　　　農道佐八中之垣外線ほか配水本管布設替工事

工事等技術調査委
託経費

９８

監査委員事務局

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

32,363 決 算 額 の 財 源 内 訳

32,040 一般財源

32,040

 １． 　戸籍住民課の窓口業務等を民間事業者に委託した。
・ 委託内容 　  戸籍届出・住民異動届の受付・入力業務
　　　　　　　  証明書交付請求の受付・発行・交付 等
・ 履行期間　　平成27年１月１日～平成29年12月31日
　　　　　　　（３年間）

戸籍住民関係窓口
業務等委託事業

５７，３０９

159,325

戸 籍 住 民 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

248,163 決 算 額 の 財 源 内 訳

221,995 一般財源
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）１．社会福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

667,063 405,203 22,028

    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1

 １． 運動・スポーツ無関心層を含む40歳以上の市民に対し、
インセンティブを付与することで、ウォーキングをはじめ
とする運動や健康づくりを促し、将来的な健康寿命の延伸
（介護予防）及び、超高齢化や人口減少社会にも対応可能
な地域づくりを図った。
  　事業参加者　 1,000人（応募者1,446人より抽選）
　　業務委託先　 株式会社つくばウエルネスリサーチ
　　業務委託料　 16,470,000円
　　　  共通プラットフォーム利用委託 　 5,886,000円
　　　  事業推進支援業務委託　　　　　 10,584,000円
　　ポイント還元報償費　　2,331,920円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　35,664,000円
　　　・事業参加者　1,000人
　　　・ICTの活用
　　　・魅力あるポイント交換商品の提供

【過去2ヵ年度の実績】
　平成28年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
　　今後の展望
　　　・参加者枠の拡大
　　　・事業取組み終了後の支援策の構築
　　事業執行に伴う課題
　　　・今年度は地方スポーツ振興費国補助金を受けて
　　　　事業を施行した。今後は継続的な事業運用のた
　　　　めの財源確保が求められる。
　

健幸ポイント事業 ２７，９９７

881,146

2,435,689 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,975,440 一般財源

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1

 １． 生活困窮者が抱える複合的な生活課題を包括的支援によ
り解決することを目的として、必須事業と任意事業を実施
した。

１　自立相談支援事業（必須事業）
　　　相談者数　　　　実２１８人（延べ３２２件）
　　　うち自立相談支援プラン作成　　　　実　１９人
　　　　　生活保護申請　　　　　　　　　実１０４人
　　　　　他法他施策や情報提供のみ　　　実　９５人

２　住居確保給付金の給付事業（必須事業）
　　　実７世帯支給　延べ３３か月分を給付
　　　給付金額合計　８３５，２００円
　　　就職決定者数　６人

３　就労準備支援事業（任意事業）
　　　支援者数　２６人
　　　相談回数　延２９９回
    　進路決定者数　７人

生活困窮者自立支
援事業

２０，０８８

生 活 支 援 課

事 業 名 施 策 の 成 果決 算 額
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決算書
1        頁

117

2

 ２． 生活に困窮する家庭に対し、的確な相談や学習支援を提
供することにより、困窮状態からの脱却を図り、かつ将来
の貧困の連鎖の防止に努めた。

１　生活困窮家庭学習支援事業（直営）
学習支援員１名を配置し、小・中・高校生相当の子ども

のいる生活困窮世帯を家庭訪問し、相談及び学習環境と習
慣の確立、進路に関する情報の提供等の支援を行った。
　対象者　　小学生から高校生相当　実６７人
　相談回数　実３７人　延べ１４６回
　継続支援　実３２人

２　生活困窮家庭の子ども学習サポート事業（委託）
被保護世帯及び準要保護世帯を対象に、教室形式による

学習支援を行うことにより、子どもの基礎学力を補い、貧
困の連鎖の防止に努めた。
　開催回数　合計１６５回
　　　　　　（小学生８１回、中学生８４回）
　受講者数　合計　実７３人　延べ６１３回
　　　　　　（小学生実２７人　延べ２６３回、
　　　　　　　中学生実４６人　延べ３５０回）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　１１，４１２，０００円
　・生活困窮家庭学習支援事業
　・生活困窮家庭の子ども学習サポート事業

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　生活困窮家庭学習支援モデル事業
　　対象者　　　中学生と高校生　５４人
　　訪問件数　　４１人　延べ６６回
　　継続支援　　２０人
　平成２７年度　生活困窮家庭学習支援事業
　　対象者　　　小学生から高校生相当
　　訪問件数　　３７人　延べ１４６回
　　継続支援　　３２人

【事業をとりまく状況等】
学習支援員１名の体制に加えて、学習指導部分を委託す

ることにより、より多くの対象者に対し学習支援を実施し
た。

生活困窮家庭学習
支援等事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

５，０６５

- 22 -



    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1
1

115

2
2

115

3
3

115

4
4

115

5

 ５． 市民の多様な福祉ニーズに対応するとともに、小地域に
おける福祉活動を推進するため、伊勢市社会福祉協議会に
負担金を支出し、地域ぐるみで支え合い・助け合いできる
しくみづくりに努めた。

また、平成29年度からの「いせライフセーフティネット
事業」の実施に向け、制度のはざまに苦しむ「声なき声」
に耳を傾けそっと寄り添う「コミュニティ・ソーシャル・
ワーカー」の配置に向けた準備を行った。

社会福祉協議会運
営事業負担金

８５，０００

 ４． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、平成4年建設以降、相当年数を経過し
ているため、設備等のメンテナンス、老朽化による施設の
不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・多目的ホール棟空調機ほか改修工事　　6,771,600円
　・多目的ホールステージほか改修工事　　3,456,000円

ハートプラザみそ
の等管理事業

４８，３４５

 ３． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、昭和63年建設以降、相当年数を経過し
ているため、設備等のメンテナンス、老朽化による施設の
不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・ひまわり作業所LED照明更新工事　　 　1,188,000円
　・歯科休日応急診療所外壁防水改修工事　　888,840円

福祉健康センター
管理事業

４０，０９０

 ２． 平成２８年１２月１日付け民生委員・児童委員一斉改選
に伴う改選事務を行い、同日、委嘱状伝達式を開催した。

民生委員・児童委員、主任児童委員が各地域で実施する
日常の見守り活動、相談・助言活動、資質向上のための研
修活動を支援した。
　委員数　２８９名（平成29年3月31日現在）

民生委員児童委員
活動経費

２２，１６３

 １． ボランティア活動を活性化し、地域福祉の理念「支え合
い・助け合いによるまちづくり」を進めるため、伊勢市ボ
ランティアセンターの活動を支援した。

平成27年度からは、ボランティアコーディネーターを３
名に増員し、情報の発信、養成講座の開催、災害ボラン
ティアネットワークの推進、ボランティア登録・斡旋、ボ
ランティア養成、活動団体への助成などを実施した。
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　18,158,000円
　決算額　　　15,956,665円
【過去２ヵ年の実績】
　平成27年度　決算額　　　　　　　　14,392,733円
　平成26年度　決算額　　　　　　　　14,482,224円
　　※うちリニューアルに伴う費用　　　 748,224円
【事業を取り巻く状況等】

少子化、高齢化、人口流出等が懸念される中、地域包括
ケアシステムの下、「自助・共助」による地域づくりが進
められている。今後、支え合い、助け合いによるまちづく
りを進め、地域力を高めていくうえで、地域で活動するボ
ランティア、地域の担い手づくりと地域内の連携が課題と
なっている。

福祉ボランティア
育成事業

１５，９５７

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
5        頁

115

6
6

117

7
7

117

8

 ８． 社会保障・税一体改革の一環として、平成29年度から実
施される年金生活者支援給付金の前倒し的な位置付けとな
る、高齢者用の年金生活者等支援臨時福祉給付金を給付し
た。
　給付金額　　391,920,000円（30,000円×13,064人）
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　434,670,000円（30,000円×14,489人）
　決算額　　　391,920,000円
【事業を取りまく状況等】
　・対象者には、過去の給付金と同様の周知啓発を行っ
　　たが、問い合わせ等も多く、申請率は94.1％と高か
　　った。

高齢者用年金生活
者等支援臨時福祉
給付金事業

３９１，９２０

 ７． 「伊勢市地域福祉計画・地域福祉活動計画（平成26年度
から平成30年度）」に基づき、皇學館大学・市・社会福祉
協議会が連携し、自治会等を対象に地域懇談会を実施し、
地域と情報を共有するとともに、地域課題の解決に向けた
具体的な方策の検討を行った。また、進行管理のため、
「伊勢市地域福祉計画推進会議」を開催した。

地域福祉計画推進
事業

１２３

 ６． 日常生活において判断能力に不安のある認知症高齢者、
知的障がい者、精神障がい者の方に対する日常的な金銭管
理、各種サービスの利用手続きの代行、金銭管理等のサー
ビス（日常生活自立支援事業）の実施に際し、市民税非課
税者がサービスを利用する場合の利用料の負担を軽減し
た。
【利用実績】（利用人数）
　　　　　　　　　延べ152人・1,159件　579,000円
【過去３年間の実績】
　　平成27年度　　延べ120人・1,106件　553,000円
　　平成26年度　　延べ 98人・　842件　421,000円
　　平成25年度　　延べ 80人・　845件　422,500円

権利擁護事業負担
金

５７９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
8        頁

117

9

    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

 １． 高齢者をはじめ住民の健康増進・教養の向上およびレク
リエーション等の場として、小俣町内6カ所にある保健福
祉会館の維持管理にあたった。

保健福祉会館管理
事業

１５，３３１

小俣総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 社会保障・税一体改革の一環として、平成29年度から実
施される年金生活者支援給付金の前倒し的な位置付けとな
る、障害・遺族基礎年金等受給者用の年金生活者等支援臨
時福祉給付金と、消費税率の引上げに際し、低所得者に与
える負担の影響に鑑み、一体改革の枠組みの中で講じる社
会保障の充実のための措置と併せ、低所得者に対する適切
な配慮を行うための暫定的・臨時的な措置として、臨時福
祉給付金を給付した。
　給付金額
　　・年金生活者等支援臨時福祉給付金
　　　　　23,520,000円（30,000円×784人）
　　・臨時福祉給付金
　　　　　58,752,000円（3,000円×19,584人）
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　128,154,000円
              　（30,000円×1,732人）
　　　　　　　　（3,000円×25,398人）
　決算額　　　88,614,000円
　　内訳　給付金額　82,272,000円
　　　　　前年度補助金返還額　6,342,000円
【過去の実績】
　平成26年度 　262,010,000円
　　　　　　　　　（基本額 10,000円×20,084人）
　　　　　　　　　（加算額  5,000円×12,234人）
　平成27年度　 122,844,000円
　　　　　　　　　（6,000円×20,474人）
【事業を取りまく状況等】
　・対象者には、過去の給付金と同様の周知啓発を行っ
　　たが、全体の申請率は78.4％に留まった。
　・臨時福祉給付金（経済対策分）として給付されるこ
　　ととなり、いかにして申請率を上げるかが課題とな
　　る。

障害・遺族基礎年
金等受給者用年金
生活者等支援臨時
福祉給付金事業

８８，６１４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）２．障害者福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,189,154 573,220 324

    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1

775,103

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 障がいのある人が、自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう地域生活支援事業を実施した。
【主な事業】
１．障がい種別や年齢に関わらない一次相談やアウトリー
チによる相談を行う東地域及び西地域の２箇所の地域相談
支援センターを、また、地域相談支援センターとしての機
能に加え、伊勢市地域自立支援協議会の運営、権利擁護や
相談支援専門員の人材育成など地域の中核的な役割を担う
基幹相談支援センター機能を有する伊勢市障害者総合相談
支援センター「フクシア」をそれぞれの社会福祉法人に運
営を委託し、相談支援の充実を図った。
　・伊勢市障害者総合相談支援センター「フクシア」
  　　 委託先　  社会福祉法人　三重済美学院
  　　 委託金額　２８,０１１,０００円
　・伊勢市障害者西地域相談支援センター
       委託先　　社会福祉法人　四季の里
　　　 委託金額　１０,１５０,０００円
　・伊勢市障害者東地域相談支援センター
       委託先　　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　　　 委託金額　１０,１５０,０００円
２．日常生活用具給付事業

在宅の重度心身障がい者（児）等に対し、特殊マット、
入浴補助用具等を給付することにより、日常生活の安定を
図った。
  　給付件数　２,７０１件
　　給付費　　３０，４６５，４８４円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額
　・障害者相談支援センター運営事業
　　　　　　　　　　　　 ４８，３１１，０００円
  ・日常生活用具給付費　 ２７，９８４，０００円
　
【過去２ヵ年度の実績】
平成２７年度
　・障害者相談支援センター運営事業
　　　　　４５，９０６，０００円
　・日常生活用具給付事業
　　　　　給付件数　２，４８０件
　　　　　給付費　　　２８，３１１，８３２円
平成２６年度
　・障害者相談支援センター運営事業
　　　　　２８，９９０，０００円
　・日常生活用具給付事業
　　　　　給付件数　２，４３５件
　　　　　給付費　　　２６，４０９，４４５円

【事業を取りまく状況等】
相談支援事業や日常生活用具給付事業など、障がいのあ

る人が安心して地域で生活するためには必要な事業であ
る。

障害者地域生活支
援事業

１４０，２１７

2,600,179 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,537,801 一般財源
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 ２． （１）手話通訳設置事業
庁内に手話通訳者を配置し、聴覚障がいのある人とその

他の人の意思疎通を仲介することにより、コミュニケー
ション支援の充実を図った。
・窓口対応件数　本庁１４５件、小俣総合支所４８件
・設置人数　　　本庁　常勤２名
　　　　　　　　小俣総合支所　非常勤１名
・事業費　　　　１０，０９７，９１３円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　１０，２０２，１４０円
【過去２ヵ年度の実績】
平成２６年度　　６，６３０，４２８円
・窓口対応件数　１９４件
・設置人数　　　常勤２名
平成２７年度　　５，２２５，７５４円
・窓口対応件数　１７６件
・設置人数　　　常勤１名、非常勤１名

（２）手話通訳者・要約筆記者派遣事業
聴覚障がい等のある人とその他の人の意思疎通を仲介す

るために手話通訳者・要約筆記者を派遣することにより、
聴覚障がい等のある人の社会参加の向上を図った。
・手話通訳者派遣件数１２４件、登録通訳者数１３名
・要約筆記者派遣件数６６件、登録通訳者数９名
・事業費　　　　１，００１，３１４円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　２，２０８，９９５円
【過去２ヵ年度の実績】
平成２６年度　　９６７，１９５円
・手話通訳者派遣件数１０９件、登録通訳者数８名
・要約筆記者派遣件数２７件、登録通訳者数１３名
平成２７年度　　７７６，７５１円
・手話通訳者派遣件数８５件、登録通訳者数１１名
・要約筆記者派遣件数３４件、登録通訳者数１３名

（３）手話奉仕員養成事業
聴覚障がいや手話に関する基礎的な知識について学び、

聴覚障がいのある人の社会参加を支援する手話奉仕員の育
成を目的として手話奉仕員養成講座基礎編を、手話通訳資
格を取得し伊勢市手話通訳者派遣事業登録通訳者として活
動するため、三重県主催手話通訳者養成講座の受講を目指
す者の更なるレベルアップを目的として手話奉仕員ステッ
プアップ講座を開催した。（奉仕員：コミュニケーション
がとれるもの）
・手話奉仕員養成講座基礎編
　４月～３月、全３０講座、２０名受講
・手話奉仕員ステップアップ講座
　４月～３月、全１２回、１０名受講
・事業費　　　　５０９，３６０円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　６００，４００円
【過去２ヵ年度の実績】
平成２６年度　　１４７，１６２円
・手話奉仕員養成講座基礎課程
　４月～１１月、全３０講座、１４名受講
平成２７年度　　１８０，８５１円
・手話奉仕員養成講座入門編
　７月～３月、全２３講座、２６名受講
・手話奉仕員ステップアップ講座
　４月～３月、全１２回、１１名受講

意思疎通支援等事
業

１２，３３７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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 ５． １．心身障害者訪問理美容サービス事業
寝たきり状態等のため、理・美容院に出向くことが困難

な身体障がいのある人に対し、理美容業者の出張料相当分
を助成した。
　　　支給人数　　９人
　　　支給額　　　１９，０００円

２．重度心身障害者紙おむつ等支給事業
寝たきり若しくは排泄の告知が困難な心身障がいのある

人に対し、紙おむつ等の購入に要する経費の一部につい
て、紙おむつ等利用券を支給した。
　　　支給人数　　１０人
　　　支給額　　　３０４，５００円

障害者生活環境等
整備事業

３２４

 ４． １．重度障害者タクシー料金助成事業
在宅の重度障がいのある人に対し、タクシー料金を助成

することにより、社会的活動への参加促進と経済的負担の
軽減を図った。
　　タクシー券利用枚数　 １４，７６７枚

２．重度身体障害者リフト付タクシー料金助成事業
下肢、体幹機能の障がいがあり車いすを利用する方を対

象に、リフト付タクシーの利用料金を助成し、社会的活動
への参加促進と経済的負担の軽減を図った。
  　リフト付タクシー券利用枚数　　２，０５６枚

障害者外出支援事
業

１２，７８０

 ３． これまで障がいについて知る機会がなかったり、障がい
のある人と接する機会がなかった市民に、サポーターの活
動を通じて障がいへの理解を深めてもらい、障がいのある
人への支援につなげるため、平成２８年１２月、平成２９
年３月にそれぞれサポーター研修会を開催し、サポーター
の啓発行事等を実施した。

障害者サポーター
事業

１，９６０

（４）手話言語条例関連施策
手話は言語であるという認識に基づき、手話の理解及び

普及並びに地域における手話を使用しやすい環境の構築に
関し、総合的かつ計画的に施策を推進した。
・事業費　２３９，５８８円
・講演（関係各課職員対象）
・市ホームページへ手話動画『みんなで手話』を掲載
・手話リーフレットの作成、配布（５，０００部）
・手話啓発クリアファイルの作成、配布（２，５００枚）
・手話体験講座（全４回実施、４８名参加）
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　１８８，０４０円

（５）点字広報・声の広報発行事業
広報を点字及び朗読することにより、視覚障がい者の情

報保障の充実を図った。
　　点字広報発行事業発行人数　１３人
　　声の広報発行事業発行人数　４２人
　　事業費　　　　　３５０，０００円
【事業を取り巻く状況等】

伊勢市手話言語条例と同日に障害者差別解消法が施行さ
れた相乗効果により、講演会やイベント等、不特定多数の
市民が参加対象となるものへの手話通訳者の派遣が大幅に
増えた。また、市民等から｢手話を学ぶ場｣についての問合
せが急増した。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 11． 伊勢市介護給付費等の支給に関する審査会を設置し、障
害支援区分認定等に係る審査業務を行った。
　委員数　１０人、開催回数　２３回
　判定件数　２３３件

認定調査件数 ２９６件（含 訓練給付のみを利用 ６
３件）

障害支援区分認定
事業

１０，１５４

 10． 障害福祉サービス等の利用について、介護給付費等の支
給を希望・申請した人に対し、支給決定し給付費の支給を
行った。

障害者介護給付等
事業

２，１５６，７４２

 ９． みそのデイサービスセンターを改修し、児童福祉法に規
定する障害児通所支援事業による理学療法などの機能訓練
を実施する、こども発達支援施設おひさま児童園を新たに
設置するための改修工事に伴う設計業務を委託した。

おひさま児童園整
備事業

１，２４２

 ８． 三重県社会的事業所設置運営要綱に基づく社会的事業所
の設置又は運営を支援し、障がい者の地域社会に根ざした
就労の促進及び社会的かつ経済的な自立の促進を図るた
め、補助金を交付した。

社会的事業所創業
支援事業補助金

３，５５０

 ７． 在宅で重度の障がいのある人に対し、その障がいによっ
て生じる負担軽減を図り、その福祉を増進するため、特別
障害者手当等を支給した。

障害者手当等給付
事業

６９，７７９

 ６． １．身体障害者福祉センター運営事業
社会適応訓練（パソコン教室等）等を行うとともに、身

体障害者福祉センターを利用する障がいのある人の利便性
の向上や、社会参加を促進するため、身体障害者福祉セン
ターの運営を伊勢市社会福祉協議会へ委託した。

年間利用人数 １，０８６人（身体障害者デイサービ
ス事業）
２．重度身体障害者デイサービスセンター運営事業

創作的活動又は生産活動の機会の提供、その他の身体機
能又は生活能力の向上のための支援を行う生活介護事業を
実施するため、重度身体障害者デイサービスセンター「く
じら」の運営を伊勢市社会福祉協議会へ委託した。
　　平均利用人数　１６．９人
３．障がい者就労支援施設運営事業

雇用されることの困難な障がいのある人に就労・生産活
動の機会を提供するとともに、就労に必要な知識及び能力
の向上のために必要な支援を行う就労継続支援事業を実施
するため、障がい者就労支援施設「ひまわり」、「工房そ
みん」、「小俣さくら園」、「御薗しらぎく園」の運営を
伊勢市社会福祉協議会へ委託した。
　　平均利用人数
　　　　ひまわり　　　　１３．５人
　　　　工房そみん　　　１２．５人
　　　　小俣さくら園　　１６．３人
　　　　御薗しらぎく園　　８．０人
４．自立更生事業補助金

市内の障害者団体に対し、その活動経費を助成し、会員
の自立更生を図った。
　　助成団体　８団体

障害者福祉運営対
策経費

８１，１２５
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）３．医療支給費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

341,994

    （単位  千円）

決算書
       頁

119

1
1

119

2
2

119

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 出生から１５歳になった日以降の最初の３月３１日まで
の子どもで、受給資格のある方に対して医療費を助成し
た。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　３０８,１８７千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１７０,９１８件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　３３,５７９千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１６７,８９４件

こども医療費支給
事業

３４１，７６６

 １．

 ２． 後期高齢者医療被保険者である身体障害者手帳１級～４
級、療育手帳Ａ１～Ｂ１の方で、受給資格のある方に対し
て医療費を助成した。また、精神障害者保健福祉手帳１級
で受給資格のある方に対して、通院医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　１６７,０８４千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　７１,７１３件

６５歳以上障害者
医療費支給事業

１６７，０８４

886,638 一般財源

544,644

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 13． 身体に障がいがあるか、現存する疾患の治療を行わない
と将来において重度の障がいを遺すと認められ、また、確
実な治療効果が期待できる18歳未満の児童および、身体に
障がいのある18歳以上の人の障がいの除去又は軽減を図る
ため、医療費を給付した。

身体障害者医療給
付事業

２１，２７２

身体障害者手帳１級～４級または療育手帳Ａ１～Ｂ１の
方で、受給資格のある方に対して医療費を助成した。ま
た、精神障害者保健福祉手帳１級で受給資格のある方に対
して、通院医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　２４０,５５０千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　５８,０９４件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　１０,８４８千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　５４,２４０件

障害者医療費支給
事業

２５１，３９８

886,703 決 算 額 の 財 源 内 訳

 12． 日常生活や社会生活の向上を図るため、補装具費の支給
（購入及び修理）を次のとおり実施した。
　　支給件数　　　　　　　　３０５件
　　補装具費支給事業扶助費　２６，３１９，５５２円

補装具費支給事業 ２６，３２０
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）４．遺家族等援護費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13 2

    （単位  千円）

決算書
       頁

119

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 戦争犠牲者を追悼し、恒久平和を祈念することを目的に
伊勢市戦争犠牲者追悼式を挙行した。
　・日時　　平成２８年１０月２９日（土）10:00～
　・会場　　伊勢市生涯学習センターいせトピア
　　　　　　多目的ホール
【事業を取りまく状況等】
　・年々、遺族の高齢化による参加者の減少が課題であ
　　ったため、平成26年度から臨時バス・マイクロバス
　　の運行方法を再検討し、参列しやすい環境づくりに
　　努めた。

追悼式開催事業 １，３３６

8,749

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

9,224 決 算 額 の 財 源 内 訳

8,764 一般財源

 ４． １８歳の年度末までの子どもを養育している配偶者のい
ない父母およびその子ども、または父母のいない１８歳の
年度末までの子どもで、受給資格のある方に対して医療費
を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　７４，２９８千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　 ３２,１０３件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　 ６,２９１千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　 ３１,４５３件

一人親家庭等医療
費支給事業

８０，５８９

 ５． 現在婚姻していない６０歳～６９歳の女性で、配偶者と
死別し、その時に２０歳未満の子を扶養していた方であっ
て、受給資格のある方に対して医療費の一部を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　１５０千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　  　２１件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　　　４千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　　　１９件

寡婦医療費支給事
業

１５４
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）５．心身障害児通園施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

36,119

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

1
1

121

2
2

121

3

（款）３．民生費　（項）２．老人福祉費　（目）１．老人福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

17,616 262,049 76,229

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1
1

123

2

４７３

施 策 の 成 果

 ２．

 １． 伊勢市第７次老人福祉計画・第６期介護保険事業計画に
基づき、市が選定した法人が行う地域密着型サービス施設
の整備に係る必要経費に対する補助及び利用者の安心・安
全を確保するため市内に所在する介護施設等が行う防災改
修に係る経費に対して補助を行った。

・地域密着型サービス等整備助成事業　１件
　【認知症対応型通所介護事業所の整備】
　　　　補助金額　１１，３００，０００円
・既存施設のスプリンクラー設備等整備事業　４件
        補助金額　５，７１７，０００円

老人福祉施設等整
備事業

１７，０１７

介護に従事する人材の確保及び介護職員の資質の向上を
図るため、介護職員初任者研修に係る費用の一部を助成し
た。
　初任者研修受講者：１０人（５法人）

介護未経験者研修
支援事業

 ３．

21,854

こ ど も 発 達 支 援 室

事 業 名 決 算 額

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

3,498,876

3,879,466 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,854,770 一般財源

障がい児が地域において自立した日常生活又は社会生活
を送り、適切な福祉サービス等が提供されるよう障害児支
援利用計画の作成等を行った。
　利用計画作成延べ件数　320件
　モニタリング延べ件数　678件

障害児相談支援事
業

９，３７２

 ２． おおぞら児童園の施設を維持管理し、通園児の安全かつ
快適な施設利用を図った。おおぞら児童園管

理事業
３，７８９

 １． 障がいのある児童の発達の促進と障がいの軽減を図るた
め、通園による訓練や療育、相談等を行った。
　発達療育：延べ739人、感覚運動遊び：延べ1,184人
  放課後等デイサービス：延べ639人
　作業療法：延べ637人、言語療法：延べ452人
　心理療法：延べ65人、機能回復訓練：延べ18人
　発達や療育についての相談：延べ481人

おおぞら児童園運
営事業

２２，５３７

58,703 決 算 額 の 財 源 内 訳

57,973 一般財源
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決算書
2        頁

123

3

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

1
1

121

2
2

123

3

施 策 の 成 果事 業 名 決 算 額

 ３． 地域住民組織等が行う地域の支え合い体制を構築し、平
成29年4月1日から始まる介護予防・日常生活支援総合事業
への円滑な移行及び安定的な運営を図るための補助金を交
付した。

【補助交付金額】3,000,000円
（訪問型）
    厚生地区まちづくりの会　　600,000円

 (通所型1)
    一色町「食」支援の会　　　800,000円
    集いの場・みやがわ　　　　800,000円
    南本町清和会　　　　　　　800,000円

【当初予算における内容、計画】
  当初予算　　4,034,000円
　・訪問型　 　2件
  ・通所型1　　1件
　・通所型2    5件
　・通所型3    1件

【過去2ヵ年度の実績】
　平成28年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
平成29年4月1日から介護予防・日常生活支援総合事業

（介護保険特別会計）に移行するため、単年度事業。

介護予防・日常生
活支援モデル事業

３，０００

 ２． 老衰や心身の障がい及び傷病等の理由により日常生活の
援助が必要な高齢者に対して、軽易な日常生活上の援助を
行うことにより、在宅での生活の継続を図った。

軽度生活援助事業 ４０９

 １． 在宅の高齢者で、介護保険で「非該当」と認定された
者、又は自立とみなされる閉じこもりがちで虚弱な方々を
対象に、デイサービスセンターへの通所により、教養講
座・日常動作訓練・趣味創作活動等のサービスを提供する
ことにより、社会的孤立感の解消・心身機能の維持を図る
とともに、要介護状態への進行の予防を図った。

生きがい活動支援
通所事業

２，５２４

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 介護従事者の負担の軽減等を図るため介護サービス事業
者が介護ロボットを導入する際の経費に対して補助を行っ
た。
　対象：離床アシストベッド　１台

介護ロボット等導
入促進事業

８９２
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    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

1
1

121

2
2

121

3
3

121

4
4

121

5

 ５． 市内に在住する年度末時点で満８８歳・１００歳・最高
齢の高齢者に対し、敬老と長寿を祝福し、感謝の意を表す
るため敬老祝品を贈呈した。（最高齢者への贈呈は生涯に
１回）
　　 ８８歳　  ５，０００円相当　　 ８０４人
   １００歳　１０，０００円相当　　   ３６人
 　最高齢　　１５，０００円相当　　　 　１人

敬老祝品贈呈事業 ２，２７３

 ４． 伊勢市老人クラブ連合会及び各地区単位老人クラブの社
会奉仕活動や健康増進等に対して、補助金を交付し、生き
がいの場としてのクラブ活動を充実させた。

老人クラブ補助金 １１，０３１

 ３． ７５歳以上の高齢者を対象に、市内全線有効の寿バス乗
車券（１００円券４０枚または１回乗りきり乗車券１２
枚）（※身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉
手帳をお持ちの方及び第１種の手帳をお持ちの方の介護者
で希望の方は、「５０円券×８０枚」も選択可）
を交付し、定期バス乗車運賃の助成を行い、高齢者の外出
を容易にして社会参加の促進及び心身の健康の保持増進を
図った。
　
寿バス乗車券　交付者数　  　　  １０，２８７人
　　　(内訳)　１００円券　　 　　 ８，７８２人
　　　　　　　  ５０円券　　　　　　　２５５人
　　　　　　　乗りきり券　　　　　１，２５０人

老人乗合バス運賃
助成事業

２１，９０４

虚弱な一人暮らし高齢者や重度身体障がい者に対し、緊
急通報装置の貸与を行うことにより、緊急事態発生時に迅
速かつ適切に対処できる体制を整備し、一人暮らし高齢者
等の日常生活の安全確保を図った。

緊急通報体制等整
備事業

３，３５６

 １． ６５歳以上の寝たきり及び歩行が全介助状態である下肢
の不自由な高齢者で、一般の交通機関を利用することが困
難な者に対し、移送用車両（リフト付タクシー等）の利用
を支援し、高齢者の福祉の増進を図った。

　　利用枚数　　２１，０９３枚

外出支援サービス
事業

２１，４８７

 ２．

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． みなとデイサービスセンター、二見デイサービスセン
ターについて、指定管理者による管理運営を実施し、利用
者の利便性向上に努めた。また、設備等のメンテナンスを
行い、老朽化による施設の不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・みなとデイサービスセンター空調機更新工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,234,000円

デイサービスセン
ター管理経費

３２，２４９

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
5        頁

123

6
6

123

7

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）１．児童福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

60,787 87,937 3,541

    （単位  千円）

決算書
       頁

125

1
1

125

2
2

125

3
3

125

4

 ４． 会員間の相互援助活動により、仕事と子育ての両立を図
るため一時的に子どもを預かる会員組織である「いせファ
ミリー・サポート・センター」の運営を行った。
　　年度末会員数　428人　　活動件数　1,980件

ファミリーサポー
トセンター事業

８，７７０

保護者の疾病等により家庭で児童の養育が一時的に困難
となった場合や経済的理由等により緊急一時的に母子の保
護を必要とする場合に、委託施設において養育又は保護を
行った。
　　実利用児童数　5人　　延べ利用日数　38日

子育て支援ショー
トステイ事業

２５４

 ３． 児童が病気あるいは病気回復期にあるために集団保育が
困難である間、当該児童を専用スペースで預かることによ
り、保護者の子育てと就労の両立支援を行った。
　　延べ利用人数　950人

病児・病後児保育
事業

１４，２７３

 ２．

施 策 の 成 果

426,366

 １． へん地にある保育所の児童送迎にかかる負担を軽減する
ために、社会福祉法人一宇郷福祉会みどり保育園の送迎バ
ス運行経費の一部を負担した。

児童送迎バス負担
金

２，０００

616,463 決 算 額 の 財 源 内 訳

578,631 一般財源

１，９２０

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域住民で組織する各保健福祉会館運営委員会において
計画する事業の実施及び保健福祉会館を会場に、高齢者を
対象とした健康体操教室を開催した。

保健福祉会館運営
事業

 ７． ６５歳以上の高齢者で、居宅において養護を受けること
が困難な者を、養護老人ホームへ入所措置した。

　　 入所施設数　　　　 　 ５施設
　　 年度当初入所者数　　１１８名
　　 年度途中異動者数
　　 　　入所者　　　　　  １３名
　　 　　退所者　　　　　  １４名
     年度末入所者数　　　１１７名

老人ホーム入所措
置事業

２０８，９１６

小俣総合支所 生活福祉課

 ６． 一人暮らし高齢者等の要援護者に対し救急時の対策とし
て、要援護者に係る情報を救急隊員や病院関係者へ迅速・
的確に伝えるため、救急医療情報キットを配備した。
　配備件数（平成２９年３月３１日時点）　３，２５１件

救急医療情報キッ
ト配備事業

５６２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
4        頁

125

5
5

125

6
6

125

7
7

125

8
8

125

9
9

125

10
10

125

11

 11． 食物アレルギー等があり保育所等における給食に特別な
配慮が必要な児童への安全な給食提供のため、民間保育所
等における調理員の加配、代替食材、研修等にかかる費用
を補助した。
　民間保育所等　15箇所
　対象児童数　　77人

アレルギー等対応
特別給食提供事業
補助金

１３，０２２

 10． 保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ための一時的な保育を行う保育所に対しその経費を補助し
た。
　延べ利用児童数　１日利用　 96人
　　　　　　　　　半日利用　　5人

一時保育事業補助
金

１，４７３

 ９． 保育所等での集団保育が可能で、かつ保育に欠ける障が
いをもつ児童を受け入れている民間保育所等で、基準を超
える保育士配置に必要な経費及び運営の健全化を図るため
の経費を補助した。
　民間保育所等　9箇所
　対象児童　（中度）15人　（重度） 3人

障害児保育事業補
助金

２０，６４５

 ８． 保育所等を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の
促進を図るための事業を実施する民間保育所等に対し活動
にかかる経費を補助した。
　民間保育所等　19箇所

地域活動事業補助
金

４，７４５

 ７． 短時間認定児童および標準時間認定児童に対し通常の保
育時間を超えて長時間保育を実施している民間保育所等に
対しその経費を補助した。
　民間保育所等　6箇所

延長保育促進事業
補助金

２，００６

 ６． 公立保育所等職員と民間保育所等職員の給与の格差等を
是正するため、民間保育所等に対し補助した。
　民間保育所等　19箇所

一般保育事業補助
金

４０，７６５

 ５． 保護者が仕事などにより昼間家庭にいない小学生を対象
に、放課後の遊びや生活の場を与えて、児童の健全育成を
図った。
　　放課後児童クラブ数　27箇所

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　275,780,000円
　・指定管理料（公設：二見、小俣、明野、御薗）
　・業務委託料（公設：二見第２、小俣第２、御薗第２）
  ・民間クラブ運営委託料（20箇所）　など

【過去２ヵ年度の実績】
　平成27年度　決算額　193,194,507円（27箇所）
　平成26年度　決算額　163,825,158円（25箇所）

【事業を取りまく状況等】
年々利用児童が増加しているため、ニーズの高い地域に

おいて、クラブの増設や定員の拡充に取り組んでいく。

放課後児童対策事
業

２５３，６６６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
11        頁

125

12
12

125

13
13

125

14
14

125

15

 15． 認定こども園施設の機能の維持及び向上を図るため、民
間認定こども園が行う工事の施行に対し補助金を交付し
た。
　・修道こども園太陽光発電設備設置工事　9,558,000円
　・（仮）ゆたかこども園改修工事　　　 22,613,100円
　・暁の星こども園フェンス改修工事　　　　793,800円

民間認定こども園
施設整備事業費補
助金

３２，９６５

 14． 保健師、社会福祉士及び保育士（みえ発達障がい支援シ
ステムアドバイザー）、家庭児童相談員、女性相談員、臨
床心理士（非常勤）を配置し、児童虐待通告や子育て相
談、ＤＶ（配偶者等による暴力）等の女性相談に対する助
言指導等を行った。
　・児童相談：延べ1,165件（424人、うち新規193人）
　・女性相談：延べ  467件（ 97人、うち新規 63人）

こども家庭相談セ
ンター事業

１２，４６９

 13． 伊勢市子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）を設置して、要保護児童とその家族の早期発見
と適切な支援のため、関係機関との連携を図り児童虐待の
防止に努めた。

子ども家庭支援
ネットワーク事業

４３６

 12． 延長保育、休日保育、一時保育等特別保育事業を実施
し、定員もしくは入所児童数のいずれか多い方の1割以上
の０・１歳児が入所する保育所に対して、０・１歳児保育
の推進を図り待機児童の発生を防ぐため、基準を超えて配
置する保育士に必要な経費を補助した。
　民間保育所　8箇所

低年齢児保育充実
事業補助金

７，１１７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

125

1

子ども発達支援事
業

６，４２８

こども発達支援室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． みえ発達障がい支援システムアドバイザーが、子どもの
発達や育ちに関する相談に対し支援を行い、必要なサービ
スや関連機関へのコーディネートを行った。

また、発達障がい児の早期発見・早期支援に向け、市内
の保育所（園）・幼稚園・認定こども園を巡回して、保護
者や保育士・教員等からの相談を受け、助言を行うととも
に、必要に応じて、療育や専門機関につなげ連携を図っ
た。

また、途切れのない発達支援や発達障がいについての理
解を深めるための講演会を２回実施した。
　・発達支援相談件数
　　　平成28年度　延べ 428件

子どもへの途切れのない支援を行う拠点であるこども発
達支援室を平成29年４月から設置するため、福祉健康セン
ター３階の一部を改修した。
　・こども発達支援室設置工事　3,480,840円

【当初予算における内容、計画】
発達支援相談業務、発達障がいに関する講演会の開催、

「こども発達支援室」の29年度の設置に向けた体制整備、
こども発達支援室設置工事
　
【過去２ヵ年度の実績】
　・発達支援相談件数
　　　平成27年度　延べ 751件
　　　平成26年度　延べ 648件

【事業を取り巻く状況等】
　・発達障がいに関する相談内容の多様化など、相談
　　体制の強化が求められる。

　・子どもの発達支援については、保健・福祉・教育
　　が連携したサポート体制の強化や、相談のワンス
　　トップ化が社会ニーズとしても求められている。
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）２．児童措置費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,889,412 623,317 266,730

    （単位  千円）

決算書
       頁

127

1
1

127

2

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）３．父母子福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

187,443

    （単位  千円）

決算書
       頁

127

1
1

127

2

児童扶養手当支給
事業

５３８，５０２
 ２． 父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の
増進を図るために、手当を支給した。
　受給資格者数　1,367人

 １． ひとり親家庭の自立の促進を図るために、看護師等の資
格養成機関で修業する一人親家庭の父又は母に対し、生活
費の負担減を図るための補助金を支給した。
　高等職業訓練促進給付金　　 9人
　高等職業訓練修了支援給付 　5人

高等職業訓練給付
金等事業

９，９３８

363,864

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

553,798 決 算 額 の 財 源 内 訳

551,307 一般財源

 ２． 子どもの健やかな育ちを社会全体で応援するという趣旨
のもとに、中学３年生までの子どもを養育する保護者に対
し児童手当を支給した。
  受給者数　8,621人
　対象児童延べ人数　171,509人

児童手当支給事業 １，８６８，７６５

883,474

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 児童の福祉に欠ける世帯の母子を母子生活支援施設に入
所措置することで、家庭生活の安定保護を図るとともに、
自立への支援を行った。また、経済的理由により入院助産
を受けることができない妊産婦を入所措置した。
　母子生活支援施設利用件数　3件
　助産施設利用件数　　　  　1件

児童入所施設措置
事業

９，１０８

3,740,653 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,662,933 一般財源
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）４．児童福祉施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,969 13,742 42,100 278,998

    （単位  千円）

決算書
       頁

127

1
1

127

2
2

127

3
3

127

4
4

127

5
5

127

6
6

127

7

 ６． 保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を
行った。
　保育所きらら館、小俣子育て支援センター
　しごうこども園
　延べ利用児童数　１日利用　 2,087人
　　　　　　　　　半日利用　　 644人

一時保育事業 １４，６５６

 ７． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
【主な工事】
　・御薗第二保育園冷却塔取替工事　　 1,274,400円
　・きらら館園庭及び駐車場拡張工事　15,431,040円
　・浜郷保育所テラス側溝蓋取替工事　 1,153,440円
　・御薗第二保育園砂場改修工事　　　 1,188,000円

市立保育所施設整
備事業

５１，０３８

 ５． 日曜日、祝日等の保護者の就労等により、家庭で子ども
の保育が困難な場合に、保護者の子育てと仕事の両立を支
援するため、休日保育を行った。
　市立保育所　1箇所（保育所きらら館）

休日保育事業 ３，４９３

 ４． 　11時間を超えて長時間の保育を実施した。
　市立保育所　2箇所（大世古保育所、保育所きらら館）延長保育促進事業 ９，０３５

 ３． 保育所での集団保育が可能で、かつ保育に欠ける障がい
をもつ児童の入所する保育所に保育士及び保育補助員を加
配した。
　市立保育所等　13箇所
　対象児童　　（中度）27人
　　　　　　　（重度）17人

障害児保育事業 ６５，２１６

 ２． 子育て家庭の交流の場の提供、子育てに関する講座の開
催、育児不安についての相談指導、子育てサークル支援な
どを行った。
　子育て支援センターきらら館、小俣子育て支援センター
　明倫保育所、二見浦保育園、しごうこども園

地域子育て支援セ
ンター事業

５７，２３３

1,501,884 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

1,152,075

 １．

1,553,972 決 算 額 の 財 源 内 訳

保育所を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の促
進を図るための事業を実施した。
　市立保育所　12箇所

保育所地域活動事
業

１，９４５

こ ど も 課
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決算書
7        頁

129

8

（款）３．民生費　（項）４．生活保護費　（目）２．扶助費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,496,852 60,420

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

494,194

2,083,855

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助
長することを目的とした生活保護法の理念に基づいて、適
正な保護の実施に努めた。

平成28年度実績
被保護世帯数　　　　926世帯
被保護人員        1,160人
被保護率            9.1‰

種　　別                    円
生活扶助         539,768,737
就労自立給付金　　　  96,364
住宅扶助         236,660,247
教育扶助           6,840,085
介護扶助　　　　  83,184,777
医療扶助       1,145,359,547
出産扶助　　　　　　　23,640
生業扶助           3,846,808
葬祭扶助           3,808,329
保護施設事務費    31,877,220
合　　計       2,051,465,754

平成27年度実績
被保護世帯数　　　　964世帯
被保護人員        1,223人
被保護率            9.6‰

種　　別                    円
生活扶助         573,564,060
就労自立給付金　　　 147,597
住宅扶助         244,308,541
教育扶助           7,825,079
介護扶助          72,417,399
医療扶助       1,176,522,410
生業扶助           5,152,186
葬祭扶助           1,520,299
保護施設事務費    37,552,188
合　　計       2,119,009,759

各種扶助事業 ２，０５１，４６６

決 算 額 の 財 源 内 訳

2,051,466 一般財源

 ８． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
【主な工事】
　・しごうこども園園庭フェンス扉設置工事　248,400円

市立認定こども園
施設整備事業

５４２
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（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）１．人権施策管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

17,578

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1
1

131

2

（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）２．人権啓発推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

647

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1
1

131

2
2

131

3

 ３． ７月の「人権を考える市民の集い」では、講師に桂才賀
さんを迎え「子どもを叱れない大人たちへ ～少年院面接
委員が語る現代青少年の心～」、１２月の「伊勢市人権講
演会」では、渡部陽一さんを迎え「戦場の現場から祈りを
捧ぐ ～命の大切さ 互いを愛し、敬いあうこと～」を
テーマに講演会を開催し、人権啓発推進に努めた。

講演会開催事業 １，１０４

4,328 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,872 一般財源

人権啓発パンフレット・啓発物品を作成し、「差別をな
くす強調月間」及び「人権週間」を中心に、企業訪問、街
頭啓発などで配布した。２月には人権映画祭を開催し、市
民の人権意識の高揚に努めた。

人権啓発推進事業 １，０３２

47,503

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

3,225

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ２． 非核・平和第３８回空襲展を実施し、戦争の悲惨さと平
和の大切さを訴えていくことで平和推進に努めた。平和首
長会議からのポスターを活用した原爆被災ポスター展を実
施し、非核平和宣言都市の名入り折紙も設置し平和を祈念
し折鶴を折ってもらうなど市民へ非核・平和の周知を行っ
た。広島市・長崎市主催の「ヒロシマ・ナガサキ原爆展」
に共催し、原爆被爆の実相と悲惨さを伝え、恒久平和を訴
えた。また、両市から授与された、被爆樹木二世苗木を伊
勢フットボールヴィレッジに植樹し、今後も平和啓発に取
り組んでいく。

非核平和推進事業 ６４５

 ２． 人権問題に関する理解と認識を深めるため、成人学習講
座をはじめとする各種講座を開催し、市民に学習の場と気
づきの機会を提供した。

市民館講座開催事
業

１０６

伊勢市人権施策推進協議会と協力し、人権尊重啓発ポス
ター・人権尊重啓発標語の募集、人権セミナー開催等の各
種事業の展開を通じて、市民の人権意識の高揚に努めた。

人権施策推進事業 ９４７
 １．

69,318 決 算 額 の 財 源 内 訳

65,081 一般財源
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決算書
3        頁

131

4
4

133

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 市内２３の各協議会にて、講演会、人権展、啓発紙の発
行等の活動を行った。３月には今後の取組の充実を図るた
め、全協議会参加による交流会を開催し、地域での人権啓
発推進に努めた。

小学校区別人権・
同和教育推進連絡
協議会事業

８９６

 ５． 小中ＰＴＡ会員と一般からの受講者を募集し、４回講座
を持った。回ごとにテーマと講師を変え、講師による講演
後、グループ討議を行い、人権問題を広く学習する機会を
提供した。延べ１８９名の参加があり、人権啓発に努め
た。

人権啓発講座開催
事業

１９５
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）１．保健衛生総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

19,737 13,737 46,800 5,360

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1
1

133

2
2

133

3
3

133

4
4

133

5
5

135

6

 ６． 共同汚水処理施設の適正な維持管理を推進するため、住
民で組織する団体が管理し、設置後７年以上が経過した共
同汚水処理施設の修繕工事（当該修繕工事に要する経費が
１件当たり３０万円以上のものに限る）を実施した管理団
体に対し補助を行った。
  補助件数：４件

共同汚水処理施設
修繕工事補助金

３，３８４

 ５． 公共用水域の汚濁防止、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図るため、合併処理浄化槽設置者に対し補助し、合
併処理浄化槽の普及に努めた。
　公共下水道認可区域外　２８３基　８０，１９５千円
　公共下水道認可区域内　　４４基　　５，２６０千円

合併処理浄化槽設
置整備事業補助金

８５，４５５

 ４． 狂犬病予防法に基づき、獣医師会等と協力して、畜犬登
録と狂犬病予防注射を行った。
　畜犬新規登録件数　　　　　　４５９頭
　狂犬病予防注射接種件数　４，７７５頭

狂犬病予防事業 １，２３９

 ２． １市２町で構成する伊勢広域環境組合クリーンセンター
でし尿等の適正処理を行った。
　共通経費　　　２，３２６千円(平等割10％加入事務数
　　　　　　　　　　　　　　　 割90％)
　運営経費　１７９，７４５千円(実績割100％)
　建設経費　　１０，８１９千円(平等割10％人口割90％)
　公債費　　　１３，４０１千円(元利補給金)

伊勢広域環境組合
負担金（し尿）

２０６，２９１

595,419 決 算 額 の 財 源 内 訳

523,003 一般財源

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合斎場で火葬業務を
行った。
　共通経費　　　　３９５千円(平等割10％加入事務数
　　　　　　　　　　　　　　 割90％)
　運営経費　３０，５５３千円(実績割100％)
　建設経費　　８，８３１千円(平等割10％人口割90％)

伊勢広域環境組合
負担金（斎場）

437,369

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 伊勢市環境会議にて、各家庭における生活排水対策の啓
発活動等に取り組んだ。

実施事業：勢田川七夕大そうじ、水生生物による水質調
査、エコクッキング教室　等

生活排水対策啓発
事業

３３６

３９，７７９
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決算書
6        頁

135

7
7

135

8
8

135

9
9

135

10
10

135

11

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1

 １． 地域住民の福祉の充実及び公衆衛生の向上を目的に、平
成17年4月１日から営業を開始した。また、平成19年4月1
日からは民間のノウハウを生かすために指定管理者制度を
導入し管理運営を行っている。毎月6回程度のかわり湯を
実施し、利用拡大に努め、市民の憩いの場として多くの方
に利用していただいた。
　平成28年度利用者数　　44,067人

離宮の湯管理運営
事業

１８，３７３

小俣総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 11． 持続可能な社会づくりに貢献する人材育成のため、事業
者や大学と連携し、環境教育の出前講座等を実施した。
　・事業者：１４校　２２クラス
　・大　学：　５校　１２クラス

環境教育推進事業 ２００

 10． 環境問題に対する意識啓発のため、また、環境に関する
市の取組への理解と協力を得るため、環境フェアを開催し
た。（伊勢志摩国立公園指定７０周年記念として開催）
　開催日　平成２８年１０月９日（日）
　開催場所　三重県営サンアリーナ

環境フェア等開催
事業

８１９

 ９． 適正な飼育を図るため、不妊手術費の一部助成を行っ
た。
　補助金交付件数　犬１５９頭　猫４９１頭

犬猫不妊手術費等
補助金

２，０８０

 ８． 市域運輸部門の温室効果ガス排出量を削減するために、
エコドライブ講習会を実施した。
　市民向け３回実施　２８人（内マイカー１回）
　職員向け３回実施　４４人

エコドライブ普及
推進事業

３２１

 ７． 地球温暖化の防止に寄与するため、太陽光発電システム
設備設置に対し１件あたり６０千円を補助した。
平成２８年度
　・補助金　６６件　３，９６０千円
平成２７年度からの繰越
　・補助金　１６件　９６０千円

太陽光発電普及促
進事業

４，９６０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）２．保健センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

558 231,900 27,181

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1
1

137

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1
1

135

2
2

135

3

 ３． 病院群輪番制は、一次救急医療体制に併せ、市内の２病
院（伊勢赤十字病院、市立伊勢総合病院）が、輪番制によ
り、休日及び夜間における重症救急患者の受け入れに対応
する二次救急体制を確保するためのものであり、この補助
金はその運営費を補助するものである。

平成２８年度は１８,２７０人の受け入れがあり、市民
の安心・安全確保に大きく貢献した。

病院群輪番制病院
運営費補助金

３４，５９６

 ２． 休日・夜間応急診療所への医師派遣調整及び救急医療知
識の普及啓発並びに情報提供業務を伊勢地区医師会に委託
し、休日及び毎夜間における一次救急医療体制の確保を図
るとともに、救急医療体制を確保するため、市民に救急業
務に関する正しい知識と理解を深めてもらうよう周知に努
めた。

一次救急医療事業 ４，０２７

 １． 市民の安心と救急医療体制の保持を図るため、健康、医
療をはじめ、介護、育児やメンタルヘルスなどの、市民の
心と体の様々な相談に、医師や看護師などの専門家による
２４時間年中無休、通話料無料の電話相談サービスを委託
し実施した。１６，１７４件の相談があった。

健康・医療電話相
談事業

７，４２０

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 新病院建設事業費のうち企業債対象事業の１/4相当額を
出資金として支出した。（合併特例債を100％充当）
【事業費内訳】
建設地造成工事　　３４２，６４７千円
建設工事　　　　　５７０，０００千円
建設工事設計業務　　４０，８２０千円
建設工事監理業務　　１６，２００千円

病院事業出資金 ２３１，９００

1,431,036

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 病院事業に対して、繰出基準に基づく繰出しのほか、資
金不足改善のため、繰出しを行なった。
　・通常分　　　　　　　 　 ６５１，９０２千円
　・資金不足改善分　　　 　 ５３０，０００千円

病院事業会計繰出
金

１，１８１，９０２

3,042,152 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,690,675 一般財源
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決算書
3        頁

135

4
4

135

5
5

135

6

 ６． 平成２８年度に市と藤田保健衛生大学で第２期目(１期
目は平成２５年１０月から平成２８年３月)の協定を締結
し、地域医療（主に回復期リハビリテーション）の充実を
目的に設置した寄附講座により、市立伊勢総合病院へ医師
が派遣され、スタッフへの指導、教育を含めリハビリテー
ション環境の充実を図った。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　２４，０００，０００円
・継続的なリハビリテーション科医師派遣
　（常勤医師１名派遣）
・スタッフへの指導・教育を通じたネットワーク構築
　（医療従事者向け講演会、リハビリテーション研修等）

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　２４，０００，０００円
・継続的なリハビリテーション科医師派遣
　（非常勤医師派遣３名）
・スタッフへの指導・教育を通じたネットワーク構築
　（医療従事者向け講演会、リハビリテーション研修等）
　平成２７年度　　２４，０００，０００円
・継続的なリハビリテーション科医師派遣
　（常勤医師１名派遣）
・スタッフへの指導・教育を通じたネットワーク構築
  （医療従事者向け講演会、リハビリテーション研修等）

【事業を取りまく状況等】
・寄附講座の設置によって、継続的なリハビリテーション
科医師派遣の仕組みの構築及びコメディカルスタッフの指
導・教育等リハビリテーション環境の充実が図られる。

連携リハビリテー
ション医学講座設
置事業

２４，０００

 ５． 健康づくりの基本となる食生活を適正なものにするた
め、食生活改善推進員の養成と、推進員の自主的な活動に
対する支援を行った。

食生活改善推進事
業

９７７

 ４． 生涯を健康で暮らせるような「健康文化都市」をめざし
て、第2期健康づくり指針に基づき生活習慣病の発症予防
と重症化予防を中心に健康づくり活動を推進した。健康文
化週間及び健康の日の啓発事業、健康づくりのリーダーと
なる健康づくりアドバイザー養成講座等を開催した。重点
事業への取組みとして、身体活動・運動習慣を増やすこと
を目的に「いせし健康体操」を作成した。また、ウォーキ
ング講座の開催やウォーキングコースの健康増進効果の検
証とマップ作成、野菜の普及啓発を実施した。

健康文化都市推進
事業

１，５２７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
6        頁

137

7

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）３．予防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,840 1

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）４．成人保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

616 6,834 1,667

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ４０歳以上の保険が無い方を対象にした健康増進法健康
診査と、４０・４５・５０・５５・６０歳及び６５歳～７
０歳の女性に骨粗しょう症検診等を実施して、生活習慣病
を早期発見し、市民の健康増進に努めた。

成人健康診査事業 １３，４６２

283,404 決 算 額 の 財 源 内 訳

272,595 一般財源

263,478

健 康 課

322,282

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 全ての定期予防接種を県内の実施医療機関で実施し、対
象者に接種を行うとともに、未接種者に対し勧奨通知を送
付し、接種率の向上を図った。法改正に伴い、平成２８年
１０月１日からＢ型肝炎ワクチンを定期予防接種として実
施した。また、２８年度から、里帰り出産等の理由により
県外で子どもの定期予防接種を受けた場合の費用助成を開
始し、６５件の助成を行った。

予防接種事業 ３２６，１１９

351,395 決 算 額 の 財 源 内 訳

326,123 一般財源

 ７． 不採算医療分野のうち、公的病院である伊勢赤十字病院
が市内で唯一保有する小児医療病床及び周産期医療病床の
運営経費を一部補助し、地域医療体制の確保を図り、市民
の安心・安全な医療の提供につなげた。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　３０，０００，０００円
・小児医療病床及び周産期医療病床の運営経費の補助

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　１０，０００，０００円
　平成２７年度　１０，０００，０００円

【事業を取りまく状況等】
伊勢赤十字病院は地域小児医療センター病院に位置づけ

られ、伊勢地区の小児入院医療は平成１７年に伊勢赤十字
病院に集約されており、今後も地域における小児入院医療
の確保維持を図る必要がある。

公的病院支援事業
補助金

３０，０００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

137

2
2

137

3
3

137

4
4

137

5

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）５．母子保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,702 5,156 1,768

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1
1

137

2
2

137

3

 ３． １歳６か月児健康診査から３歳児健康診査までの２年間
に、むし歯が急速に増加するため、むし歯予防の教室を開
催した。
・むし歯バイバイ教室　７７３人
・３歳児フッ化物塗布　６６５人

幼児歯科保健事業 ３，３８３

 ２． １歳６か月児健康診査等により、言語発達等に観察が必
要な親子に対し、育児支援・助言を行い、健全育成を図る
とともに、子育てに悩みを持つ保護者のネットワークづく
りに努めた。また、育てにくさを感じる親に寄り添う支援
として生後４か月児健診の結果等から育てにくさや育児へ
の不安が強い親とその乳児に対して、ふれあい遊びや音楽
遊び、交流会等の内容で親支援の教室を開催した。６８８
人の参加があった。

発達支援教室事業 ２，６０５

143,374

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 乳幼児期に離乳食教室等を実施し、子育てに関する正し
い知識の普及や子育ての不安の解消、仲間づくりの支援を
図った。９５２人の参加があった。

子育て支援教室事
業

３７７

174,252 決 算 額 の 財 源 内 訳

160,000 一般財源

 ５． 保健師等が家庭訪問を行い、本人及びその家族２５４人
に対し、生活習慣病の予防や介護予防に関するアドバイ
ス、保健サービスと医療・福祉等のサービスの調整を図っ
た。

訪問指導事業 ５０４

 ４． ４０歳以上の市民を対象に、血圧測定、検尿をはじめ、
個別の健康相談、栄養相談を行い、疾病の早期発見及び健
康の増進に努めた。
　延べ３４９人の相談を行った。

成人健康相談事業 ７０１

 ３． ４０歳～５０歳及び５５歳、６０歳、６５歳、７０歳の
市民を対象に、市内及び度会郡内の実施歯科医院で歯周疾
患の検診を実施した。

２，０３４人が受診し、歯周疾患の早期発見、早期治療
に寄与し、８０２０運動を推進した。

歯周疾患検診事業 ５，４６８

 ２． 市内の医療機関、保健センター及び地域において、胃・
子宮・大腸・乳・前立腺及び肺がん検診を実施した。日本
人の死因第１位であるがん（悪性新生物）を早期発見し、
早期治療につながるよう努めた。

がん検診事業 ２５２，４６０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
3        頁

137

4
4

137

5
5

137

6
6

137

7
7

137

8
8

137

9
9

139

10
10

139

11
11

139

12
12

139

13

 12． 医師が必要と認めた不妊不育治療を受けた夫婦に対し、
不妊不育治療費に要する費用の一部助成（費用の２分の１
で年間１０万円を限度とし通算５回まで）を行った。
　不妊治療１９７件、不育治療６件に助成を行った。

不妊不育治療費助
成事業

１３，５６６

 13． 入院養育が必要な未熟児２５人に対して、医療の給付に
要する経費を補助することにより、経済的負担の軽減と未
熟児の健康の保持増進を図った。

未熟児養育医療事
業

６，９３９

 11． 妊娠の届出を行った８７２人の妊婦に対し、窓口で母子
健康手帳を交付した。また、妊娠中からの保健指導を行
い、母子の健康の保持増進を図った。

母子健康手帳交付
事業

６１２

 10． 新生児聴覚検査にかかる費用の一部助成（上限３，００
０円）をすることにより、経済的負担の軽減と先天性聴覚
障がいの早期発見と支援にむけた体制整備を行い、乳幼児
の健康の保持増進を図った。７０３件に助成を行った。
　

新生児聴覚検査助
成事業

２，１０４

 ９． 歯周疾患の早期発見、早期治療により早産や低出生体重
児の出生を予防し、健やかな子育てが開始できるよう、市
内及び度会郡内の実施歯科医院で、３３６人の妊婦に歯科
健康診査を実施した。

妊婦歯科健康診査
事業

９１０

 ８． 身体発育及び精神発達の面で最も重要な時期である３歳
の時点において、総合的な健康診査を実施し、９３１人が
受診した。また、児童虐待の徴候を早期発見し、育児不安
等の解消と児童虐待の防止に努めた。

３歳児健康診査事
業

４，６８４

 ７． 身体発育、精神発達の面で歩行や言語発達の標識が容易
に得られる１歳６か月時に健康診査を実施し、９５２人が
受診した。また、児童虐待の徴候を早期発見し、育児不安
等の解消と児童虐待の防止に努めた。

１歳６か月児健康
診査事業

２，８８７

 ６． 妊娠中に１４回及び乳児期に２回（４か月、１０か月）
計１６回、県下の委託医療機関で健康診査を実施した。妊
婦は延べ１０，９６０人（県外助成を含む）、乳児は延べ
１，７７５人受診した。このことにより、妊婦・乳児の異
常の早期発見と健康の保持増進を図った。

妊婦・乳児健康診
査事業

１００，２８２

 ５． 新生児をはじめ乳幼児、妊産婦のいる家庭を訪問し、相
談に応じることで不安や悩みの解消、異常の早期発見に努
めた。新生児８７１人、乳幼児５９０人、妊産婦９２１
人、育児支援１９１人の訪問を実施した。

新生児等訪問指導
事業

４，０８０

 ４． 乳幼児を持つ保護者を対象に、育児上の悩みや離乳食な
どについて適切なアドバイスを行い、自信を持って育児が
できるように援助を行った。保健センターや地域等で開催
し、延べ３，２５４人の相談に対応した。

子育て相談事業 ９４３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
13        頁

139

14

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）６．墓地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,205

    （単位  千円）

決算書
       頁

139

1

9,001 決 算 額 の 財 源 内 訳

8,715 一般財源

5,510

５，５１０

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 共同墓地内の環境改善を図るため、自治会等が行う共同
墓地整備事業に対し補助を行った。
　補助金交付件数　９件

共同墓地整備事業
補助金

 14． 安心して妊娠・出産・子育てができるよう、中央保健セ
ンターを拠点に、母子保健コーディネーター（保健師）や
助産師が中心となって、妊娠期からの切れ目ない支援の充
実を図った。
(1)母子保健相談支援事業

母子保健コーディネーターが、妊娠期からの相談や訪
問、「ママ安心サポートプラン」の作成など、母子健康手
帳交付時からの継続した支援を実施した。
(2)産前・産後サポート事業

助産師が中心となり、お母さんの悩みや不安に寄り添う
支援を実施した。
　・パパとママの教室　（５回／年）　１３７人
　・おめでとうコール（産後２～３週目の産婦）７８３人
　・おっぱい相談会（１回／週）　１２１人
　・おしゃべりタイム(１回／週)　３０１人
(3)産後ケア事業

産科医療機関等において母体ケア、育児相談等の産後の
ケアを１０月から実施した。宿泊型　１件
(4)拠点整備

産前産後の母親が気軽に立ち寄って相談できる拠点『マ
マほっとテラス』の整備を行い、１２月から利用を開始し
た。４４０人の利用があった。

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　23,166,000円
　　・母子保健相談支援事業の実施
　  ・産前産後サポート事業の実施
　　・産後ケア事業の開始
　　・拠点整備
　
【過去２カ年度の実績】
　　平成２７年度からの実施 　11,644,000円
　　・おめでとうコール（７月から実施）　６８５人
　　・おっぱい相談会（１０月から実施）　１０６人
　　　（おしゃべりタイム含む）

【事業を取りまく状況等】
地域のつながりの希薄化等により、妊産婦等が孤立し不

安感を抱えやすくなっていると考えられることから、妊
娠・出産・子育てまでの切れ目ない支援の強化を図ること
が重要である。

妊娠出産包括支援
事業

１６，６２６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）７．診療所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

93,785

    （単位  千円）

決算書
       頁

139

1
1

139

2

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）８．公害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

139

1

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
調査事業 ３，７１３

4,318 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,713 一般財源

3,713

公害防止、環境保全に努めるため、水質・騒音・振動・
悪臭等について調査し現状把握を行った。

 ２． 休日の救急医療が必要な市民に応急的な医療を行うた
め、休日・夜間応急診療所（歯科）を開設し、一次救急医
療を確保することにより、市民の健康管理を図った。

歯科診療所運営事
業

６，８８９

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 夜間や休日などに救急医療が必要な市民に応急的な医療
を行うため、休日・夜間応急診療所（内科・小児科）を開
設し、一次救急医療を確保することにより、市民の健康管
理を図った。

医科診療所運営事
業

９０，６１９

3,723

121,155 決 算 額 の 財 源 内 訳

97,508 一般財源
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）１．清掃総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

145

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2
2

141

3

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）２．資源循環推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,839

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1

16,541 決 算 額 の 財 源 内 訳

12,783 一般財源

9,944

清 掃 課

再生資源回収推進
事業

６，６７２

不法投棄防止対策
推進事業

９１２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 自治会、ＰＴＡ等資源物の集団回収事業を行う団体に対
して、回収量に応じ再生資源回収事業奨励金を交付するこ
とにより、ごみの減量・資源化を図った。
　　○交付団体数     　   　１４６団体
　　○回収量　　    　　　　２，２２１ｔ
　　　（内訳）紙類２，１２２ｔ、布類４４ｔ、
　　　　　　　缶類５５ｔ
　　○回収量（瓶）　　　　　２，８００本
　　　　　※１ｋｇ当たり３円の奨励金
　　　　　　 瓶については、１本当たり３円の奨励金

 ２． ごみの排出場所の集積化を促進し、ごみ収集の効率化を
図るとともに、ごみの散乱を防止し、市民の美化意識の高
揚を図ることにより、市民の良好な生活環境を確保するこ
とを目的として、廃棄物集積所を設置した自治会等に対し
補助金を交付した。
　○交付申請団体数　　　のべ33団体
  ○補助金交付基数　　　　　54基
　○補助率　利用世帯数に応じて補助金限度額の設定

廃棄物集積所設置
補助金

４，５９７

 ３． 市有地等に不法投棄された家電４品目及び処理困難物を
適正に処理した。

○主な不法投棄物の回収実績： テレビ８３台、冷蔵庫
１６台、洗濯機２１台、エアコン1台、タイヤ９０本他

983,420

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合清掃工場にて、ご
みの適正処理を行った。
　○共通経費　　　６，９０８千円
                 （平等割１０％加入事務数割９０％）
　○運営経費　５３３，８８８千円（実績割１００％）
　○建設経費　１５８，４９４千円
　　　　　　     （平等割１０％人口割９０％）
　○公債費　　２１５，５８４千円 （元利補給金）
　○清掃事業所分担金　３，１４８.２千円

伊勢広域環境組合
負担金（ごみ）

９１８，０２２

985,987 決 算 額 の 財 源 内 訳

983,565 一般財源
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決算書
1        頁

141

2

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）３．じん芥処理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,800 17,149

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2
2

141

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ごみ収集業務のほか、市民から搬入されたガレキ類（ブ
ロック、レンガ、瓦、コンクリート）の適正処理を行い、
環境保全の推進を行った。

また、小俣廃棄物投棄場浸出水処理施設の維持管理を行
い、投棄場の環境保全を行った。
　○伊勢年間搬入量　      ６２５，８６８ｋｇ
　○小俣年間搬入量　　　　　３４，８５０ｋｇ

じん芥収集一般事
業

２９，０７４

 ２． 耐用年数が経過し、老朽化により収集業務に支障が出る
ため、車両を順次買い替え業務の効率化を図った。
　○購入車両
　　２ｔダンプ　　　　 　　　１台
　　２ｔパッカー（回転板式） １台
　　２ｔパッカー（プレス式） ２台
　○収集車両台数　 計　　　３６台

じん芥収集車購入
事業

２０，７６７

732,437 一般財源

700,488

 １． ごみの減量・資源化のため、缶・金属類、資源びん（無
色、茶色、その他の色）､紙・布類（新聞・折込チラシ、
雑誌・雑紙類、段ボ－ル、飲料用紙パック、布・衣類）、
ペットボトル、プラスチック製容器包装、ガラス・くずび
ん類、陶磁器類、乾電池及び蛍光管の分別回収を行った。
　○市内ステ－ション設置状況
　・資源ステ－ション　　     1,004箇所
　・資源拠点ステ－ション　　    19箇所
　（内訳）伊勢中央、宇治、船江、城田、中島、佐八、
　　　　　明倫、神社、厚生、早修、北浜、宮本、沼木、
　　　　　大湊、いせトピア、二見、小俣、明野、御薗

再資源分別回収事
業

３４０，１９１

ごみ減量化容器設
置補助金

１，４７８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

740,537 決 算 額 の 財 源 内 訳

清 掃 課

 ２． 生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量化を図ることを
目的に、ごみ減量化容器を購入し、設置した者に対し補助
金を交付した｡
  ○家庭用　　　　８５件　　８８基
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（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）１．労働諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,602

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1
1

143

2

 ２．
就労支援事業

○女性の再就職支援
結婚、出産、育児などにより離職した女性の再就職を支

援するため、セミナーを実施した。参加者は16名であっ
た。

○障がい者雇用促進
伊勢公共職業安定所と連携し、10事業所を訪問し、障が

い者雇用を促した。
また、障がい者雇用に関する理解を深めてもらうため、

事業所等を対象に、セミナーを実施した。参加者は47名で
あった。

○若者資格取得事業補助金
若者の雇用の安定を図るため、就職等に有利となる資格

を取得することを目的に受講した教育訓練の経費の一部を
助成した。補助金実績　37,000円（２件）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　3,552,000円
　主な経費内訳　講師謝礼：３人　　 1,213千円
　　　　　　　　チラシ印刷　　　　　 318千円
　　　　　　　　補助金　　　　　　 1,500千円

【過去2ヵ年度の実績】
　女性の再就職支援（セミナー参加者）
　　平成27年度　12名
　障がい者雇用促進（訪問事業所数）
　　平成26年度　10事業所
    平成27年度　12事業所

【事業を取りまく状況等】
　・新たに始めた若者資格取得事業補助金について、より
 　一層の活用を促すため、補助制度の周知に努める。
　・障がい者雇用に関し、平成30年4月より法定雇用率の
   算定基礎に新たに精神障がい者が加えられることとな
   ったため、周知を図る必要がある。

６０６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． いせ若者就業サポートステーションと連携し、若年求職
者・無業者を対象に個別ケースにあわせた支援を実施し、
早期就職の実現を図った。
○伊勢市若者就職総合支援事業
　・臨床心理士を配した面談による心理カウンセリング
　・適職診断等を用いた若者キャリア開発プログラム
　・講演会
　・セミナー・講座
　・就労体験
  ・ボランティア体験
　・市内事業所見学会
　・ネットワーク会議

若年求職者等支援
事業

４，２７４

62,180 決 算 額 の 財 源 内 訳

59,701 一般財源

51,099

商 工 労 政 課
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決算書
2        頁

143

3
3

143

4
4

143

5
5

143

6
6

143

7
7

143

8

１７，９６４

勤労者ふれあい事
業

１，２００

 ８．

 ５．

勤労者持家促進資
金貸付金

２，１９０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４．

 ６．

 ７．

東海労働金庫と協調し、市内に居住又は県内事業所に勤
務する勤労者が市内に自己が居住する住宅を新築・増改築
及び購入時に、その利子の軽減を実施することで勤労者の
負担を緩和し、持家の促進を図った。

労働者の福利増進及び市民の文化向上に寄与するため、
会議室の貸室、維持管理を行った。労働福祉会館管理

運営事業
６，５１５

高年齢者労働能力
活用事業費補助金

１３，２４０
勤労者の健康増進、体力及び教養文化の向上を図るた

め、会議室、体育室等の貸室、維持管理を行った。また、
趣味づくり、健康づくり講座を開催した。平成18年９月か
ら指定管理者による運営となっている。

サンライフ管理運
営事業

10月９日（日）県営サンアリーナにて、一般社団法人伊
勢志摩労働者福祉協議会等と共催で、福祉フェスティバル
「勤労者ゆとりＴ・Ｉ・Ｍ・Ｅ ｙｏｕ・ゆう・遊ｉｎ
ｇ」を開催した。市内の事業所の勤労者とその家族を中心
に約25,000人の参加があり、ゆとりと豊かさの実感できる
場、さらには家族ふれあいの場を提供した。

社会の高齢化が急速に進む中、高齢者の多様化する就業
ニーズに対応するため、労働対策及び生きがい対策の一環
として設立した公益社団法人伊勢市シルバー人材センター
に対し、管理運営費の補助を行った。

 ３． 中小企業で働く勤労者の福祉制度の充実を推進し、併せ
てと中小企業の発展を図るため、一般社団法人伊勢地域勤
労者福祉サービスセンターに対し、管理運営費の補助を
行った。

伊勢地域勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

１３，２８４
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）２．農業総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12 4

    （単位  千円）

決算書
       頁

145

1

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）３．農業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

26,524 567

    （単位  千円）

決算書
       頁

145

1
1

145

2
2

145

3
3

147

4
4

147

5

 ５． 農業振興地域整備計画に基づき地域内の計画的土地利用
を進める中、農業諸情勢の変化に対応して、地域の土地利
用の動向、他の土地利用との調整を図り、地域の特性及び
課題に応えるべく、農用地の見直しを行った。

農業振興地域整備
促進経費

１２８

 ４． 地域の中心となる経営体の育成確保のため、集落営農組
織の法人化を支援した。農業経営法人化等

支援事業
４００

 ３． 経営の不安定な就農初期の青年就農者に対する給付金を
給付し、青年就農者の増加及び就農後の定着を図った。新規就農者総合支

援事業
１４，２５０

 ２． 遊休農地の解消を図るため、地域農業の担い手が遊休農
地を活用して営農するにあたり、その再開に必要な草刈り
や耕起など、営農可能な状態に回復するための支援を行っ
た。

遊休農地活用事業 ７４７

 １． 地域農業の担い手として活躍が期待できる認定農業者を
支援するため、その経営規模拡大等のため借り入れた資金
の利子補給を行った。

農業近代化資金等
利子補給補助金

５９０

農 林 水 産 課

事 業 名

39,213 決 算 額 の 財 源 内 訳

33,623

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

農業災害補償法の規定に基づく農業共済事業を効率的･
安定的に運営するため、伊勢地域農業共済事務組合の運営
経費の一部を構成７市町で負担した。

伊勢地域農業共済
事務組合負担金

４１，５６０

6,532

決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

一般財源

136,738 決 算 額 の 財 源 内 訳

136,261 一般財源

136,245

農 林 水 産 課
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 今後、農業者の減少により耕作者のいない農地の増加が
見込まれるため、農地の中間受け皿となる農地中間管理機
構による担い手への農地集積・集約化に対する周知・定着
を図った。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　33,091,000円
　・農地中間管理事業業務
　・機構集積協力金

【過去２ヵ年度の実績】
　平成27年度  農地中間管理事業業務     218,150円
　※平成27年度開始事業のため平成26年度実績はなし。

【事業を取りまく状況等】
・今後、農業者の高齢化や減少により耕作者のいない農地
の増加が見込まれる。そこで、「人・農地プラン（地域農
業マスタープラン）」と連携しつつ、担い手に農地を集
積・集約し、耕作放棄地の発生防止や生産コストの低減を
推進する必要がある。

農地中間管理事業 ６，２１６

 ８． ６次産業化による農業者の経営向上に関する取り組みの
検討・推進を図った。また、６次産業化支援事業補助金を
創設し、６次産業化に必要な機械の導入等について、支援
を行った。
・６次産業化ステップアップ研修会等への参加
・６次産業化支援事業補助金による支援
・市と各種団体が共同で取り組む６次産品試作

【当初予算における内容、計画】
・当初予算額　2,080,000円
　・６次産業化支援事業補助金
　・市と各種団体が共同で取り組む６次産品試作の材料費

【過去２ヵ年度の実績】
平成27年度　361,724円
平成26年度  102,126円

【事業を取りまく状況等】
・６次産業化・地産地消法が創設され、国庫事業でも６次
産業化の取り組みに対して支援され始めてきている。
・６次産業化の主たる目的は農業者の所得向上であるが、
観光、外食業など異業種と連携して特産物等の開発に繋が
れば、地域の活性化にも期待できる。

６次産業化推進事
業

１，０４０

 ７． 意欲ある農業者が需要のある作物を生産することに対し
て交付金を交付することにより、農業経営の安定や農地の
有効利用を図った。

経営所得安定対策
推進事業

６，１５３

 ６． 農業が持続的に営まれることにより、農村環境が良好に
保たれることから、農業者等の地域農業や農村振興に資す
る取り組みを支援することで後継者の育成確保や生産活動
強化を図った。

農業振興補助金 １８２
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）４．農業用施設管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

103,305 5,044

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

指定管理者により伊勢市二見地域農産物等活用型総合
交流促進施設の管理運営を行った。
・指定管理者    一般社団法人　民話の駅　蘇民
・開館日数      359日
・来客人数 　　 150,146人

二見しょうぶロマ
ンの森維持管理経
費

７，４７９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

173,195 決 算 額 の 財 源 内 訳

171,242 一般財源

62,893

農 林 水 産 課

 11． 市内産農林水産物を食材として取り扱う飲食店等を、伊
勢市地産地消の店として認定し、当該店の地産地消に係る
取組を消費者に周知するとともに、ブランド化を推進して
いる農水産物の紹介パンフレットを作成し、市内産農林水
産物の消費及び需要の拡大を図った。

また、農産物直売所事業に対して消耗品や資材面で支援
を行うことにより、地域農業における農村コミュニティー
の再構築や地域農業の維持発展を図った。
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　2,863,000円
　　・地産地消認定委員会×2回
　　・地産地消認定店PR資材・食材購入
　　・地産地消認定店ﾘｰﾌﾚｯﾄ更新
　　・学校給食における地元産食材の提供
　　・市内産農水産物の紹介パンフレット作成
　　・産直市・加工品試作支援

【過去２ヵ年度の実績】
　　平成27年度　445,297円
　　平成26年度　354,874円

【事業を取りまく状況等】
・近年、消費者の食の安全・安心に関する意識が高まり、
地域でとれた新鮮な農林水産物の需要も高まっている。
・市内産の農林水産物の紹介や購入できる場所のPRを行
い、消費や需要に繋げることにより一次産業者の所得向上
が見込まれる。

地産地消推進事業 ２，２２４

 13． 食育推進の一環として、農業体験を含む食育の機会を設
け、食の大切さ、食を育む産業である農業の大切さなどに
ついて考えてもらう機会を提供した。

農業体験学習事業 ３７７

 12． 有機・減農薬栽培の促進、先進的又は地域の特色ある農
産物づくりに取り組む農業者に対して支援を行い、地域農
業の活性化を図った。

特色ある農産物づ
くり支援事業

２５０

 10． 市において振興を図っている農作物のブランド化を推進
するために、生産量増加に必要な機械や販促資材等の導入
を支援した。

農産物ブランド化
推進事業

１，０６７
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１３７，７８０

伊勢市都市農山村
交流促進施設維持
管理経費

３，２６４

 ３． 農業者又は地域住民を含めた組織等で取り組む農用地、
水路、農道等の地域資源の基礎的な保全活動や推進活動に
対し支援を行う『農地維持支払交付金』と水路、農道等の
施設の軽微な補修や農村環境保全活動等の取組みに対し支
援を行う『資源向上支払交付金（共同活動）』と老朽化が
進む農地周りの農業用用排水路、農道等の施設の長寿命化
のための補修・更新等の活動に対し支援を行う『資源向上
支払交付金（施設の長寿命化）』を支払った。
　各交付金の詳細は以下のとおりである。
　◆農地維持支払交付金
　実施地区　26組織(一色、西豊浜町森区、有滝、村松、
　　　　　　　　　柏、上地、粟野、鹿海、上野、円座、
　　　　　　　　　伊勢北部(植山、有滝、西豊浜、東豊
　　　　　　　　　浜、村松)、津村、楠部、佐八、中
　　　　　　　　　須、馬瀬、通、小俣、磯、二見町西、
　　　　　　　　　西豊浜町上区、東大淀、黒瀬、
　　　　　　　　　西豊浜町小川区、田尻町、小木町)
　　　実施面積　　1,695.84 ha
　　　支援金総額　48,742,616円
　　（伊勢市負担分12,185,654円）
　　　負担割合　　国50%　県25%　市25%

　◆資源向上支払交付金（共同活動）
　　実施地区　24組織(一色、西豊浜町森区、有滝、
　　　　　　　　　　村松、柏、上地、粟野、鹿海、
　　　　　　　　　　上野、円座、伊勢北部(植山、
　　　　　　　　　　有滝、西豊浜、東豊浜、村松)、
　　　　　　　　　　津村、楠部、佐八、中須、馬瀬、
　　　　　　　　　　通、小俣、磯、二見町西、
　　　　　　　　　　西豊浜町上区、東大淀、黒瀬、
　　　　　　　　　　西豊浜町小川区)
　　　実施面積　　1,651.44ha
　　　支援金総額　28,275,492円
　　（伊勢市負担分　7,068,873円）
　　　負担割合　　国50%　県25%　市25%
◆資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）
　　実施地区　18組織(一色、村松、柏、上地、粟野、上
　　　　　　　　　　野、円座、伊勢北部(植山、有滝、
　　　　　　　　　　西豊浜、東豊浜、村松)、津村、楠
　　　　　　　　　　部、中須、馬瀬、小俣、磯、
　　　　　　　　　　二見町西、西豊浜町上区、東大淀、
　　　　　　　　　　黒瀬)
　　　実施面積　　1,392.67ha
　　　支援金総額　57,808,480円
　　（伊勢市負担分　14,452,120円）
　　　負担割合　　国50%　県25%　市25%

多面的機能支払交
付金事業

 ２． 横輪地区活性化事業で整備した伊勢市都市農山村交流促
進施設について、指定管理者制度による施設の管理運営を
行い、地域住民と都市住民が集い触れ合う交流の場として
地域の活性化を図った。
・指定管理者    横輪町活性化委員会
・開館日数      264日
・来客人数 　　 8,814人
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）５．畜産業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）６．農地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,890 116,200 4,547

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1
1

149

2

102,272

農 林 水 産 課

 ２． 県営かんがい排水事業負担金

○宮川４工区
  事業期間  平成18年度～平成29年度
　事業内容  用水路工　517ｍ、測量設計　一式
　　　　　　用地補償　一式
  事 業 費  433,000千円
  負担区分  ・幹線
　　　　　　　国50% 県25% 市町15% 宮川用水10%
　　　　　　・支線
　　　　　　　国50% 県25% 市町8.333% 宮川用水16.667%
　　　　　　→伊勢市負担額　63,856,612円
　　　　　　　→うち現年26,059,980円繰越37,796,632円

○有爾中・明星地区
  事業期間  平成27年度～平成32年度
　事業内容  用水路工　2,060ｍ、測量設計　一式
　　　　　　用地補償　一式
  事 業 費  150,000千円
  負担区分  国55% 県25% 市町12.5% 宮川用水7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市0.056％
　　　　　　→伊勢市負担額　84,000円
　　　　　　　→うち現年17,920円　繰越66,080円

県営事業負担金 ３４，２６１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 土地改良区等の実施する事業に対して市の基準による補
助金を交付し、農業農村の基盤整備や農業経営の安定を
図った。
　　交付件数・・・13件

土地改良事業補助
金

３３，７８９

330,188 決 算 額 の 財 源 内 訳

243,909 一般財源

 １． 食肉の安全を確保するため、三重県松阪食肉公社施設の
維持管理対策に要する経費を、伊勢市を含む主要株主によ
り支援を行った。

畜産振興事業 ３，３９２

3,392

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

3,392 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,392 一般財源
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○田丸地区
  事業期間  平成27年度～平成32年度
　事業内容  用水路工　50ｍ、測量設計　一式
  事 業 費  15,000千円
  負担区分  国55% 県25% 市町12.5% 宮川用水7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市7.215％
　　　　　　→伊勢市負担額　1,082,250円
　　　　　　　→うち現年555,555円　繰越526,695円

高度水利機能確保基盤整備事業負担金
○小俣地区
　事業期間　平成21年度～平成30年度
　事業内容　用水路工　2,100ｍ、測量設計　一式
　　　　　　用地補償　一式
　事 業 費　150,0000千円
　負担区分　・幹線
　　　　　　　国55% 県27.5% 市10% 宮川用水7.5%
　　　　　　・支線
  　　　　　　国55% 県27.5% 市3.15% 小俣改14.35%
　　　　　　・農道
  　　　　　　国55% 県27.5% 市17.5%
　　　　  　→伊勢市負担額　4,725,000円
　　　　　　　→うち現年819,000円　繰越3,906,000円

○宮川左岸地区
  事業期間  平成26年度～平成31年度
　事業内容  用水路工　1,800ｍ、測量設計　一式
　　　　　　用地補償　一式
  事 業 費  480,000千円
  負担区分  国55% 県27.5% 市町10% 地元7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市　幹線4.888％
　　　　　　　　　　　　　　　　　支線1.8682％
　　　　　　→伊勢市負担額　22,340,382円
　　　　　　　→うち現年 6,808,562円
　　　　　　　　　  繰越15,531,820円

農業用施設アスベスト対策事業負担金
○城田・下外城田地区
  事業期間  平成26年度～平成31年度
　事業内容  用水路工　4,700ｍ、測量設計　一式
  事 業 費  268,000千円
  負担区分  国55% 県35% 市町5% 地元5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市2.426％
　　　　　　→伊勢市負担額　5,340,552円
　　　　　　　→うち現年0円　繰越5,340,552円

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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 ６．

 ５． 【市単独事業】
農道を整備することで、農道機能を保持し農村環境の整

備を図った。
・西豊浜町地内 西豊浜町農道舗装工事ほか3件

農道整備事業 ８，７２６

【市単独事業】
農業用排水路を整備することで、排水路の機能回復と農

村環境の整備を図った。
・樫原町地内 樫原町排水路整備工事ほか4件

農業用排水路整備
事業

３７，４２８

 ４． 高度水利機能確保基盤整備事業負担金【H27繰越】
○小俣地区
　事業期間　平成21年度～平成30年度
　事業内容　用水路工　4,269ｍ、測量設計　一式
　事 業 費　209,500千円
　負担区分　・幹線
　　　　　　　国55% 県27.5% 市10% 宮川用水7.5%
　　　　　　・支線
  　　　　　　国55% 県27.5% 市3.15% 小俣改14.35%
　　　　　　・農道
  　　　　　　国55% 県27.5% 市17.5%
　　　　  　→伊勢市負担額　9,647,500円
　　　　　　　うちH27繰越　8,697,500円

経営体育成基盤整
備事業負担金

８，６９８

 ３． 県営かんがい排水事業負担金【H27繰越】
○宮川４工区
  事業期間  平成18年度～平成29年度
　事業内容  用水路工　909ｍ、測量設計　一式
　　　　　　用地補償　一式
  事 業 費  834,000千円
  負担区分  ・幹線
　　　　　　　国50% 県25% 市町15% 宮川用水10%
　　　　　　・支線
　　　　　　　国50% 県25% 市町8.333% 宮川用水16.667%
　　　　　　→伊勢市負担額　118,557,752円
　　　　　　　うちH27繰越　77,324,532円

○有爾中・明星地区
  事業期間  平成27年度～平成32年度
　事業内容  測量設計　一式
  事 業 費  19,000千円
  負担区分  国55% 県25% 市町12.5% 宮川用水7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市0.056％
　　　　　　→伊勢市負担額　10,640円
　　　　　　　うちH27繰越　5,919円

高度水利機能確保基盤整備事業負担金【H27繰越】
○宮川左岸地区
  事業期間  平成26年度～平成31年度
　事業内容  用水路工　1,745ｍ、測量設計　一式
  事 業 費  198,000千円
  負担区分  国55% 県27.5% 市町10% 地元7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市　幹線4.888％
　　　　　　　　　　　　　　　　　支線1.8682％
　　　　　　→伊勢市負担額　9,414,564円
　　　　　　　→うちH27繰越　2,219,152円

県営かんがい排水
事業負担金

７９，５５０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

- 63 -



決算書
6        頁

149

7
7

149

8
8

149

9

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）７．湛水防除事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

120 39,480

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1

排水機場の設備の定期的な整備補修、更新等を実施する
ことにより、施設の機能保持を図り、流域への湛水による
被害の未然防止を図ることを目的とする。

　土地改良施設維持管理適正化事業で整備を実施
　  事業費の90％が交付金対象
　 （国：30％、県：30％、市：30％）
　  90％のうち市負担30％及び事務費2.5％を5年間で均等
　  に三重県土地改良事業団体連合会へ拠出している。
　（概要）
　　平成２８年度現年分
　　　東豊浜第二排水機場
　　　　設計業務　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　　エンジン分解整備及び補機整備等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一式　　１件

　　　楠部第二排水機場
　　　　設計業務　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　　主ポンプ用エンジン及び主ポンプの整備等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一式　　１件

　　　柏排水機場
　　　　設計業務　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　　主ポンプ用エンジン整備及び水中ポンプ
　　　　取替え等　　　　　　　　　　　一式　　１件

一般財源

65,114

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ９． 災害に強い農村づくりを進めるため、農業用ため池の耐
震点検照査や実施計画書、ハザードマップ作成を行った。
・津村町地内ほか　ため池耐震点検照査業務委託ほか4件

農村地域防災減災
事業

１６，０７６

排水機等補修事業 ４６，２３１

118,981 決 算 額 の 財 源 内 訳

104,714

 ７． 【補助事業】
農道を整備することで、農道機能を保持し農村環境の整

備を図った。
・東豊浜町地内 東豊浜町農道舗装工事ほか5件
・移転補償1件
　◇農業基盤整備促進事業

農道整備事業 １３，４５７

 ８． 【補助事業】
農業用排水路を整備することで、排水路の機能回復と農

村環境の整備を図った。
・円座町地内ほか　円座町ほか排水路整備工事ほか1件
　◇農業基盤整備促進事業

農業用排水路整備
事業

１１，９２４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1

（款）６．農林水産業費　（項）２．林業費　（目）２．林業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

952 563

    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1
1

151

2
2

151

3
3

151

4

　

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 排水機場の設備の定期的な整備補修、更新等を実施する
ことにより、施設の機能保持を図り、流域への湛水による
被害の未然防止を図ることを目的とする。

　土地改良施設維持管理適正化事業で整備を実施
　  事業費の90％が交付金対象
　 （国：30％、県：30％、市：30％）
　  90％のうち市負担30％及び事務費2.5％を5年間で均等
　  に三重県土地改良事業団体連合会へ拠出している。
　（概要）
　　　平成２７年度から一部繰越
　　　村松排水機場
　　　　ポンプ設備整備等　　　　　　　一式　　１件

排水機等補修事業

獣害防止事業 ５，６８２

みえ森と緑の県民税市町交付金事業を活用して、松くい
虫防除（樹幹注入）を実施し、暮らしに身近な森林づくり
を行った。
　樹幹注入　140本

森林整備事業 １，１０７

森林病害虫防除事
業

３，５０６

 ２． 　増加傾向にある野生鳥獣による農作物等被害防止を目的
に、伊勢市鳥獣被害防止対策協議会が実施する事業に対し
て負担金を支出し、集落を含む関係機関が一体となって鳥
獣害防止総合対策事業に取り組んだ。
　また、伊勢地区猟友会に有害獣（猪・鹿・猿）捕獲を委
託し、農林作物及び生活環境等の被害軽減に努めた。

 ３． 音無山を環境林として適正に管理するため、20年間の環
境林整備計画を作成し、それに基づき下刈り、受光伐等を
行っている。平成14年度からいせしま森林組合に委託して
おり、本年度は2.06ha実施した。

森林環境創造事業 ６５９

 ４．

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 海岸防風林等の松林において、松くい虫防除事業を施行
し、松林のもつ公益的機能の低下防止及び景観の保全を
図った。
  地上散布6.25ha　伐倒破砕36.4㎥　下刈3.9ha

29,068 決 算 額 の 財 源 内 訳

26,225 一般財源

24,710

４，３４１
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）２．水産振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,600

    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1
1

151

2
2

151

3
3

151

4
4

151

5

 ５． 伊勢湾漁業協同組合の移動販売車導入に係る費用に補
助することにより、市内及び県内で水揚げされた新鮮な水
産物を地元消費者に直接届けるとともに水産物の知名度向
上、漁業者の収入増を図った。
  交付金額 5,000,000円
  ※うち2,500,000円は県補助金
  販売箇所8箇所
  利用者数：約6,700人
  ※H28.7月～H29.3月までの9箇月間

【当初予算における内容、計画】
  当初予算額 5,062,000円
  ※先進地視察に伴う旅費61,920円を含む

【過去２ヵ年度の実績】
　平成28年度開始事業のため過去2ヵ年度の実績はなし。

【事業を取りまく状況等】
  ・地域へ新鮮な水産物を提供でき、漁業者の収入増にも
    繋がった。
  ・専属の職員1名が新規雇用された。

水産振興事業 ５，０５２

東日本大震災で被害を受けた漁業者の資金借り入れに生
じる利子を補給し、復旧に必要な資金の借り入れの円滑化
と漁業経営の再生を図った。

９９

 ３． 地区漁業者を中心とした干潟保全活動（伊勢干潟保全
会・村松浅場保全会・豊北干潟保全会）に対しアサリ着底
基盤材等の購入に係る費用を支援し干潟機能の回復と漁場
環境の改善を図った。

干潟等保全活動支
援事業

６５２

 ４．
漁業近代化資金利
子補給補助金

 ２． 水産業を将来就く職業の一つとして考えてもらうため
に、市立東大淀小学校５年生（22名）、宮山小学校５年生
（42名）、佐八小学校５年生（13名）、早修小学校５年生
（14人）に対して、漁業に関する講習を行い、体験実習・
施設見学をしてもらうことで、漁村・漁業への興味の高揚
を図った。

水産教室実施事業 １０６

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢湾・宮川各漁業協同組合が実施するアサリ、クルマ
エビ、アユ等の種苗放流事業に対して支援し、資源の増
大・確保と漁家経営の安定を図った。

種苗放流事業補助
金

１，３８１

7,291 一般財源

4,691

7,784 決 算 額 の 財 源 内 訳
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）３．漁港管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

28,120 17,500 14,121

    （単位  千円）

決算書
       頁

153

1

事 業 名 決 算 額

決 算 額 の 財 源 内 訳

84,141 一般財源

24,400

農 林 水 産 課

 １． 豊北漁港において機能保全計画に基づき老朽化した施設
の保全工事を行った。
  ・豊北漁港有滝物揚場保全工事 ほか３件
  江漁港において機能保全計画を策定した。
  ・江漁港機能保全計画書作成業務委託

松下漁港において保全工事に先立ち測量及び設計業務を
行った。
  また、航路及び泊地の浚渫を実施している。
  ・松下漁港-1.5m物揚場測量業務委託ほか１件
　・松下漁港浚渫工事→平成２９年度へ一部繰越

水産物供給基盤機
能保全事業

７７，３１４

施 策 の 成 果

128,964
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）１．商工総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,709

    （単位  千円）

決算書
       頁

153

1

（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）２．商工業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

599 1,890

    （単位  千円）

決算書
       頁

153

1
1

153

2

 ２． 中小企業・小規模企業の事業発展を促し、地域経済の活
性化を図るため、新規開業及び異分野の中小企業と連携し
た新事業分野の開拓や第二創業などを行う中小企業・小規
模企業が、日本政策金融公庫（国民生活事業）の中小企業
経営力強化資金の融資を受けた場合に、その融資にかかる
利息の一部の補給補助を行った。（補助件数：14件）

中小企業経営力強
化資金利子補給補
助金

９３６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

78,442 一般財源

75,953

商 工 労 政 課

 １． 伊勢商工会議所または小俣町商工会の斡旋により三重県
信用保証協会の保証を得て小規模事業資金または小規模借
換資金の融資を受けた事業者に対し、その返済状況に応じ
て融資に係る保証料の補助を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　（補助件数：195件）

小規模事業資金保
証料補給補助金

５，９７０

85,941 決 算 額 の 財 源 内 訳

84,711 一般財源

 １． 架空請求や悪質商法、多重債務など消費生活に関するト
ラブルについて、専門相談員による相談を行った。また、
被害を未然に防ぐため、紙芝居などを活用し、高齢者クラ
ブを中心にわかりやすい出前講座を９回実施したほか、子
どもの頃からの消費者教育の重要性を認識し、放課後児童
クラブ等で４回出前授業を実施した。また、伊勢市消費生
活センターの周知のため市内のイベントにブース出展し
た。
　消費生活相談件数７５１件

消費生活センター
運営事業

８，５４１

80,002

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

89,611 決 算 額 の 財 源 内 訳
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決算書
2        頁

153

3
3

153

4
4

153

5
5

153

6
6

155

7

伊勢市内の商業振興を図るため、地域住民や観光客の
ニーズに応えた商業環境の整備やにぎわいの創出に新たに
取り組む商業団体等に対して事業費の一部を補助する商業
魅力アップ支援事業補助金を実施した。　補助件数　５件

 ７．
商業活性化推進事
業

３，１５９

 ６． 伊勢の食材や特産品など地域資源の販路拡大や全国にお
ける認知度の向上を図るため、首都圏や大都市圏におい
て、物産展や食材のＰＲを行った。

また、伊勢市内の中小企業者の販路拡大及び新規需要開
拓を促進するため、商談会や見本市等に出展する中小企業
者に対して補助金を交付した。
  ○物産展・食材ＰＲ 計10回
　　（県外6回、県内4回）
  ○商談会等出展支援事業補助金　補助件数10件

地域産品販売促進
事業

１，９４９

 ５． 市内住宅関連産業の振興を促し、地域経済の活性化を図
るために、住宅や店舗のリフォーム等を行う者に対し、補
助金を交付した。      （補助件数：129件）

住宅・店舗リ
フォーム等促進事
業補助金

１２，０００

 ４． 地域のコミュニティの担い手としての役割が期待されて
いる中心市街地商店街等の活性化を図るために、商店街空
店舗対策事業、商店街活性化対策事業、商店街ＰＲ支援事
業を実施した。

（１）商店街空店舗対策事業　　　補助件数　８件
中心市街地商店街の空店舗の解消を図るため、伊勢まち

づくり株式会社が実施する空店舗対策事業に補助金を交付
した。
（２）商店街活性化対策事業　　補助件数　３件

中心市街地商店街等の集客力及び機能回復を図るため
に、伊勢商工会議所が実施する商業まちづくり補助金事業
に対して補助金を交付した。
（３）商店街ＰＲ支援事業　　補助件数　１件

商店街の空店舗の解消や活性化を図るため、伊勢まちづ
くり株式会社が行う商店街の広報に対して補助金を交付し
た。

商店街等振興対策
事業

６，９９０

地域経済を支える中小企業・小規模企業の経営改善及び
経営基盤の強化を支援するため、また、中小企業等への相
談や指導の充実化を図るため、伊勢中小企業相談所（伊勢
商工会議所内）及び小俣町商工会が行う経営指導事業や専
門家派遣事業等に要する経費に対して補助金を交付し、中
小企業の振興に寄与した。
経営改善普及事業補助金　補助件数　２件
専門家派遣事業補助金　　補助件数　２件

経営改善普及事業 １８，９５５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３．
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決算書
7        頁

155

8

平成２９年に「第２７回全国菓子大博覧会・三重」が伊
勢市で開催されることから、菓子産業等の振興発展・地域
経済の活性化等が期待できるため、全国菓子大博覧会・三
重実行委員会に対し負担金を支出した。実行委員会に職員
4名が駐在し、市としても物産展や各種イベントで周知す
るなどの広報活動を行った。また、博覧会開催の機運を高
めるとともに市内の菓子産業振興のためお菓子パンフレッ
トの作成等を行った。
　・開催支援負担金　　15,000,000円
　・実行委員会への駐在職員　4名
　・広報用物品の作成
　・物産展等でのPR　　15回
　・その他の取組み
　　お菓子パンフレットの作成（市内菓子店舗の紹介）
　　　　　　　　　　　50,000部
　　スタンプラリー実施に向けた準備
　　　スタンプラリー台紙の作成　30,000枚

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　34,092,000円
　実行委員会へ駐在の嘱託職員を2名雇用
　物産展等によるPR、懸垂幕作成
　菓子パンフレットの作成、スタンプラリーの実施

【過去1年間の実績】（平成26年度 予算無し）
　・開催支援負担金　　15,000,000円
　・実行委員会への駐在職員　1名

【事業を取りまく状況】
　・前年の伊勢志摩サミットの開催につづき、第27回全国
　　菓子大博覧会・三重が伊勢市で開催されることに伴い
　　伊勢市への注目度や認知度が高まった。
　・市内の菓子店舗を紹介するパンフレットを作成・配布
　　したことにより、市内のお菓子を知っていただく機会
　　が増えた。

全国菓子大博覧
会・三重開催支援
事業

２５，００９

決 算 額 施 策 の 成 果事 業 名

 ８．
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9

施 策 の 成 果

 ９． 平成28年５月の伊勢志摩サミット開催に伴い、国内外か
らの観光客の来勢が見込まれる。観光客や外国人観光客は
現金を持たず、クレジットカード決済で行うことが多い
が、観光地等でクレジットカード決済ができる店舗が少な
いことから、来勢する観光客の利便性の向上と伊勢の商業
環境の近代化を図るため、クレジットカード決済機器を導
入する者に対し整備費用の補助を行った。
　補助金件数　8件
　補助金額　264,164円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　3,000,000円
　補助率　10/10　上限50,000円
　50,000円×60件

【過去2ヵ年度の実績】
平成28年度　新規事業のため、過去2ヵ年の実績なし

【事業を取りまく状況等】
・訪日外国人受け入れに関するアンケート（714件調査・
　回答率12％）によるとクレジットカード決済を「導入し
　てみたい」との回答が9％あり、全調査件数から推計す
　ると64件の潜在的な需要があると考えていたが、申請件
　数は8件であった。
・クレジットカード会社2社に伊勢市における平成28年4月
　から平成29年1月までのクレジットカード決済機器の新
　規設置台数を聞き取ったところ45台であった。
・新規設置台数に対して申請件数が少なかったことの理由
　として、補助対象となる経費をクレジットカード決済機
　器導入に必要となるインターネット回線整備費用（契約
　料及び工事費）と機器への接続工事費としていたが、そ
　れらの費用がかからず導入できる事業者がいたことが考
　えられる。
・事業の周知は、広報いせ、市ホームページで行ったほ
　か、伊勢商工会議所、小俣町商工会、伊勢市観光協会か
　ら会員へのＦＡＸ等での周知（4月、5月、9月）、商店
　街等への周知（9月）を行った。

クレジットカード
決済機器導入促進
事業

２６４

事 業 名 決 算 額
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155

10
10

155

11

（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）３．産業支援推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

17,064

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

239,491 決 算 額 の 財 源 内 訳

234,951 一般財源

タウンマネー
ジャー設置支援事
業

１，４４０
伊勢市中心市街地活性化基本計画に掲げた事業を推進す

るため、まちづくり等に関する専門的知見や経験を有し、
関係者との連携・調整を図りながら中心市街地の活性化に
資する業務に取り組むことのできるタウンマネージャーの
設置に対し伊勢商工会議所に補助金を交付した。

ものづくり推進事
業

２，８９４

217,887

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 10． 市、伊勢商工会議所、皇學館大学が連携し、中心市街地
及び商店街の賑わい、地域の活性化を図るため、宇治山田
駅ショッピングセンター内の空テナントを借り上げ、皇學
館大学生の地域における活動拠点を整備した。市は拠点の
管理・運営を行う伊勢商工会議所に、拠点整備に係る費用
の一部を補助した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　1,770,000円
　・店舗改装費　1,000,000円
　・店舗賃料　50,000円×11月
　・管理費　　20,000円×11月

【過去2ヵ年度の実績】
平成28年度　新規事業のため、過去2ヵ年の実績なし

【事業を取りまく状況等】
・当初は明倫商店街での拠点整備を予定していたが、学生
　が集まりやすいようより宇治山田駅に近い宇治山田駅
　ショッピングセンターの空きテナントへ拠点整備するこ
　ととなった。
・拠点の整備箇所が当初計画から変更になったことに伴
　い、拠点の開設も遅れることとなった。
・今後は、皇學館大学生による拠点の管理体制を整え、拠
　点を活用した地域の活性化策について、大学生と地元住
　民、市、伊勢商工会議所と共に検討していく。

皇學館大学地域連
携拠点整備事業

１，７７０

中小製造業者等が行う新製品・新技術の研究開発に対
し、「新産業創出支援事業補助金」を、伝統工芸品産業の
再生と後継者育成に繋がる事業に対し、「伝統工芸品等再
生支援事業補助金」を交付した。

また、三重県信用保証協会の保証を得て創業・再挑戦ア
シスト資金の融資を受けた事業者に対し、その返済状況に
応じて融資に係る保証料の補助を行った。（補助件数：53
件）

平成27年度から地域経済の活性化と雇用の場の創出に資
するため、伊勢市創業支援事業計画に基づき、創業支援事
業者が実施する事業経費の一部を補助し、創業環境を整え
創業支援体制の強化を図った。（補助件数：1件 伊勢商
工会議所）

 11．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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155

2
2

155

3
3

155

4
4

155

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 「伊勢市工場等立地促進条例」に基づき、奨励金を交付
した。
　奨励金実績　３７，６２０，６００円（１１件）

工場等誘致奨励事
業

３７，６２１

１２９，０３３
 ３． 産業の振興、雇用の創出を図るべく、企業立地に向け、

誘致活動や、市内企業への情報収集、企業立地用地の整備
などを実施した。

企業立地推進事業

 ２．

 ５． 平成24年度から、専門性を向上させ効率的・効果的に業
務を進めるため、指定管理制度を導入した。指定管理者
（伊勢商工会議所）は施設の管理運営と企業訪問による課
題の聴き取り及び解決、起業家育成、各種講習会の開催な
どに取り組んだ。

産業支援センター
管理運営経費

４６，１９５

企業誘致用地の維持管理、及び企業誘致のための担当者
の資質向上に努めた。企業立地推進一般

経費
２，６５６
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）１．観光総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,286

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1
1

157

2
2

157

3

 ２． ・伊勢おもてなしヘルパー事業
伊勢神宮内宮の参拝時の移動に不安、不自由のある方が

安心して参拝できる仕組みを確立するため、関係団体と協
議を重ねるとともに必要となる経費の負担を行った。

・バリアフリー観光情報発信事業
平成２６年度に作成したバリアフリー情報ウェブサイト

に掲載している店舗情報の更新と、新規店舗の追加を行う
とともに、ウェブ上で快適に伊勢市内のバリアフリー情報
を得られるようウェブ環境の整備等にかかった経費の一部
を負担した。

バリアフリー観光
向上事業

３，３７２

海水浴場管理運営
事業

６，８０３

 ３． 観光地としての質の向上を図ることを目的に、観光客を
もてなすための各種事業を実施した。

【平成２８年度の実績】
　・「伊勢っ子」育て事業
　　観光客のお出迎え活動の練習会を１回、お出迎え
　　活動を４回実施
　・案内サイン整備事業
　　設置工事６件、撤去工事２件実施
　・伊勢市観光協会協働事業
　　観光客を対象としたイベントや観光客に携わる方を
　　対象とした研修など４事業を実施
　・伊勢元気再生事業
　　外宮周辺魅力創出・発信事業、夜の魅力創出事業を
　　実施
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　７，３２４，０００円
　「伊勢っ子」育て事業、案内サイン整備事業、伊勢市
　観光協会協働事業、伊勢元気再生事業
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　　３，５１５，１３４円
　平成２６年度　３１，９２３，０８０円
【事業を取りまく状況等】

全国高等学校総合体育大会、三重とこわか国体などが予
定されており、多くの方が伊勢へ訪れることが想定され
る。

おもてなし推進事
業

６，３２６

292,640 決 算 額 の 財 源 内 訳

283,658 一般財源

275,372

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 二見浦海水浴場の施設維持管理及び開設に伴う管理委託
等を行った。
・開設期間　　　　　：平成２８年７月９日～８月２８日
・海水浴客数（延べ）：８，５４０人
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4
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157

5
5

157

6
6

157

7
7

157

8

３２，３３２

 ８． 観光客実態調査を実施し、伊勢市の観光の実態を把握し
た。また、その調査結果等に基づき観光振興基本計画の推
進状況について振り返りを行った。

観光振興基本計画
推進事業

４，１９２

広く市内観光産業の活性化を図れるよう（公社）伊勢市
観光協会の財政基盤の安定を図った。観光協会負担金 ５，２６５

 ６． (公社）伊勢市観光協会に業務を委託し、伊勢市駅・宇
治山田駅・二見浦・外宮前・宇治浦田の各観光案内所で観
光客の案内を行った。また、伊勢市駅手荷物預かり所に
て、荷物の一時預かりや宿泊施設等への配送サービスを
行った。

案内所管理運営経
費

 ７．

 ５． 平成２８年５月に伊勢志摩サミットが開催されたことに
より、今後さらなる増加が予想される外国人観光客を受け
入れるための環境整備等を行った。

【平成２８年度の実績】
　決算額　１４，８４７，７３３円（繰越含む）
　・伊勢志摩サミットインフォメーションの設置への協力
　・観光案内所の外国人観光客受け入れ体制強化
　・観光事業者等アンケートの実施
　・外国人観光客実態調査の実施
　・多言語まちあるきマップの作成　　等

【当初予算における内容、計画】
  当初予算額　１５，８３２，０００円
  ・観光案内所管理運営委託
　　（外国人観光客受け入れ体制強化分）
  ・多言語まちあるきマップの作成
  ・多言語まちあるきホームページの作成

  繰越予算額　１，２００，０００円
　・サミットインフォメーション誘導看板整備

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　２，８６９，３９３円
　（平成２７年度から事業開始）
　・観光案内所の外国人観光客受け入れ体制強化
　・観光事業者等アンケートの実施
　・観光案内所の表示改善
　・７か国８言語マップ作成　等

【事業を取りまく状況等】
現在、国をあげて外国人観光客誘致促進に取り組んでい

る。伊勢志摩サミットの効果もあり、観光事業者の関心も
高い中、誘客促進とあわせて外国人観光客の受け入れ環境
整備が求められている。

外国人観光客受入
強化事業

１４，８４８

決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 「案内人の質の向上」「情報共有」「一体感の醸成」を
目的とした市内の観光案内ガイド団体の連絡協議会「伊勢
たびナビの会」に事務局として参画し、運営を行った。

市内の受入体制の充実を図るために、観光案内時の災害
対応に関する研修会の開催及び市内周遊マップの増刷・市
内観光案内所等での配布を行った。

案内ガイド連携事
業

４００

事 業 名
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157
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    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）２．旅客誘致費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,990

    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1

157

2

250,688 決 算 額 の 財 源 内 訳

237,722 一般財源

232,732

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ２，６６８ 日本版ＤＭＯ組織の代表である伊勢まちづくり（株）と
市が締結した協定のうち、「商品企画・販売」の強化等を
目的として、電子クーポンシステムの導入及び運用に関す
る支援を行った。

観光情報発信事業

 ２． （一財）伊勢志摩国立公園協会、伊勢志摩国立公園自然
ふれあい推進協議会、国立公園関係都市協議会に参画し、
広域での連携を図った。

広域連携事業 １，２３３

二見総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国指定重要文化財である賓日館の運営及び維持管理を、
「ＮＰＯ法人 二見浦・賓日館の会」を指定管理者とする
ことで、地域の雇用を創出するとともに、随時イベント等
を開催し、文化水準及びまちづくり意識の向上を図り、よ
り多くの集客に繋げた。また、施設の適正な管理を行い、
維持向上に努めた。
　○入館者数　Ｈ２８年度　　３３，２１８人

・火災保険料　　　　　　　　　　　　　　　４９千円
・指定管理委託料　　　　　　　　　　７，３００千円
・ＡＥＤ・駐車場用地賃借料　　　　　１，６６０千円
・賓日館照明設備更新工事　　　　　　１，２５３千円
・賓日館駐車場枡工事　　　　　　　　　　　９１千円
・駐車場内看板作成　　　　　　　　　　　　４４千円
・小破修繕　　　　　　　　　　　　　　　　９７千円

（文化振興課にて執行）
・修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　６６１千円

賓日館管理運営事
業

１１，１５５

 ９． 観光客の市内周遊性の向上、公共交通機関の利用促進を
図るため、三重交通（株）と協働で、市内観光周遊バス
「参宮バス」（スカイラインルート）の運行を行った。

旅客受入基盤整備
事業

５，９００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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お伊勢さんマラソ
ン開催負担金

１９，４７１
集客による伊勢市への経済波及効果を図るため、全国規

模の大会である「野口みずき杯伊勢志摩国立公園指定７０
周年記念２０１６中日三重お伊勢さんマラソン」を開催し
た。全国各地から多数の参加者が伊勢を訪れた。
・開催日　：平成２８年１２月３日（土）
　　　　　　ウォークの部、バリアフリーラン
　　　　　　平成２８年１２月４日（日）
　　　　　　ランニングの部
・会場　　：県営サンアリーナ周辺
・参加者数：１１,４９８人（一般の部両日合計）

 ５． 伊勢神宮奉納全国花火大会委員会へ参画し、事務局とし
て準備等を行い、第６４回大会を開催した。

本大会は日本三大競技花火大会として４４業者の花火師
が参加。打上花火の部４４組、スターマインの部１０組の
２部門で競われた。また、歌手の「相川七瀬」氏が神宮に
奉納された楽曲や伊勢志摩サミット公認サポーターで歌手
の「平井堅」氏が制作されたサミット応援ソングに合わせ
たスターマインなど約１万発を打ち上げ、約２３万人が観
覧した。
・開催日：平成２８年７月１６日（土）
・会場　：宮川河川敷

花火大会開催負担
金

４６，５００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 観光客誘致を広域的かつ効果的・効率的に行うため、県
内外の関係機関との連携を強化するとともに、（公社）伊
勢市観光協会と協働で観光客を対象としたイベント等を実
施した。

観光客受入環境創
出事業

３，７７７

 ３． 平成２９年８月４日から９日に開催される第４６回全国
自治体職員サッカー選手権大会の効率的な運営のため、第
４５回大会開催地である鹿児島市の現地視察を行った。

また、市内において開催された集大会・スポーツ合宿等
に補助金を交付し、スポーツ観光による誘客を行った。
・申請件数　　　　：１０２件
・宿泊者数（延べ）：２５，２１５人

スポーツ誘客推進
事業

２２，６４１

 ６．
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    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1
1

157

2
2

157

3
3

157

4

 ４． 伊勢志摩観光の誘客宣伝・地域づくり活動のために、伊
勢志摩観光振興プランの推進及び伊勢志摩キャンペーン事
業等を実施した。

伊勢志摩広域観光
活性化事業

１４，１３６

 ３． ㈱観光販売システムズに業務を委託し、伊勢の観光資源
を活用した旅行商品の開発等、伊勢への誘客を積極的に推
進した。

ターゲティング戦
略推進事業

３，７８０

 ２． 伊勢熊野観光連絡協議会、（公社）三重県観光連盟、
（一財）伊勢志摩国立公園協会 伊勢志摩国立公園指定70
周年事業実行委員会等に参画し、事業展開を図った。

広域連携事業 ７，５９０

 １． 誘客宣伝を目的に、新聞・雑誌等への広告出稿や、パン
フレット、ホームページ等を活用した情報発信を行い、来
訪者の新規開拓、リピーターの確保を図った。

また、公共交通機関とのタイアップによる誘客キャン
ペーン、首都圏や大阪、九州でのＰＲ等を実施した。

※平成27年度から御遷宮誘客宣伝事業を観光情報発信事
業に集約

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１１１，２７５，０００円
　　・各種広告事業（雑誌・テレビ等）
　　・パンフレット・ホームページ等での情報発信
　　・タイアップキャンペーン、協働ＰＲ　等

【平成28年度の実績】
・新聞や雑誌等への広告記事の掲載による情報発信
・駅貼りポスター等での誘客宣伝及び公共交通利用促
　進
・デジタルメディアを活用したタクシー車内等での広告
・放送メディアを活用した情報発信
・インターネットを活用した情報発信
　　ホームページアクセス数　１，３８２，７６７件
　　フェイスブック「いいね」数　約２，４００件
・パンフレット等作成による情報発信及び誘客活動
　　パンフレット発送数 １，２１８件
・関係団体との協働によるＰＲキャラバン
・長距離バス、路線バス等への広告掲載
・新観光プログラム「常若婚」の展開

【過去２ヵ年度の実績】
　平成27年度　８２，２９８，８５０円
　平成26年度　５５，５６４，３５６円

【事業を取りまく状況等】
・一部の事業について、平成27年度は国の消費喚起型交
  付金、先行型交付金を財源としていたが、平成28年度
  は一般財源により実施した。
・今後の方向性として、広報媒体のアナログからデジタ
  ルへの移行を検討する時期となっている。

観光情報発信事業 ８６，５１８

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
4        頁

157

5
5

157

6

 ６． 伊勢フットボールヴィレッジを全国的にＰＲし、市外か
らの利用者及びリピーターを確保するための業務を委託
し、スポーツ観光誘客を行った。

スポーツ誘客推進
事業

２，１６０

 ５． 経済の成長力と来日規模から注目される中国・東アジ
ア・東南アジアからの誘客について、協議会等を通じて他
地域と連携しつつ、伊勢の文化に興味のある欧米諸国など
については、市単独で伊勢の知名度向上を目指した情報発
信に取り組んだ。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　３０，２８８，０００円
　　・広域連携協議会等協働事業
　　・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業
　　・ジャパン・ハウスＰＲ事業
　　・マップ情報発信事業　等

【平成28年度の実績】
・東海地区外国人観光客誘致促進協議会へ参画、昇龍道
　プロジェクト推進協議会の台湾ＰＲ事業へ参画。
・伊勢志摩鳥羽インバウンド協議会へ参画し、伊勢志摩
　地域でビジットジャパン事業を実施。
・イギリスのロンドン市内のイベント施設においてＰＲイ
　ベントを実施。
・アメリカ合衆国のロサンゼルス市において次年度のＰ
　Ｒ事業に向けた調査を実施。
・動画広告Ｗｅｂ配信事業にて、イギリスをターゲット
　に伊勢市の動画広告をYouTubeで配信。
・外客誘客調査事業にて、日系人社会への情報発信の可
　能性の調査を実施。
・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業にて、伊勢の
　学習と情報発信を促進。
・長期滞在外国人観光客向けマップ作成事業にて、東京
　を起点として日本に長期滞在する外国人観光客の伊勢
　旅行用マップを作成し、観光案内施設等への配置を依
　頼。
　　マップ作成部数　１０,０００部

【過去２ヵ年度の実績】
　平成27年度　　８，９９２，６１９円
　平成26年度　１０，３７６，２９０円

【事業を取りまく状況等】
・伊勢志摩サミット開催を契機とした誘客へのプラスの
　効果を持続させるため、継続して情報発信に取り組む
　必要がある。
・国をあげてインバウンドと地方創生に取り組む中、イ
　ンバウンドを切り口として、地方創生を推進していく
　必要がある。
・受入環境整備と誘客促進を共に進める必要がある。

外国人観光客誘致
推進事業

２７，２４７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）３．伝統文化推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1

（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）４．伝統文化継承費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,200

    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1

30,011

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「お木曳行事」、「お白石持行事」の保存継承及び神宮
を核とした伊勢の情報発信を行うため、第６３回神宮式年
遷宮に向けた事業計画に基づき、「内宮ご鎮座二〇二〇年
奉祝行事」、次世代継承、誘客ＰＲなどの事業を実施し
た。

民俗伝統行事継承
事業

３１，２１１

32,600 決 算 額 の 財 源 内 訳

31,211 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２８年１０月１５日に外宮周辺にて、日本全国の有
名な祭り１９団体約６００名による響演「祭のまつり」を
開催し、１４日のサンアリーナにおける前夜祭とあわせ
て、多数の観客が訪れた。
・開催日　　　　：平成２８年１０月１４日（金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　１５日（土）
・観客数（延べ）：１０８,５００人

伊勢のまつりブラ
ンド化推進事業

５，０００

5,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,000 一般財源

5,000

観 光 振 興 課
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（款）９．土木費　（項）１．土木管理費　（目）１．土木総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

26,721

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国土調査法に基づく地籍調査について、調査区域を定
め、調査区域内の地籍（地番・所有者・地積・地目・境
界）の整備に努めた。
（概要）
　　地籍調査業務　　　　　　　　　　　一式　　　８件
　　 ○調査区域（業務内容）
　　　①八日市場町・宮町１丁目（閲覧）
　　　　調査面積　0.07ｋ㎡
　　　②東豊浜町・樫原町（閲覧）
　　　　調査面積　0.18ｋ㎡
　　　③有滝町（調査）
　　　　調査面積　0.16ｋ㎡
　　　④宮町１丁目・大世古１丁目・曽祢１丁目
　　　　一之木１丁目・常磐２、３丁目・浦口２、３丁目
　　　（調査）
　　　　調査面積　0.13ｋ㎡
　　　⑤有滝町（測量）
　　　　調査面積　0.16ｋ㎡
　　　⑥宮町１丁目・大世古１丁目・曽祢１丁目
　　　　一之木１丁目・常磐２、３丁目・浦口２、３丁目
　　　（測量）
　　　　調査面積　0.13ｋ㎡
　　　⑦宮川１、２丁目・中島１丁目・常磐１丁目
　　　　浦口１丁目・御薗町高向（素図作成）
　　　　調査面積　0.23ｋ㎡
　　　⑧有滝町（素図作成）
　　　　調査面積　0.31ｋ㎡
　　システム保守業務　　　　　　　　　一式　　　１件

地籍調査推進事業

457,120 決 算 額 の 財 源 内 訳

448,808 一般財源

422,087

３９，３８６
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）１．道路橋梁総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,260

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1

 １． 狭あい道路の解消を図るため、建築行為等に際して、道
路後退用地の寄附採納を行い、安心安全で快適なまちづく
りを進めた。
（概要)
　　公共用地の取得（寄附）６件
　
　　 ○後退用地等に係る報償金
　　　　申請者数　　　　　    ３名
　　　　筆数　　　　　　　    ４筆
　　　　面積　　　　  ５４．９１㎡
　　　　金額　１，１２９，０７２円
　
　　 ○後退用地等に係る助成金
　　　　申請者数　　　　　　　６名
　　　　筆数　　　　　　　　　７筆
　　　　面積　　　　１０１．５９㎡
　　　　金額　　　８６８，２２０円

道路管理経費 ２，７０７

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 適切な道路管理を行うため、道路の拡幅及び道路用地の
寄付採納を行った。また、道路事業等に伴う市道の認定、
改良等に基づき、道路台帳の修正業務を行った。
（概要）
　・道路台帳修正
　　　供用開始（新規認定）　　　　　　１．９ｋｍ
　　　供用開始（認定済）　　　　　　　０．２ｋｍ
　　　供用開始（区域変更）　　　　　　０．５ｋｍ
　　　未供用　（新規認定）　　　　　　０．１ｋｍ
　　　廃止　　　　　　　　　　　　　　０．７ｋｍ
　　　改良　　　　　　　　　　　　　　６．９ｋｍ

道路管理経費 １４，０６８

159,216 決 算 額 の 財 源 内 訳

154,070 一般財源

152,810

維 持 課

事 業 名
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）２．道路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

105,263 93,700 63,526

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1
1

161

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

 １． 道路路面の舗装が荒廃し､通行に支障がある箇所の舗装
整備を行った。
 (概要)
　　①平成２８年度現年分
　　　道路舗装　　Ａ＝　５，７２２㎡　４件
　　②平成２７年度から一部繰越
　　　道路舗装　　Ａ＝１８，１３８㎡　２件

道路舗装事業 １４３，２２０

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 道路交通の安全性を確保する上で、現状の実態を把握
し、異常または損傷を早期に発見するとともに、対策の要
否の判断を行い、計画的な修繕を実施することにより、道
路施設の長寿命化及びそれに伴うコスト削減を図ってい
る。
（概要）
　①平成２８年度現年分
 　　調査業務　　　　　一式　　　　　　　４件
　　 道路舗装　　　　　Ａ＝９，０４９㎡　３件
　　 トンネル修繕　　　一式　　　　　　　１件
　②平成２９年度へ一部繰越
　　 トンネル修繕　　　一式　　　　　　　１件
　③平成２９年度へ繰越
　　 道路舗装　　　　　Ａ＝２，２１３㎡　３件
　◇社会資本整備総合交付金事業

道路維持補修経費
（防災・安全交付
金）

１５０，３１５

229,133

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路の路面を改良することにより、道路機能の回復、通
行の安全確保、生活基盤及び生活環境の向上を図ってい
る。
（概要）
　　 道路舗装　　　　 Ａ＝３，７７９㎡　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

道路舗装事業（防
災交付金）

５６，７２８

590,144 決 算 額 の 財 源 内 訳

491,622 一般財源
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）３．道路新設改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

426,900 66,211

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

678,899 決 算 額 の 財 源 内 訳

577,319 一般財源

84,208

決 算 額 施 策 の 成 果

基 盤 整 備 課

事 業 名

 １． 市民生活に密着した道路の拡幅等改良を行うことにより
道路機能の改善、生活環境基盤の整備を進めている。

（概要）
　①平成２８年度現年分
　 測量業務　　　　　       一式　　　　　 ６件
　 除草業務　　　　　　　　 一式　　　　　 ２件
　 予備設計業務　　　　　　 一式　　　　　 １件
　 詳細設計業務　　　　　　 一式　　　　　 ２件
　 道路改良　　 　  　Ｌ＝３２３ｍ　     　６件
　 道路施設整備　　　　　　 一式　　　　　 １件
　 用地　　　　　  　 Ａ＝８６．１１㎡
　 補償　　　　 　  　４名（延べ人数）
　②平成２７年度から一部繰越
　 人道ボックス修繕　　　　 一式　　　　　 １件
　 道路舗装　　　　　　　　 一式　　　　　 １件
　 道路改修　　　　　　　　 一式　　　　　 １件
　③平成２７年度から繰越
　 詳細設計業務　　　       一式　　　　　 １件
　 道路施設整備　　　　　　 一式　　　　　 ２件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　４２５，３０２，０００円
　　・測量業務　　　　　　　 一式
　　・除草業務　　　　　　　 一式
　　・建物調査業務　　　　　 一式
　　・工作物調査業務　　　　 一式
　　・境界杭設置業務　　　　 一式
　　・詳細設計業務　         一式
　　・概略詳細設計業務　　　 一式
　　・道路改良　　　　　　　 一式
　　・用地　　　　　　　　　 一式
　　・補償　　　　　　　　　 一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　１１５，３５９，１３２円
　①平成２７年度現年分
　　 測量業務　　　　　       一式　　　　　 ４件
　　 除草業務　　　　　　　　 一式　　　　　 ２件
　　 測量設計業務　　　       一式　　　　　 ２件
　　 建物調査再算定業務　     一式　　　　　 １件
　　 予備設計業務・検討業務　 一式　　　　　 １件
　　 境界杭設置業務　　　　　 一式　　　　　 １件
　　 道路改良　　 　  　Ｌ＝９５ｍ　　     　４件
　　 道路舗装　　　　　　　　 一式　　　　　 １件
　　 用地　　　　　  　 Ａ＝１，１６８．９７㎡
　　 補償　　　　 　  　４名（延べ人数）
　　②平成２８年度へ一部繰越
　　 人道ボックス修繕　　　　 一式　　　　　 １件
　　 道路舗装　　　　　　　　 一式　　　　　 １件
　　 道路改修　　　　　　　　 一式　　　　　 １件

道路改良事業 １５８，０７９
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決算書
       頁

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）４．橋梁維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

26,093 11,300

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

51,228

 １． 市民生活に密接した道路側溝等の整備を行うことによ
り、道路機能の改善、生活環境基盤の整備を図った。
（概要）
　　測量設計業務等　   一式　　　　 ２２件
　  道路改良   　Ｌ＝６，９２２ｍ　 ３８件

道路側溝等改良事
業

４１９，２４０

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　　③平成２８年度へ繰越
　　 詳細設計業務　　　       一式　　　　　 １件
　　 道路施設整備　　　　　　 一式　　　　　 ２件
　平成２６年度　１２０，５２３，８７４円
　　 測量業務　　　　　       一式　　　　　 ２件
　　 詳細設計業務　　　       一式　　　　　 １件
　　 建物調査再算定業務　     一式　　　　　 １件
　　 道路改良　　 　  　Ｌ＝７８０ｍ　     　５件
　　 用地　　　　　  　 Ａ＝２０９．２１㎡
　　 補償　　　　 　  　５名（延べ人数）

【事業を取りまく状況等】
・生活道路空間に対する安全性、快適性、防災など市民
ニーズが多様化している中、限られた財源をより有効で効
率的かつ効果的に事業を推進していく必要がある。

59,856 決 算 額 の 財 源 内 訳
一般財源

13,835

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路交通の安全性を確保する上で、これまでの破損して
から修繕するという事後的な対応から、計画的かつ予防的
な対応に転換し、コスト削減を図るため、橋梁長寿命化事
業を推進している。
（概要）
　①平成２８年度現年分
 　　点検業務　　　　　一式　　　　　　　２件
　　 立会業務　　　　　一式　　　　　　　１件
　　 橋梁補修　　　　　一式　　　　　　　３件
　②平成２９年度へ繰越
　　 点検業務　　　　　一式　　　　　　　１件
　　 橋梁補修　　　　　一式　　　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

橋梁長寿命化事業
（防災・安全交付
金）

５０，３５２
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）５．交通安全施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）６．道路整備事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

32,944 57,700

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1
1

163

2

 ２． 当該地域は、道路網が未整備な上、伊勢赤十字病院や商
業施設への交通によって、慢性的な渋滞が発生し、一般車
両のみならず救急車両のアクセスも悪い状況である。この
ことから、来訪者や救急車両の交通の円滑化を図り、快適
かつ安全安心なまちづくりを行うため、本路線の事業を推
進している。
（概要）
　　 建物調査業務　　　       一式　　　　　 １件

一之木５丁目１６
号線整備事業（交
付金）

一般財源

9,433

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１３，１７１

基 盤 整 備 課

44,885 決 算 額 の 財 源 内 訳

100,077

 １． 交通安全施設を新たに設置し､交通事故防止､交通安全環
境の確保を図った。
 (概要)
　　道路反射鏡設置及び区画線設置等　　一式

交通安全施設整備
事業

１６，３６６

106,165 決 算 額 の 財 源 内 訳

44,245 一般財源

44,245

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

９９６

 １． 当該地域は、来訪者交通による渋滞が深刻であり、早急
な対応が必要である。このことから、地域住民や来訪者交
通の円滑化を図るとともに、災害時における避難ルートを
確保するため、本路線の事業を推進している。
（概要）
　　 用地　　　　　  　 Ａ＝３１５．０７㎡
　◇社会資本整備総合交付金事業

中村楠部１７－１
号線整備事業（交
付金）

- 86 -



決算書
2        頁

163

3
3

163

4

 ４． 小学校の通学路における緊急合同点検での要対策箇所を
はじめ、通学路の対策を重点的に実施することで危険箇所
の解消を図り、安全安心な歩行者空間を確保するため、事
業を推進している。
（概要）
　　 測量業務　　　　　　　  一式　　　　　 ２件
　　 予備設計業務　　　　　　一式　　　　　 １件
　　 詳細設計業務　　　　　  一式　　　　　 １件
　　 地質調査業務　　　　　　一式　　　　　 １件
　 　道路改良　　 　  　Ｌ＝３４３ｍ　　    １件
　　 道路舗装　　　　　 Ａ＝１，８４０㎡ 　 １件
　　 区画線等設置　　　　　　一式　　　　　 ２件
　　 補償　　　　　　　　２名（延べ人数）

　◇社会資本整備総合交付金事業

通学路整備事業 ８１，０３２

 ３． 宇治山田駅への送迎車両が通行する狭隘な路線につい
て、道路を拡幅することで、安全性・利便性を向上させ駅
利用者の増加を図るため、事業を推進している。
（概要）
　　 測量業務　　　　　　　  一式　　　　　 １件
　　 設計業務　　　　　　　  一式　　　　　 １件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　１０，１００，０００円
　　・測量業務　　　　　　　 一式
　　・詳細設計業務　         一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　実績なし
　平成２６年度　実績なし

【事業を取りまく状況等】
・国からの予算が要望どおり配分されず財源の確保が厳し
い状況にある。
・平成２９年度から用地交渉に着手し、地域住民や関係機
関と調整を図りながら事業を進めていく。

宇治山田駅周辺道
路整備事業（交付
金）

４，８７７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）３．河川改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

62,765

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1

（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）４．排水路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1

 １． 都市ポンプ場の機能診断結果に基づき長期補修計画を作
成した。この計画に基づき都市ポンプ場の予防保全及び機
能更新を行うことで、効率的かつ効果的なポンプ場の運用
ができる。
（概要）
　　施設整備更新詳細設計業務　　一式　　１件
　　（ポンプ場　２機場、ポンプ施設　２施設）

排水機場維持管理
経費（ポンプ場機
能更新）

１０，６１５

116,404

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

124,439 決 算 額 の 財 源 内 訳

116,404 一般財源

43,319

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 流下断面の不足や護岸、河床の浸食等により人家等への
災害発生が危惧される河川において、河川拡幅や護岸改良
を行い、浸水被害や災害の防止対策を進めている。
（概要）
　　①平成２８年度現年分
　　 測量設計業務　　　一式　　　　　　　　　２件
　　 河川改良　　　　　Ｌ＝３２８ｍ　　　　　１件
　　 量水標設置　　　　５か所　　　　　　　　１件
　　 補償　　　　　　　３名（延べ人数）
　　②平成２７年度から一部繰越
　　 河川改良　　　　　Ｌ＝６７ｍ　　　　　　１件

河川改良事業 １０６，０８４

106,308 決 算 額 の 財 源 内 訳

106,084 一般財源
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）５．排水路整備費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

119,900 4,235

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1

（款）９．土木費　（項）４．港湾海岸費　（目）１．港湾海岸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,329 12,300 460

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

5,924

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　三重県が施行した港湾改修事業に対し、負担を行った。
　（宇治山田港【大湊】）
　（宇治山田港【今一色】）

県営事業地元負担
金

１３，０００

28,037 決 算 額 の 財 源 内 訳

23,013 一般財源

26,565

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 豪雨時の急激な増水等による浸水を防止するため、排水
路の整備を進めている。また、自然排水が困難な地域にお
いては、ポンプ場の新設・増設等を行うことで、浸水被害
の防止対策を進めている。
（概要）
　　①平成２８年度現年分
　　 測量設計業務　　　一式　　　　　　　　　２件
　　 基本設計業務　　　一式　　　　　　　　　３件
　　 詳細設計業務　　　一式　　　　　　　　　１件
　　 予備設計業務　　　一式　　　　　　　　　１件
　　 修正設計業務　　　一式　　　　　　　　　１件
　　 排水路改良　　 　 Ｌ＝２２８ｍ 　　　　 ４件
　　 試掘工　　　　 　 ２か所　　　 　　　　 １件
　　②平成２７年度から一部繰越
     排水路改良　　 　 Ｌ＝３４２ｍ 　　　　 １件
　　③平成２７年度から繰越
     補償　　　　　　　２名（延べ人数）

排水施設整備事業 １５０，７００

164,367 決 算 額 の 財 源 内 訳

150,700 一般財源
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）２．まちづくり推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

29,591

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

 １． 急速な人口減少と少子高齢化などの影響により、市街地
の低密度化が進み、中心市街地の都市機能が低下してい
る。そのため、多くの人にとって安全で快適に暮らせるま
ちづくりを実現することで、中心市街地の再生と活性化を
図る。

平成２８年度は、伊勢市駅前地区の市街地再開発事業等
を推進するため、Ａ地区（三交百貨店跡地）に対し、優良
建築物等整備事業により引続き支援を行った。
（概要）
　平成２８年度　　　　　８９，４１０，４８２円
 （住環境整備交付金） 　８９，４１０，４８２円
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業
【当初予算における内容、計画】
（住環境整備交付金）
　当初予算額　　　　　１６７，０００，０００円
　　工事　　　　　　　　　　　　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　２件

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　　　　  ５４，３３６，８３０円
 （市街地整備交付金）　　 ３，９２３，６４０円
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　３件
　　事後評価業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　通行量調査業務　　　　　　　一式　　　１件
 （住環境整備交付金）　 ５０，４１３，１９０円
　　計画策定業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　詳細設計業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　２件

　平成２６年度　　　　　  ６，８４４，７２３円
 （市街地整備交付金）　　 １，１８７，６８３円
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　３件
 （住環境整備交付金）　　 ５，６５７，０４０円
　　計画策定業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　測量業務　　　　　　　　　　一式　　　１件

【事業を取りまく状況等】
　　住環境整備交付金により平成２７年度から支援を
　行ってきた民間都市開発が完成したことにより、伊
　勢市駅前地区の賑わいが取り戻されつつあるが、更
　なる中心市街地の再生と活性化を図ることが求めら
　れているため、新たな民間都市開発に対しても、補
　助金等による公的支援を行い、事業の促進を図って
　いく必要がある。

中心市街地再生事
業（交付金）

８９，４１０

105,820 決 算 額 の 財 源 内 訳

105,547 一般財源

75,956

都 市 計 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

165

2
2

165

3

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）５．街路事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6,682 163,200 32,810

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1

 １． 八日市場高向線ほか１線は、市内の幹線道路として、災
害時の円滑な通行可能路線に位置づけるなど、防災機能の
強化、都市内交通の円滑化並びに市街地の活性化を目的と
して整備を進めている。
（概要）
　　 除草業務　　　　　　　　　一式　 　　　１件

八日市場高向線ほ
か１線（２工区）
整備事業（交付
金）

６５

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

16,582

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　三重県が施行した街路整備事業に対し、負担を行った。
　（外宮度会橋線【伊勢南島線】）県営事業地元負担

金
２，２５８

258,740 決 算 額 の 財 源 内 訳

219,274 一般財源

 ３． 人口減少・少子高齢化社会といった都市をめぐる環境が
大きく変化する中、将来多くの人にとって利便性が高く、
暮らしやすい良好なまちづくりに向け、立地適正化計画の
策定を行っている。

平成２８年度は、伊勢市立地適正化計画の計画案の作成
を行っている。
（概要）
　（平成２８年度　～平成２９年度）債務負担行為
　　平成２８年度　　　　　　４，９５７，２００円
 （集約都市形成支援事業補助金）
　伊勢市立地適正化計画策定業務委託　　　一式

立地適正化計画推
進事業

４，９５７

 ２． 都市機能再生事業にて施行された施設に対し、「伊勢市
中心市街地都市機能再生促進条例」に基づき都市機能再生
奨励金の交付を行うことで、事業効果を一層促進させ、伊
勢市駅前周辺の活性化を図る。

平成２８年度は、都市機能再生奨励金として、２件の交
付を行った。

（概要）
　平成２８年度　　　　　１１，１７９，８００円
　　都市機能再生奨励金　　　　　一式　　　２件

中心市街地都市機
能再生促進事業

１１，１８０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

167

2
2

167

3
3

167

4

現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、橋梁の
設置位置の問題から現位置での架替えが困難であるため、
代替機能を持つ本路線の整備が必要である。宮川に新たに
橋梁を架設し、交通の円滑化及び道路環境改善を図るため
整備を進めている。（平成２６・２７年度事業名：高向小
俣線調査事業）
（概要）
　　①平成２８年度現年分
　　 予備設計検討業務　　　　 一式　　    　２件
　　②平成２７年度から繰越
　　 予備設計業務　           一式　　　　　１件
　
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　５２，４２６，０００円
　　・詳細設計業務　　　　　　一式
　　・地質調査業務　　　      一式
　　・模型実験水理解析　　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　７，４５９，５６０円
　　・測量業務　　　       　 一式　　　　　１件
　　・予備設計業務　　        一式　　　　　１件
　　・地質調査業務　　        一式　　　　　１件
　平成２６年度　１３，２３７，５６０円
　　・測量業務　　　　　　　  一式　　　　　１件
　　・水理解析業務　　　　　　一式　　　　　１件
　
【事業を取りまく状況等】
・道路、橋梁の詳細設計にあたっては、模型実験を行い橋
　梁の安全性や橋梁の河川への影響について協議するとと
　もに近接するＪＲとも協議を行い進めていく。
・大規模な事業である本路線には多大な事業費が必要であ
　るが、国からの予算が要望どおり配分されず財源の確保
　が厳しい状況である。

高向小俣線整備事
業

３１，４４０

４，８８３

 ４．

　

 ２． 伊勢市駅と外宮をつなぐ外宮参道と交差する本路線は、
電線類が景観を阻害しており、また地震による電柱の倒壊
などの被害が懸念される。このため、電線類を地中化する
ことにより、都市景観の向上と災害に強いまちづくりを進
めている。
（概要）
　　 共同溝整備　　　        　一式　 　　　１件
　　 補償　　　　　　        　２名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

本町大湊線改良事
業（交付金）

１５，１６７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 伊勢市駅北口線交通広場とそれに連なる街路整備を行い
交通結節点の機能を充実させることによって、利用者の利
便性の向上を図っている。
（概要）
　　 予備設計業務　　　　　　　一式　 　　　１件

伊勢市駅北口線交
通広場等整備事業
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決算書
4        頁

167

5

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）６．公園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,500 27,100

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1
1

167

2

 ２． 国土交通省の宮川床上浸水対策特別緊急事業において整
備された高水敷を有効利用し、憩いやスポーツレクリエー
ションの場としてスポーツ施設や多目的広場等の整備を進
めている。
（概要）
　　　予備設計業務　　　　　　　一式　　　　　１件

宮川河川敷公園整
備事業

１７，１７２

22,883

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 都市公園における総合的な安全・安心対策事業を計画的
に実施し、子供や高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利
用できる都市公園の整備を行った。
（概要）
　　 便所改築工事設計業務　　　一式　　　　　１件
　　 便所改築工事　　　　　　　一式　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

公園整備事業（交
付金）

２７，６１８

69,244 決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

64,483 一般財源

 ５． 近鉄五十鈴川駅は、神宮（内宮）の最寄り駅であること
から、年間を通して多くの観光客が利用しているととも
に、県営陸上競技場や県営サンアリーナなどの公共施設利
用者も多く乗降している。しかし、現在の駅前広場は、施
設等の老朽化が著しいことから誰もが利用しやすい広場と
なるよう、再整備を行った。
（概要）
　　①平成２８年度現年分
　　 広場整備　　　　　　　　　一式　　　　　１件
 　　照明灯等設置　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 植栽整備　　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　②平成２７年度から繰越
　　 路面清掃業務　　　　　　　一式　　　　　１件
 　　植栽整備　　　　　　　　　一式　　　　　１件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　１８５，８１４，０００円
　　・広場整備　　　　　　一式
　　・広場照明灯設置      一式
　　・広場駐輪場整備　　　一式
　　・広場天蓋施設設置　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　１８，７５８，５２０円
　　・測量業務　　　       　　一式　　　　　１件
　　・詳細設計業務　　       　一式　　　　　１件
　　・舗装工　　　　　　　　　 一式　　　　　１件
　平成２６年度　実績なし

【事業を取りまく状況等】
　　・整備事業は平成２８年度で完成した。

五十鈴川駅前広場
整備事業

１６５，４６１
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決算書
2        頁

169

3
3

169

4

（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）１．住宅管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,076 121,761

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1
1

169

2
2

169

3

 ３． 平成28年度に策定した「社会資本総合整備計画（地域住
宅計画）」及び「伊勢市営住宅等長寿命化計画」に基づ
き、市営住宅の機能改善のため、下記の工事等を実施し
た。

また、老朽化した市営住宅の入居者に対して、他の市営
住宅等への移転交渉を行い、入居者の安全確保に努めた。
（概要）
　　屋上防水改修等　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　屋根改修　　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　老朽化市営住宅移転促進事業補償費　　一式    ２件

住宅等整備事業 ４７，６９０

 ２． 市営住宅の機能保持と安全性確保のため、下記の工事を
実施した。
（概要）
　　側溝及び排水桝改修　　　　　　　　　一式　　１件
　　空家解体　　　　　　　　　　　　　　一式　　２件
　　 ・横世古団地
     ・やすらぎ団地

住宅等改修事業 ２２，０８４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２４年１０月より指定管理者による市営住宅の管理
を開始し、単身高齢者等の定期巡回や、休日・夜間も含
め、迅速な対応が可能となり、入居者サービスの向上に繋
がった。また、住宅の調査等も定期的に行い、効率的かつ
経済的な管理運営を行った。
　
　指定管理者：ＦＥ住宅管理共同企業体
　期　　　間：平成２４年１０月１日
　　　　　　　～平成２９年３月３１日
　期間全体の
　指定管理料：３５７，１７８，２５５円

公営住宅維持管理
経費

９５，９９９

223,693 決 算 額 の 財 源 内 訳

191,534 一般財源

53,697

建 築 住 宅 課

 ４． 公園施設の安全・安心を確保しつつ、重点的・効率的な
維持管理や更新投資を行っていくため、公園施設長寿命化
計画に基づき、公園施設の長寿命化を図っている。本年度
は、４公園の遊具の更新を行った。
（概要）
　　公園改修工　　　　　　  一式　　　　　 ４件
　
　◇社会資本整備総合交付金事業

公園長寿命化事業
（交付金）

１５，５１４

 ３． 国土交通省の宮川右岸堤防改修工事とあわせて宮川堤公
園の一部（東詰広場）のリニューアルなど、桜の名所とし
てふさわしい、憩いやコミュニティ活動場として活用でき
る公園の整備を進めている。
（概要）
　　　基本構想業務　       一式　            １件
      予備設計業務　　　　 一式　　　　　　　１件

宮川右岸河川敷公
園（仮称）整備事
業

４，１８０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）２．住宅対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,518 7,368

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1
1

169

2

 ２． 「空家等対策の推進に関する特別措置法」の施行に伴
い、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた
め、空家等対策協議会を設置し、空家等対策計画を策定し
た。
（概要）
　①平成２８年度現年分
　　移住促進対策空家改修支援事業案内チラシ作成
　②平成２９年度へ繰越
　　伊勢市空家等対策計画策定業務委託　　一式

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　１１，８５２，０００円
　・移住促進対策空家改修支援事業案内チラシ作成
　・空家等対策計画策定業務委託　一式
　・移住促進対策空家改修支援事業費補助金　２件

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度　１８，７４０，０００円
　　・空家等実態調査業務委託　一式
　　・移住促進のための空き家リノベーション支援事業費
　　　補助金　１件
　平成２６年度　実績なし

【事業を取りまく状況等】
市内の空家は年々増加している状況にあり、地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることから、空家等に
関する対策を早急に計画し取り組む必要がある。
　

空家等対策事業 ７４

13,586

建 築 住 宅 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 阪神・淡路大震災で昭和56年の建築基準法の新耐震基準
施行前に建築された木造住宅が多数倒壊したことを教訓
に、南海トラフ地震による木造住宅の倒壊からの被害を最
小限にするため、木造住宅の無料耐震診断を実施した。

その結果、「倒壊の危険性が高い」と診断された木造住
宅を対象として、耐震補強工事等に要した費用に対する一
部補助を行った。

さらに、伊勢市建築物耐震改修促進計画の改定により、
第１次緊急輸送道路沿道の旧耐震基準の建築物の耐震診断
を義務化したことに伴う耐震診断に要した費用に対する補
助を行った。

また、地震等の災害から市民の生命、身体及び財産を保
護し、災害に強いまちづくりを推進するため、市内に存す
る危険なブロック塀等の撤去に要した費用に対する一部補
助を行った。
（概要）
　 ・木造住宅耐震診断等業務　　　　　一式　　８０件
　 ・補助金
　 　　耐震補強設計　　　　　　　　　一式　　　８件
　 　　耐震補強工事　　　　  　　　　一式　　１２件
　 　　除却工事　　　　　    　　　　一式　　３９件
　 　　リフォーム工事　　　　　　　　一式　　１２件
　 　  ブロック塀等撤去費　　　　　　一式　  　９件
       避難路沿道建築物耐震診断　　　一式　　　１件

住宅・建築物耐震
改修等促進事業

３１，３９８

44,078 決 算 額 の 財 源 内 訳

31,472 一般財源
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）１．常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

386,076

    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1
1

171

2

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）２．非常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

15,400 12,110

    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 消防活動の円滑な遂行のため各種資機材を購入した。
 
　Ｄ－１級可搬式ポンプ一式　１台 　 １,１８８千円
　　消防団本部配備
　消防団用ホース　　　　　２４本　　　６７７千円ほか
　　各分団配備

各種資機材購入経
費

２，５３３

119,236 決 算 額 の 財 源 内 訳

112,702 一般財源

85,192

消 防 総 務 課

事 業 名

 ２． 　救急・救助・警防活動に必要な資機材の充実を図った。

　軽量消防用ホース　　　７０本　　２，６８４千円
    各署所配備
　防火外套　      　　　１３組　　２，０３６千円
　　職員貸与補充
　空気呼吸器用調整器　　　９台　　１，４６８千円
　　各署所配備
　携帯警報機　　　　　　１１台　　　　４１６千円ほか
　　各署所配備

各種資機材購入経
費

７，６７３

 １． 「いつでも・どこでも・誰でも」応急手当が可能となる
よう、自動体外式除細動器（AED)の取り扱いを含めた講習
を行い、市民への普及を図った。

　救命講習に係る消耗品　　　　　　１，２９１千円
　【実績】
　平成２８年度救命講習実施回数     　　 １２４回
　　　　　　　　　　受講延人数 　 　４，０９４人

応急手当普及啓発
事業

１，２９１

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

1,959,839 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,938,803 一般財源

1,552,727
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決算書
1        頁

171

2

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）３．消防施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,145 6,100 307

    （単位  千円）

決算書
       頁

173

1
1

173

2
2

173

3
3

173

4

 ２． 消火活動を円滑にするため消防水利の明示化を図り、ま
た、老朽化した消防水利の改修を行った。

　防火井戸埋設工事　　　　　　　　３，１２８千円
　消防水利蓋改修工事　　　　　　　２，２７０千円
　消防水利溶着塗装工事　　　　　　　　７５６千円ほか
　

消防水利施設整備
経費

６，６２４

各消防署庁舎の機能維持と長寿命化を目的とし、各施設
を改修した。

　伊勢市コミュニティ消防センター空調機改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６３５千円
　消防署西分署車庫天井等改修工事　２，３９４千円
　消防署小俣分署ホース乾燥施設改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１５６千円

消防署庁舎改修経
費

６，１８５

消火栓新設負担金 ６，９８８

 ４． 防災拠点である、消防団車庫を老朽化のため建替えし、
消防力の向上を図った。

　消防団北浜分団有滝班車庫新築工事
　　　　　　　　　　　　　　　　１４，７３０千円ほか

消防団車庫建替事
業

１４，８１５

 ３．

43,680

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市内の水道管布設工事に併せ消火栓の不足地域に消火栓
を設置し、消防水利の普及を図った。

　単口消火栓　　　　　　　　８基　６，９８８千円

62,493 決 算 額 の 財 源 内 訳

58,232 一般財源

 ２． 消防団車両更新計画に基づき老朽化した小型動力ポンプ
付積載車２台・小型動力ポンプ付軽積載車１台を更新し
た。

　小型動力ポンプ付積載車    ２台
　　中島分団配備
　　上野分団横輪班配備
　小型動力ポンプ付軽積載車　１台
　　四郷分団一宇田班配備
　　　　　　　　　　　　　　　　１９，７６４千円ほか

小型動力ポンプ付
積載車購入事業

１９，８８８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）５．災害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

318,900 12,094 283,700 17,120

    （単位  千円）

決算書
       頁

173

1
1

173

2
2

175

3
3

175

4
4

175

5

 ５． 伊勢市地域防災計画に定める備蓄計画に基づき非常用食
料等を購入・更新し、物資及び資機材の整備を行った。
備蓄物資・資機材購入　　　　２６，３１５千円
防災倉庫等改修　　　　　　　　２，２９９千円

備蓄物資整備事業 ２８，６１４

 ４． 市民が防災センター内の体験学習室で様々な災害体験を
することにより、また、イベント等を通じて、防災に関す
る知識の普及や防災意識の高揚を図った。
①年間利用者　１８，０５４人
②主なイベント　消防・防災フェスタ、夏休み防災図書館
【当初予算における内容、計画】
　年間利用者目標　４，０００人
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２８年度からの新規事業
【事業を取りまく状況等】

南海トラフ地震の発生が危惧されており、災害に負けな
いまちづくり目指すためには、市民一人ひとりが災害に備
える「自助」や、地域で災害に備える「共助」の取組みに
対する啓発の強化を図る必要がある。

防災センター運営
事業

１１，１４０

 ３． ①大規模災害時に市役所機能が低下した中にあっても、効
果的に業務を実施するための伊勢市業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）を作成するとともに、そのマネジメント（ＢＣＭ）の
構築を行った。
②プロジェクト型災害対策本部体制の習熟度を上げ、防災
センターでの災害対策業務を経験することを目的として、
図上訓練を実施した。（参加職員１６２名）
③二見地区において、地域が主体となった津波避難訓練を
実施した。（参加者１，６２６名）

避難対策事業 ６，１５９

自主防災隊補助事
業

１６，４２１

 ２． ①自治会、自主防災隊、企業及び小中学校等からの要請に
応じ、防災講習や防災訓練を実施した。
②住民主体で行うタウンウォッチングの説明会を行い、住
民同士が危険箇所や避難経路等の情報共有を行うため、防
災情報を記載した防災マップを作成した。
③地震発生時に家具の転倒による死傷者を出さないため
に、高齢者等を対象に家具固定事業を実施した。
④地域の自主防災組織活動の中心的役割を担うリーダーの
育成を図るため、研修会を開催した。

地域防災力向上支
援事業

５，２７４

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市自主防災補助金等交付要綱に基づき、自主防災隊
及び自治会の行う防災事業・活動に対し補助を行った。
自主防災隊訓練助成金　　 ２，８８０千円　　９６件
防災補助金　　　　　 　１３，５４１千円  １１９件

156,495

887,504 決 算 額 の 財 源 内 訳

788,309 一般財源
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    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

施 策 の 成 果

 １． ○津波からの避難困難地に対する緊急避難所として、津波
避難施設等の整備を実施した。

①平成28年度現年分
　・村松町津波避難施設
　　　照明設置工事
　・磯町津波避難施設
　　　マウンド整備工事（継続費）
　・東豊浜町津波避難施設
　　　用地買戻し・地質調査・建築設計
　・二見町今一色津波避難施設
　　　地質調査・建築設計
　・その他避難所の整備
　　　避難所看板

②平成27年度から一部繰越
　・二見町西津波避難施設
　　　用地造成工事

③平成27年度から繰越
　・磯町津波避難施設
　　　マウンド上屋建築工事
　・二見町西津波避難施設
　　　建築工事・防火水槽設置工事・舗装工事・監理業務

【当初予算における計画、内容】
　・村松町津波避難施設
　　　照明設置工事
　・磯町津波避難施設
　　　マウンド整備工事（継続費）
　・東豊浜町津波避難施設
　　　用地買戻し・地質調査・建築設計
　・二見町今一色津波避難施設
　　　地質調査・建築設計
　・その他避難所の整備
　　　避難所看板
　
【過去２ヵ年の実績】
平成27年度　　　　　　　　　　　　　 　　713,388千円
　・大湊町津波避難施設
　　　舗装工事・防火水槽設置工事
　・一色町津波避難施設
　　　用地造成工事･建築工事
　・有滝町津波避難施設
　　　建築工事
　・磯町津波避難施設
　　　用地買戻し・マウンド設計
      ・マウンド整備工事（継続費）
　・二見町西津波避難施設
　　　用地買戻し・用地造成設計・解体工事
      ・用地造成工事・建築設計
　・東豊浜町津波避難施設
　　　用地測量
　・二見町今一色津波避難施設
　　　用地測量
　・その他避難所の整備
　　　外付階段設置
　　　避難看板設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置

避難所等整備事業 ６２６，３２９

事 業 名 決 算 額

防災施設整備課
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決算書
1        頁

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 災害時に、自分自身や家族の支援だけでは避難すること
が困難な方が迅速・安全に避難支援等が受けられる体制を
整えるため、対象者に対し、災害時要援護者への登録を図
るとともに、災害時要援護者支援ネットワーク代表者会議
を開催して制度の推進を図った。
  登録者（平成２９年３月３１日時点）　２，７４７人

災害時要援護者対
策事業

４３６

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市と市社会福祉協議会が関係団体などと協働して運営す
る市災害ボランティアセンターに関して、有事の際に円滑
な対応ができるよう、各種の取り組みを行った（市社会福
祉協議会への負担金により実施）。

災害ボランティア
支援事業

９５０

平成26年度
　津波避難施設整備　　　　　　　　　 　　371,909千円
　・村松町津波避難施設
　　　屋根設置設計･屋根設置工事
　・大湊町津波避難施設
　　　建築工事
　・一色町津波避難施設
　　　用地造成工事･建築設計
　・有滝町津波避難施設
　　　用地造成工事･建築設計
　・磯町津波避難施設
　　　用地測量･地質調査･マウンド設計
　・二見町西津波避難施設
　　　用地測量･地質調査･用地造成設計
　・その他避難所の整備
　　　外付階段設置
　　　避難看板設置
　　　小学校屋上フェンス設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置
　伊勢市津波対策事業検討業務委託
（危機管理課分）　　　　　　　　　　　　 　7,307千円
　戸別受信機設置　　178か所
（危機管理課分） 　　　　　 　　　　　　 　7,531千円
　観光客避難所誘導看板設置　16基
（観光振興課分）　　　　　　　　　　　　 　5,559千円

【事業を取りまく状況等】
・発生が危惧されている南海トラフ巨大地震等の災害から
  市民の生命を守るため、津波避難施設等の整備が急務で
  ある。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

 １． 土砂災害防止法に基づき、三重県が土砂災害（特別）警
戒区域に指定した地域において、住民の生命、財産を守る
ため、土砂災害ハザードマップを作成し、住民に配布する
ことで避難に関する周知を行った。
（概要）
　　　土砂災害ハザードマップ作成業務　一式　１件
　　　土砂災害ハザードマップ印刷業務　　　　２件
　　≪整備地域≫
　　　小俣町新村地内（H28.4.22区域指定（三重県））
　　　伊勢市宇治今在家町高麗広地内
　　　　　　　　　　（H28.10.28区域指定（三重県））

避難対策事業 ６，２２９

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）２．事務局費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

18,823 7,596

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1
1

177

2

○私立幼稚園就園奨励費補助金（国の補助事業）
国の基準に基づき、私立幼稚園に在園する市内在住園児

の保護者に対して世帯の所得状況に応じて入園料及び保育
料の補助を行った。
　・補助金支給者数：　　　４７２人
　・補助金支給額　：６１，４２０千円
○私立幼稚園及び私立認定こども園保育料補助金

市内の私立幼稚園及び私立認定こども園に在園する市内
在住の４歳～５歳児の保護者に対し、保育料の補助を行っ
た。
　・補助金支給者数 : 　　　  ６２２人
　・補助金支給額　 ：　３，１１０千円
○幼児教育育成補助金

市内私立幼稚園及び私立認定こども園の幼稚園経営の健
全化を図るため、幼稚園の運営費に対して補助を行った。
　・補助金支給額　： １０，３３４千円

私立学校等振興助
成事業

７４，８６４

通学安全対策事業

 ２．

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

754,904 決 算 額 の 財 源 内 訳

736,229 一般財源

709,810

主要地方道伊勢南島線を通学路としている宮川中学校の
生徒の通学上の安全を確保するためにスクールバスを運行
した。

また、公共交通機関がなく、徒歩での通学が不可能な高
麗広地区の児童・生徒については、教育研究所の不登校対
策事業とあわせ市のマイクロバスを送迎利用し、児童生徒
の通学上の安全確保及び保護者の負担軽減を図った。

さらに、遠距離通学等の児童の通学上の安全確保と保護
者負担の軽減を図るため、通学定期代金の全額を助成し
た。

・宮川中学校スクールバス運行業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　２３，９２４千円
・遠距離通学等定期代助成　　　　４，５３６千円

２８，４６３
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    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1
1

177

2

 ２．

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 小中学校の適正規模化・適正配置を推進するため、第１
期に統合予定の小中学校において、保護者や地域住民に対
する説明会や統合準備会の開催、統合する学校間の事前交
流等を行った。

また、伊勢市立小中学校適正規模化・適正配置基本計画
（案）の見直しに係る検討会を設置し、計画見直しを行っ
た。
・統合準備会だよりの発行　　　　　 ２００千円
・行事用バス借上、施設使用　　　 　８３１千円
・検討会報償費、お茶代　　　　　　 １５３千円
・印刷用消耗品費等                   ７８千円

小中学校適正規模
化・適正配置推進
事業

１，２６２

宮川中学校・沼木中学校統合校である伊勢宮川中学校と
二見小学校・今一色小学校統合校である二見浦小学校の平
成２９年４月開校に伴い、統合対象校の閉校及び統合校開
校に向け準備を行った。

二見浦小学校開校に伴い、新たに運行を開始するスクー
ルバスの発着場とするため、今一色小学校プールを解体
し、整備を行った。

　・閉校式用及び統合校用等消耗品等　　   ７１４千円
　・校舎完成及び開校式パンフレット等印刷 ４７０千円
　・二見浦小学校開校に伴う各種修繕　　　 ８９９千円
　・二見小学校・今一色小学校引越業務委託 ９３４千円
　・学校統合に伴うピアノ等移設業務委託　 ２５３千円
　・二見浦小学校校旗等備品購入費　　　　 ８４３千円
　・閉校記念行事負担金（４校分）　　 ３，９９１千円
  ・伊勢宮川中学校部活動負担金　　 　２，６６９千円
　・今一色小学校プール解体工事　　　 ６，４４３千円
　・今一色小学校プール跡地舗装工事 　７，１６０千円
　・今一色小学校プール跡地外灯等設置     １９９千円
 
  【当初予算等における内容、計画】
　　当初予算額　　　１１，１０４千円
　　　・式典用、統合用消耗品費　　　　 　５８１千円
　　　・開校記念誌等印刷製本費　       　３６８千円
　　　・引越し等業務委託             １，６３０千円
　　　・統合校備品購入費　　　　　　 １，６０６千円
　　　・閉校記念行事負担金（４校分） ４，２５０千円
　　　・伊勢宮川中学校部活動負担金　 ２，６６９千円
　　９月補正予算額　１５，７００千円
　　　・今一色小学校プール解体及び舗装工事
　
　【過去２カ年度の実績】
　　平成２８年度新規事業
　
　【事業を取りまく状況等】
　　・小中学校の適正規模化・適正配置に取り組むなか
　　で、初めての統合校２校が平成２９年４月に開校を
　　迎えた。平成３１年４月には、豊浜中学校・北浜中
　　学校統合校である桜浜中学校が開校予定である。

統合校開校準備経
費

２４，５７５

学校統合推進室

事 業 名
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    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

 １． 子どもたちが音楽や美術・科学等に触れる機会を支援
し、また、成果を発表する場を設けることにより、児童生
徒の学習意欲を高めるとともに豊かな感性を養った。

○科学創作展
　・内容　　：児童生徒の科学的な作品や創意工夫した
　　　　　　　創作的な作品を展示し、一般に公開した。
　・委託先　：伊勢市科学創作教育振興会
　・開催日　：平成２８年９月３日・４日
　・開催場所：伊勢市生涯学習センター　いせトピア
　・委託料　：２１８，１４１円

○教育美術展
　・内容　　：児童生徒の絵画、工作、書写作品を展示
　　　　　　　し、一般に公開した。
　・委託先　：伊勢市教育美術展運営委員会
　・開催日　：平成２８年１２月３日・４日
　・開催場所：ハートプラザみその
　・委託料　：２５６，０５２円

○伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
　・内容　　：児童生徒による合唱・吹奏楽・太鼓の演
　　　　　　　奏会が行われた。
　・委託先　：伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
　・開催日　：平成２８年１１月１１日
　・開催場所：伊勢市観光文化会館
　・委託料　：２，２０４，９８６円

○伊勢まつり「小学生連合鼓笛隊パレード」「中学生吹奏
楽」
　・内容　　：平成２８年１０月８日・９日伊勢まつり
　　　　　　　で行なわれる予定であった、小学生によ
　　　　　　　る鼓笛パレード及び中学生による吹奏楽
　　　　　　　は、雨天のため中止となった。
　　　　　　　　なお、進修小学校による宇治地区鼓笛
　　　　　　　パレードは無事行われた。
　・委託先　：伊勢まつり鼓笛・イベント実行委員会
　・開催日　：平成２８年１０月１７日
　・開催場所：進修小学校からおはらい町
　・委託料　：１，４２１，４２０円

○伊勢市小学生演劇鑑賞運営委員会
　・内容　　：小学校２４校６年生児童全員を対象に劇団
　　　　　　　四季の鑑賞会を行った。
　・委託先　：伊勢市小学生演劇鑑賞運営委員会
　・開催日　：平成２８年１０月６日
　・開催場所：伊勢市観光文化会館
　・委託料　：１，４８２，７７５円

学校行事開催事業 ５，５８３

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

177

2
2

177

3
3

177

4

１４７

 ２． 地域人材や学生を、学習支援員・教育支援ボランティ
ア・学校安全ボランティアとして活用することで、学習環
境の整備に努め、個に応じたきめ細かな支援や指導を行
い、特別支援教育の充実や確かな学力の定着を図った。ひ
いては、地域社会の学校教育への理解と協力を求め、開か
れた学校づくりを推進した。

【学習支援員】
　○配置および活動状況 （平成２９年３月３１日現在）
     小学校１８校 ５１人　うち２人複数校勤務
   　中学校１１校 ２０人　うち１人複数校勤務
【教育支援ボランティア】
　○登録者数　１６２人（平成２９年３月３１日現在）
　○活動人数　１４９人（平成２９年３月３１日現在）
　　　内訳（学習支援９６人、学校図書館支援８人、
　　　　　　部活動支援８人、保育活動補助３０人、
　　　　　　日本語指導４人、心の支援１人、
　　　　　　その他２人）
　○活動回数　４，１９６回
　　　　他に皇學館大学生等の大学生も活動。
【学校安全ボランティア】
　○登録者数　６５８人
　（小学校２３校、中学校１校：各校区で随時活動）

学校教育支援事業 １１４，４１０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 次年度就学予定児及び小中学校に在籍する児童生徒につ
いて、障がいの種類や程度等を的確に把握するとともに、
その保護者等に適切な情報を提供し、観察活動・教育相談
を通じ、一人ひとりに応じた就学指導を行った。

就学指導委員会経
費

 ４． 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を
行うために、特別支援教育体制整備をすすめた。専門家
（臨床心理士・特別支援学校教諭・発達相談員等）による
市内保幼小中への巡回相談や、教職員の研修会、保護者啓
発のための講演会等を実施した。

特別支援教育推進
事業

４０８
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決算書
4        頁

177

5
5

177

6
6

177

7
7

177

8

 ７． キャリア教育の一環として、働くことの意義･目的を学
び、職業観・勤労観を育てるために、中学２年生を対象と
して３日間の職場体験学習を実施した。
職場体験学習参加生徒数：１，１０５名
協力事業所数：のべ３６６事業所

未来へチャレン
ジ！職場体験推進
事業

１，５０３

 ５． 自然や環境、伝統文化、福祉やボランティア等に関する
体験学習など、創意工夫を生かした学習活動を通して、児
童･生徒が、「やさしいまち伊勢市」のまちづくりについ
て考え、気づき、行動する取組を支援した。また、幼稚園
において地域の人とのふれあいを通した体験を行うこと
で、地域のよさや愛着を感じることができるように支援し
た。
①「やさしいまち伊勢市発見大賞」の実施
ユニバーサルデザインの部、発見・体験エピソード作文の
部、俳句・川柳・短歌の部の３部門に分けて市内の小中学
生を対象に、作品を募集した。今年度の応募総数は983
点。そのうち、市長賞３点、教育長賞３点、優秀賞各部門
小中学校で計６点、入賞各部門小中学校で計１１点を決定
した。入選作品集を作成し、入賞者の他小中学校３６校、
各関係機関に配布した。
②事業推進校の取組
小学校１１校、中学校４校、幼稚園１園が、児童生徒が地
域の人との交流（ふれあい）や地域探検を通して、高齢者
や障がい者が住みやすいまちづくりについて考え、気づ
き、行動する取組を展開した。
③子ども未来会議
誰でも安心して暮らせる伊勢市のまちづくりについて、小
中学校児童生徒代表が意見交流した。
④赤ちゃんとのふれあい体験等を通したいのちの学習
市内４中学校で、明照浄済会と連携したいのちの学習のプ
ログラムを実施した。その他の中学校においても、学校独
自に講師を招聘していのちの学習を進めていった。

子どもたちとつく
る「やさしいまち
伊勢市」支援事業

２，５７７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． 伊勢市におけるいじめ防止等に資する対策を総合的かつ
効果的に進めるため、平成２７年１０月に策定された「伊
勢市いじめ防止基本方針」の内容について各学校に周知を
図り、いじめの防止に努めた。

また、伊勢市のいじめ問題対策を充実させていくこと、
市内の関係機関団体の連携を図っていくこと、重大事態へ
の対処の体制を充実させていくことを定めた「伊勢市いじ
め防止対策推進法施行条例」の内容について各学校に対し
て周知を図った。
伊勢市いじめ問題対策連絡協議会
　　　　　　　　　　　　　　２回開催（５月、２月）
伊勢市いじめ問題対策委員会　２回開催（７月、２月）

いじめ防止対策推
進事業

１１５

 ６． 児童生徒の学力を向上させるために、学力検査を全小中
学校で実施し、きめ細かな指導に生かした。研究指定校５
校で教育課程一般について研究を進めた。教育課程一般の
指定校においては、研究の成果を市内の全小中学校に向け
て公開し、研究協議を行った。授業改善事例をまとめた報
告集を作成し、関係各所に配布し、報告と成果の還元に努
めた。

学びのグレード
アップ総合推進事
業

８，７５３
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8        頁

177

9
9

177

10

（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）３．教育研究所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

111 34

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1
1

177

2

 ２． 「いじめ」の早期発見・早期対応・未然防止のため「子
どもの人間関係づくり」の研究を行った。

全小中学校で、よりよい学校生活と友達づくりのための
アンケート（hyper-QU）を実施し、その結果・分析に基づ
いた研修会を行い、学級集団づくりを支援した。また、非
常勤講師を配置し研究体制の強化を図った。

　・非常勤講師賃金　　　　　　４０，０３１千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　４１千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　１０６千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　５，７７６千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　６９３千円

子どもリレーショ
ンシップ総合推進
事業

４６，６４７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 教育に関する今日的、将来的な課題について研究を進め
るとともに、教職員・保護者・市民対象の研修講座を開催
し、市内保幼小中学校の教育力向上を図った。
　研究　　　 　６件
　研修講座 　１８講座

教育研究研修推進
経費

２，８０３

237,470 決 算 額 の 財 源 内 訳

226,259 一般財源

226,114

教 育 研 究 所

 10． ８月６日に行われた広島平和記念式典に、各中学校から
生徒代表２名（男女各１名）と、引率教員２名、指導主事
２名を派遣し、平和学習を深めた。報告会を開催するとと
もに、広報いせ、ケーブルテレビの活用や、報告文集を作
成し、市内各所で移動展示を行うなど、広く市民に平和の
尊さを伝えた。

非核・平和運営事
業

１，１１３

 ９． 国家社会に貢献する有用な人材を育成するため、学校教
育法による大学・高等専門学校・高等学校に在学する学生
生徒で、経済的理由により修学困難な者に対し、奨学金を
支給した。
県外大学：  ９人　県内大学：８人
公立高校：２４人　私立高校：８人
公立高専（１～３年）：０人
私立高専（１～３年）：０人
県内高専（４～５年）：２人　　　　　計　５１人

奨学金育英事業 ４，１６９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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177

3
3

177

4
4

179

5
5

179

6

７１，０９５

 ６． 中学校教育用コンピュータの整備・管理により、次世代
型の学習環境構築を進め、わかりやすい授業の実現、生徒
の情報活用能力の育成を図った。

中学校教育用コン
ピュータ管理経費

３４，０１９

 ４． 登校しぶり、ひきこもりや、学校に行きたくても行けな
い児童生徒の社会的に自立した学校復帰を目的に、教育支
援センターＮＥＳＴでは、個に応じた生活や学習の指導及
び支援を行った。また、学校にも教育支援センターにも行
けない児童生徒への支援を充実させるため、教職経験のあ
る相談員２名を配置し、児童生徒、保護者及び学校の支援
体制を充実させた。
　
  通級児童生徒数　　　　　　２８名
  相談件数(述べ件数)　１，０１３件
  (電話 662件、来所 179件、学校訪問 172件)

　・相談員、運転手賃金等　　　　６，７３３千円
　・自立支援員賃金等　　　　　　１，９９９千円
　・活動支援ボランティア経費　　　　２１７千円
　・研修会等経費　　　　　　　　　　１０２千円
　・体験活動経費　　　　　　　　　　　８５千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　２１３千円
　・研究委託経費　　　　　　　　　　３００千円

不登校対策ハーモ
ニーハート総合推
進事業

９，６４９

小中学生の教育、不登校及びいじめ等の問題について、
学校や保護者等からの相談に対し、教育コンサルタントが
電話や面接等により対応するとともに、状況に応じ学校訪
問や家庭訪問を行った。さらに、児童生徒・保護者を対象
に、臨床心理士によるカウンセリングを実施し、専門的か
つ継続した指導及び心のケアを図った。
・教育相談件数 　　　　４８件
・カウンセリング １，１２９件

・コンサルタント賃金等　　　　　８，９６０千円
・臨床心理士、緊急支援員経費　１４，２７３千円
・活動消耗品　　　　　　　　　　　　１６２千円

スクールサポート
事業

２３，３９５
 ３．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 小学校教育用コンピュータの整備・管理により、次世代
型の学習環境構築を進め、わかりやすい授業の実現、児童
の情報活用能力の育成を図った。

小学校教育用コン
ピュータ管理経費
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）４．人権教育費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1
1

179

2
2

179

3

（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）５．教育集会所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1
1

179

2

 ２． 教育集会所を管理運営するために、嘱託職員（４名）を
配置するとともに、光熱水費・消耗品費・備品費・法定点
検費等を支出し、利用者（市内小中学生等）が安全快適に
利用できるように体制を整えた。

教育集会所管理経
費

１２，００１

12,283

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 子ども人権スクールを開催し、市内小中学生及び高校生
に人権学習の場と機会を提供した。また、小中学校への出
前学習や教職員研修を実施し、人権教育の推進に努めた。

教育集会所人権教
育事業

２８２

12,805 決 算 額 の 財 源 内 訳

12,283 一般財源

 ３． 中学校区を単位とした人権教育推進事業を中心に、各学
校での取組の充実に向けて、年間を通した計画的な取組が
実施できるよう事業を展開した。

市の委託事業として６中学校区に研究指定を行い、人権
教育の公開授業等を通して校区の連携強化を図った。ま
た、全小中学校で取り組んだ人権作文をもとに、子ども人
権フォーラムを実施し、学校での人権学習の推進を図っ
た。

人権教育子ども輝
きプラン総合推進
事業

１，５１４

 ２． 人権教育の先進的な取組を学ぶために、研修会に参加
し、最新の情報や資料を得た。

「小中学校人権教育授業実践事例集（ＣＤロム・各学校
に１部ずつ配布）」「人権の芽（１,１００部）」を作
成・印刷し、各学校へ配布するとともに活用を促すこと
で、人権学習の推進に努めた。

人権教育推進一般
経費

２１１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権教育に関わる事業の充実を図るため、人権教育の研
究や研修会の開催などを伊勢市人権・同和教育研究会に事
業委託し、市内各小中学校等の加盟団体にて、実践の交
流・研修会の開催・人権教育のカリキュラムの研究等が行
われ、成果として研究紀要が発行された。

人権教育研究委託
経費

６７８

一般財源

39,416

学 校 教 育 課

40,206 決 算 額 の 財 源 内 訳

39,416
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）１．小学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,210 394

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

６００

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 小学校施設の安全・衛生面及び機能維持を図ることがで
きた。

【主な工事】
・下水道接続工事（早修小） 　　　　　６，１６７千円
・屋内運動場床塗装改修工事（厚生小ほか２校）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，８５０千円
・特別支援教室空調設備設置工事（神社小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，２４２千円
・防球ネット設置工事（佐八小） 　　　３，２８９千円
・トイレ改修工事（豊浜東小）　　　　 １，５６５千円
・プール改修工事（豊浜西小）　　　　 ７，７７７千円
・太陽光発電設備改修工事（御薗小）　 ４，７７４千円

小学校整備事業 ２８，７８４

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

492,737 決 算 額 の 財 源 内 訳

473,820 一般財源

461,216
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）２．小学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,624 151

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1
1

181

2
2

181

3

 ３． 経済的理由により、就学困難な児童に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。

なお、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度
新入学予定児童から、入学前の３月に支給することとし
た。
　・支給人数　５９１人
　　　(要保護　  ６人、準要保護 ５８５人）
　・平成２９年度入学予定者入学前支給人数　８０人
　　　　　　　　　　　　　 　　　　   　(準要保護)
【当初予算額】
　扶助費　３５,０３０,０００円

【過去２ヵ年度の実績】
  ・平成２７年度　支給人数　５４９人
　 　　（要保護　１０人、準要保護 ５３９人）
　・平成２６年度　支給人数　５３７人
　 　　（要保護　　６人、準要保護 ５３１人）

【事業を取りまく状況等】
一人親家庭や非正規雇用者の増加により、支給人数が増

加傾向にある。

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

３８，２８１

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　２４校（小学校全校）
・整備額　１０，１１２，１９２円

学校図書館充実経
費

１０，１１２

73,736

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
・整備校　２４校（小学校全校）
・整備額　１４，５６１，５９８円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品

科学技術教育の基盤となる小学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　４校（早修小学校ほか３校）
・整備額　４６４，０２２円
○特別支援教育設備整備

新設または増設された特別支援学級において、障がいに
適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　４校（明倫小学校ほか３校）
・整備額　１９６，３４４円

小学校教材整備経
費

１５，２２２

78,049 決 算 額 の 財 源 内 訳

75,511 一般財源
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）３．小学校建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1

（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）１．中学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,789

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

２５２

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 中学校施設の安全・衛生面及び機能維持を図ることがで
きた。

　屋上防水改修工事（御薗中）　　 　３３，１８２千円

中学校整備事業 ３３，１８２

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

260,078

337,614 決 算 額 の 財 源 内 訳

263,867 一般財源

112

学校統合推進室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　平成33年度開校に向け、統合校の設計等を行った。
　
  ・建築、土木設計業務委託　　　　 　４，０００千円
　　（平成２８・２９年度継続費）
　・土地売買契約書用印紙代　　　　 　　　１１２千円

神社小学校・大湊
小学校統合校整備
事業

４，１１２

331,281 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,112 一般財源
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）２．中学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,906 75

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1
1

183

2
2

183

3

 ３． 経済的理由により、就学困難な生徒に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。

なお、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度
新入学予定生徒から、入学前の３月に支給することとし
た。
・支給人数　３９０人
　　(要保護　６人、準要保護　３８４人）
・平成２９年度入学予定者入学前支給人数　８２人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（準要保護）

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

３９，４１５

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　１２校（中学校全校）
・整備額　８，０３９，１６７円

学校図書館充実経
費

８，０３９

128,655

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
・整備校　１２校（中学校全校）
・整備額　１３，６１４，８００円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品

科学技術教育の基盤となる中学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　４校（倉田山中学校ほか３校）
・整備額　２，１２５，４４０円
○特別支援教育設備整備

新設または増設された特別支援学級において、障がいに
適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　２校（豊浜中学校ほか１校）
・整備額　９８，６０４円

中学校教材整備経
費

１５，８３９

135,920 決 算 額 の 財 源 内 訳

130,636 一般財源
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決算書
3        頁

185

4
4

185

5

 ５． 中学校にスクールカウンセラーを配置し、生徒や保護者
の教育相談を実施した。また、教職員に対する臨床心理学
的な観点から適切な助言を行い効果をあげた。

スクールカウンセ
ラー活用事業

２１４

 ４． 英語を母語とする青年やそれと等しい環境で英語を身に
つけた青年を招致し、中学校の英語科及び小学校の外国語
活動等で、担当教員とともに指導に当たった。

ＪＥＴプログラムによる雇用３名と市直接雇用１０名の
計１３名を１～２の中学校区を中心に派遣した。また、２
名増員したことにより小学校だけに配置することも可能と
なった。

【当初予算における内容・計画】
　 当初予算額　５３，８５４，０００円
　 ＡＬＴ　１３名
　　（ＪＥＴプログラム３名、市直接雇用１０名）
【過去２か年度の実績】
   平成27年度　４４，１６４，５０８円
　 平成26年度　４３，４９３，５０８円
　 ＡＬＴ　１１名
　　（ＪＥＴプログラム３名、市直接雇用　８名）
　
【事業を取りまく状況】

伊勢志摩サミットが開催され、外国への興味関心がより
高まっている。さらに、平成３２年度から完全実施される
新学習指導要領においても、小学校での外国語早期化、教
科化が示され、学校におけるＡＬＴの活躍が期待されてい
る。

ＡＬＴ活動事業 ５１，３８７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）３．中学校建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

653,288 5,826 2,382,000 22,767

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成31年度開校に向け、統合校建設予定地の造成工事等
を行った。

　・造成工事                     １５１，１８８千円
　・調整池設置工事　　　　　　　 ３０６，８９５千円
  ・風塵対策工事　　　　　　　　　　　 　９７２千円
  ・給水装置設置に係る手数料　　　　　　　　 ２千円
　
　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　３４０，０００千円
　　・調整池設置工事費
　　繰越予算額　　１７３，９００千円
　　・造成工事費

　【過去２カ年度の実績】
　　平成２６年度　２５９，６９５千円
　　・統合校建設予定地取得費
　　・建築、土木設計業務委託
　　　（平成２６・２７年度継続費）
　　平成２７年度　２２７，１４７千円
　　・建築、土木設計業務委託
　　　（平成２６・２７年度継続費）
　　・造成工事
　　・建築確認申請等手数料
　　・土地購入費（用悪水路部分)
　
　【事業を取りまく状況等】
　　・桜浜中学校として、平成３１年４月開校予定。
　　・統合校建設予定地は航空機による騒音が生じる地
　　域であるため、文科省に加え防衛省からも補助を受
　　ける予定。

豊浜中学校・北浜
中学校統合校整備
事業

４５９，０５７

3,244,540 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,214,331 一般財源

150,450

学校統合推進室
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決算書
1        頁

185

2

決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 平成29年度開校に向け、統合校の建築工事を行った。ま
た、統合校建設に伴う仮設校舎賃借、新校舎への引越業務
委託、備品購入等を行った。

　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（平成２７・２８年度継続費）
　　　　　　　　　　　　　　 ２，５６２，７６２千円
　・校舎及び屋内運動場付属棟整備等工事
　　　　　　　　　　　　　　 　　１４５，８９７千円
　・仮設校舎賃借（平成２６～２９年度）
　　仮設体育館賃借（平成２７～２９年度）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　３０，０６７千円
　・伊勢宮川中学校校旗等備品購入費　 ８，３０７千円
　・完了検査申請等手数料　　　　　　　　 ４７８千円
　・ネットワーク配線業務委託　　　　 ３，６９４千円
　・引越関連業務委託等　　　　　　　 ４，０６９千円
　
　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　２，３３０，６１５千円
　　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　　仮設校舎賃借、引越業務委託等
　　繰越予算額　　　　４４０，４４５千円
　　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託

　【過去２カ年度の実績】
　　平成２６年度　　　１７３，９９９千円
　　・耐力度調査業務委託
　　・建築設計業務委託（平成２６・２７年度継続費）
　　・仮設校舎賃借等
　　平成２７年度　　　５８８，７０７千円
　　・建築設計業務委託（平成２６・２７年度継続費）
　　・仮設校舎及び体育館賃借
　　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　　　　　　　　　　（平成２７・２８年度継続費）
　　・校舎、屋内運動場解体工事等
　
　【事業を取りまく状況等】
　　・伊勢宮川中学校として、平成２９年４月に開校。
　　・平成２９年度に仮設校舎及び体育館撤去後に、
　　グラウンド整備を行う。

宮川中学校・沼木
中学校統合校整備
事業

２，７５５，２７４

事 業 名
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）１．社会教育総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）３．文化振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

289

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1
1

187

2

 ２． 市民が文化芸術に親しむとともに、文化芸術活動の成果
を発表する場として、市民芸能祭・美術展覧会・赤ちゃん
から大人までみんなで楽しめるコンサート・市民交流茶
会・短詩型文学祭など様々な文化芸術イベントを開催し、
市民文化の向上を図った。
【当初予算における内容、計画】
・当初予算額　３，７９２千円
【過去２ヵ年度の実績】
・平成２８年度新規事業
【事業を取りまく状況等】
・市民の美術・音楽への関心度は高く、文化施設に行きた
くなるようなイベントの実施が求められている。
・文化芸術の鑑賞・体験及び文化活動の成果を披露する機
会を提供する。
・多様な文化芸術活動の継承と発展をめざし、優れた文化
芸術を身近な場所で味わい、親しむ機会の拡充を図る。

芸術祭開催事業 ３，７５８

 １． 子どもたちに豊かな心と感性を育むとともに、次世代へ
の文化の継承を図るため、茶道、合唱、バレエ、演劇など
の文化芸術の体験講座を実施した。

体験講座は、伊勢市文化協会の会員（茶道協会、バレエ
団体等）が各学校へ出向く出前講座方式で行っている。

文化芸術体験推進
事業

１２０

52,057

文 化 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

55,923 決 算 額 の 財 源 内 訳

52,346 一般財源

90,420

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　社会教育委員兼公民館運営審議会兼生涯学習推進協議会
・委員数　１１名
・会議

社会教育関係事業の実施状況等について、審議を行っ
た。

また、平成２８年度に福井県敦賀市で開催された第４７
回東海北陸社会教育研究大会の参加者による報告を行っ
た。
・委員研修
　第４７回東海北陸社会教育研究大会に参加した。

三重県社会教育委員連絡協議会主催の研修会等に参加し
た。

社会教育推進事業 ３８５

90,420 一般財源

91,930 決 算 額 の 財 源 内 訳
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決算書
2        頁

187

3
3

187

4
4

189

5
5

189

6
6

189

7
7

189

8

 ８． 全国規模の文化芸術大会の出場者に対し、激励金を交付
した。また、出場をお祝いするため、庁舎に懸垂幕を掲出
した。

全国大会等参加激
励事業

９６１

 ７． 博物館等の文化資産を紹介するためのマップ「伊勢まる
ごと博物館」を作成し、市内博物館等で配布した。また、
小学生の郷土学習に携わる小学校教員を対象に、社会科副
読本に登場する偉人や史跡を現地に赴いて学ぶ「わたした
ちの伊勢市フィールド講座」を開催した。

全市博物館構想推
進経費

１６７

 ６． 平成１８年に指定された国名勝「二見浦」の適切な整
備、活用及び運営を行うためのものである。平成２８年度
は、名勝指定地内における現状変更等の取扱いを調査審議
するため、名勝二見浦保存管理計画運営委員会を２回開催
した。

二見浦保存管理計
画運営経費

１６６

 ５． 市内の指定文化財や史跡等に対し、文化財案内板を設置
することにより、その所在を明らかにし、来訪者への周知
を図るためのものである。平成２８年度は、「伝結城宗広
旧跡」板面と誘導標識の新設、「河崎商人館中橋駐車場」
案内標識の建替え、「船蔵跡」板面と支柱の修繕、「旧豊
宮崎文庫」案内板への英語ガイド用ＱＲコードステッカー
貼付を行った。

文化財案内板設置
事業

６０８

 ４． 伊勢市内で伝承されている指定無形民俗文化財等の連綿
とした保存継承を支援するため、補助金の交付を行った。
【交付先】
・馬瀬町狂言保存会他２４団体

指定無形民俗文化
財等保存継承事業
補助金

１，９０９

 ３． 指定文化財等の適正な保存管理を図るため、補助金を交
付した。
【平成２８年度対象事業及び市補助金決算額】
○国有形文化財木造薬師如来坐像収蔵庫修繕事業
・補助事業者　宗教法人　明星寺
・補助金　　　３９０千円
○国史跡離宮院址環境整備事業
・補助事業者　官舎神社氏子総代会
・補助金　　　１５５千円
○重文 神宮祭主職舎本館（旧慶光院客殿）建造物保存修
理事業
・補助事業者　宗教法人　神宮
・補助金　　　５，５２３千円

文化財保存整備事
業補助金

６，０６８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）４．青少年対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

189

1
1

189

2
2

189

3
3

189

4

 ４． ・非行少年の早期発見と指導
　実施回数：５３１回、活動人数：１，４７８人
　指導人数：２４５人（前年比△４３人）
・相談活動
　面接相談：２件、電話相談４件（前年比△１件）
・有害環境浄化活動
　三重県の立入調査活動：１０回

相談センター管理
運営事業

３，９９９

 ３． 市内の各中学校区から推薦を受けた新成人代表（２６
名）による「新成人のつどい実行委員会」を設立し、自ら
企画・運営を行い、「新成人のつどい」を実施した。
　日時：平成２９年１月８日（日）
　場所：伊勢市観光文化会館
　出席者数：１，０７９人（出席率８５．６％）

成人式開催事業 １，１４５

 ２． 伊勢市と飯田市の小学生の代表が交流し、両市の親睦を
図るとともに、次代を担うリーダーを養成することを目的
に、伊勢市・飯田市小学生交流会を実施した。
　日時：平成２８年８月４日（木）～５日（金）
　場所：長野県飯田市内（伊勢市の小学生が訪問）
　参加児童：伊勢市小学校代表　３６人
　　　　　　飯田市小学校代表　２７人

飯田市交流会実施
事業

９０３

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・研修会の開催
　　平成２８年８月２０日（土）

「基調講演：性別って２つだけ？～知らないじゃ済まさ
れないＬＧＢＴ～」
　「活動者事例発表」
・啓発活動
　　啓発物品の贈呈
・関係団体及び中学校区青少年健全育成協議会との連携

青少年健全育成推
進事業

１，７１１

8,271 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,813 一般財源

7,813
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）５．図書館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1
1

191

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）６．生涯学習費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,256 509

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1

3,230

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○生涯学習講座の実施
生涯学習の学習機会と学習場所を提供するため、二見・

小俣・御薗の各公民館等で、生涯学習講座を開催した。

・公民館講座内訳
　二見公民館　１１講座（受講者１４２人）
　小俣公民館　１８講座（受講者３０３人）
　御薗公民館　１５講座（受講者２３０人）

○伊勢文化サークル協会活動への助成
生涯学習サークルの集合体である、伊勢文化サークル協

会の活動（自主事業及び文化祭等）に補助を行った。

生涯学習推進事業 ２，６３２

5,099 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,995 一般財源

 ２． 赤ちゃんと保護者に「絵本」と「赤ちゃんと絵本を楽し
む体験」をプレゼントする活動。赤ちゃんと保護者が、絵
本を介して、心ふれあう時間を持つきっかけを届ける。対
象赤ちゃんに絵本２冊とアドバイス集が入ったブックス
タートパックを図書館、１歳６ヶ月児健診で配布した。
　配付数　９１５人

ブックスタート支
援事業

１，６２０

165,097

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料について、利用者のニー
ズや分野別のバランスをとりながら購入し、図書館利用の
促進を図った。
　図書
　　伊勢図書館　７，７０８冊
　　小俣図書館　５，２２６冊
　雑誌
　　伊勢図書館　１，８６４冊
　　小俣図書館　２，０８１冊
　視聴覚資料
　　伊勢図書館　　　　３４点
　　小俣図書館　　　　３９点

図書整備経費 ２８，３５６

166,481 決 算 額 の 財 源 内 訳

165,097 一般財源
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決算書
1        頁

191

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）７．生涯学習センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

28,660 141,100 745

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1

生涯学習センター
空調設備改修事業

１７７，２３７

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市生涯学習センターは、竣工から20年あまりを経過
し、空調設備の機能不全を生じていたため、空調設備の改
修を行った。
　・空調設備改修工事　１７７，２３７千円

　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　２００，０００千円
　　・空調設備改修工事

　【過去２ヵ年度の実績】－
　
　【事業を取りまく状況等】
　　・全ての空調設備が集中方式から個別方式となり、省
　　　エネ効果及び故障時のリスク分散が図られる。

276,471 決 算 額 の 財 源 内 訳

265,782 一般財源

95,277

 ２． 地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で健やか
な活動場所を確保するため、「放課後子ども教室」及び
「地域による土曜日等の教育支援事業」を実施した。

事業実施にあたって、伊勢文化サークル協会の協力を得
て、子どもたちに様々な体験・活動を提供した。

・名　称
　「放課後子ども教室」
　「地域による土曜日等の教育支援事業」
　（伊勢市における呼称：いせ子どもチャレンジ教室）

・実施講座数
　「放課後子ども教室」３５講座（受講者６６９人）
　「地域による土曜日等の教育支援事業」１０講座
　（受講者１７５人）

放課後子ども総合
プラン推進事業

２，３６３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）２．学校保健費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

17,873

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1
1

193

2

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）３．学校給食費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1
1

195

2
2

195

3
3

195

4
4

195

5

 ５． 児童生徒が生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな
人間性を育む基礎を作ることを目的に、学校・家庭・地域
が連携しそれぞれの学校・地域の特色を活かした食育の取
組を実施した。

食育推進事業 ８５８

 ３． 老朽化した大型備品の更新を行い、衛生管理を徹底し
た。給食施設整備経費 ６，１７９

 ４． 中学校給食共同調理場の運営・管理を行い、市内共同調
理場方式実施１２中学校の生徒へ、安全・安心でおいしい
給食を提供した。

中学校給食共同調
理場管理経費

１７６，２３３

「安全でおいしい学校給食」が円滑に提供できるよう、
給食調理従事者の健康管理、衛生管理等を実施し、設備の
充実、食中毒の防止等に努めた。

学校給食管理経費 １６８，４１７

 ２． 学校給食が円滑に実施できるよう、施設の維持管理に努
め、安定した学校給食運営を図った。学校給食施設維持

管理経費
３，２７１

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

506,317 決 算 額 の 財 源 内 訳

492,164 一般財源

492,164

 ２． 県費負担教職員を対象に定期健康診断を実施し、健康の
保持増進を図った。教職員健康管理事

業
４，７１１

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 学校保健安全法に基づく健康診断として、児童生徒及び
幼児に対し、校医等による内科、歯科検診を実施するとと
もに、専門医、学校薬剤師による各種検診、検査を実施
し、幼児児童生徒の健康管理に努めた。

児童生徒保健管理
事業

７７，９７８

90,652 決 算 額 の 財 源 内 訳

86,780 一般財源

68,907
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）４．体育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,641

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1
1

195

2
2

195

3

 ３． 生涯スポーツ社会の実現に向けて、地域のスポーツ施設
を拠点として、子どもから高齢者まですべての地域住民
が、各自のニーズに沿って気軽にスポーツ活動に参加でき
る、地域住民主体の総合型地域スポーツクラブの育成を図
るとともに、各クラブにおいては、年間を通じて多くのス
ポーツ教室や大会等を開催した。
 
   ・クラブ数：8クラブ　会員数：3,680人

総合型地域スポー
ツクラブ育成事業

７，９２０

 ２． 生涯スポーツの普及・振興のため各種の市民スポーツ行
事を開催した。

　・いせスポーツフェスティバル2016
  　　ちびっこ超人選手権
  　　開催日：H28.6.26　参加者数：332人
　・いせスポーツフェスティバル2016
　　　ニュースポーツ体験会
　　　開催日：H28.10.10　参加者数：88人
　・市民ふれあいウォーキング
　　　開催回数：5回　参加者数：867人
　

生涯スポーツ推進
事業

５，５７８

 １． 各地域において、スポーツ行事、スポーツ教室等を開催
し、地域におけるスポーツの普及及び振興を図るととも
に、地域住民に対し指導助言を行った。また、市主催の行
事についても企画立案・運営を行い、生涯スポーツの振興
に貢献した。

　・委員数：61人

スポーツ推進委員
事業

３，０１９

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

74,862

国 体 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成30年高校総体及び平成33年国民体育大会を伊勢市で
開催するための準備として、開催先進市町や平成28年開催
市町の視察を行った。（岡山市・天童市ほか）

また、事業推進に向けた事務体制を整備するため事務所
の設置準備を行った。
　　◆決算額
　　　嘱託賃金等　　　２，１６６千円
　　　視察旅費等　　　１，９２８千円
　　　事務所準備経費　４，１４０千円

国民体育大会準備
経費

８，２３４

86,282 決 算 額 の 財 源 内 訳

77,503 一般財源
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決算書
3        頁

195

4
4

197

5
5

197

6
6

197

7
7

197

8

５，３５０

 ８． スポーツ課と文化振興課が三重県と連携して、沢村栄治
生誕100周年記念事業を実施した。

　・プロ野球オープン戦
　　　ダイムスタジアム伊勢（倉田山公園野球場）で、
　　　巨人対日本ハムのオープン戦を開催し８，５１４人
　　　の方々に来場いただいた。
　　　また、市内小中学生等２７０人を招待し、選手との
      交流を行った。

沢村栄治生誕100周
年記念事業

４，１８９

 ６． 伊勢市体育協会の各競技団体が主体となって、種目普及
やジュニアから大人までの競技力向上のための大会や教室
を開催した。

　・ジュニア育成事業：14競技14事業開催
　・競技スポーツ事業：14競技14事業開催
　・種目普及事業：9競技9事業開催
　・指導者育成事業：2競技2事業開催
　・公認スポーツ指導員資格講習負担金：5競技
　・審判員資格取得負担金：5競技

競技スポーツ推進
事業

４，８８３

 ５． 各種スポーツ大会で予選大会等を経て、全国大会に出場
する個人や団体に激励金を支給している。
　
　・支給件数 　163件
　・支給額 　　6,200,000円
　・主な大会　 全国高校総体、国民体育大会等

　・リオデジャネイロオリンピックに本市出身の尾西美咲
　　選手が陸上競技女子5000メートルに出場したため、小
　　俣図書館２階ホールにおいて、パブリックビューイン
　　グを開催し、市民一体で応援した。
　　　開催日：H28.8.16　参加者数：150人

全国大会等参加激
励事業

６，７７３

 ４． 子どもたちのスポーツ活動に関する視野を広げスポーツ
を楽しむ子どもたちを増やすとともに、規律ある団活動を
通じて、子どもたちの心身の健全な育成を図った。
　
　　団数：40団　団員数：1,128人

　・第22回ダイワハウス全国少年少女野球教室開催
　　開催日：H28.5.8　　参加者数：185人

スポーツ少年団育
成事業

２，５０９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 　全国的な各種スポーツ大会を開催した。
　
　・第64回神宮奉納社会人野球JABA伊勢松阪大会
　　　開催日：H28.9.30～10.5　参加者数：447人
　・第32回神宮奉納全日本ソフトテニス大会
　　　開催日：H28.10.22～23　参加者数：270人
　・2016中日三重お伊勢さんマラソン（観光予算）
　　　開催日：H28.12.3～4　当日参加者数：10,888人
　・第28回都道府県対抗全日本中学生ソフトテニス大会
　　　開催日：H29.3.26～28　参加者数：869人

集客誘致大会開催
事業
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    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）５．体育施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

66,400 69,182

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1
1

197

2

 ２． 安全で快適なスポーツ施設の充実を図るため、体育施設
の老朽箇所の修繕及び改修を行い、各施設の機能修復、向
上を図った。
　
　御薗B&G海洋センタープール改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５，３４７千円
　倉田山公園野球場照明塗装工事　　　　１，２４０千円
　大仏山公園スポーツセンター照明設備修繕工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，５９４千円

体育施設整備事業 ３２，０６１

156,804

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市のスポーツ振興のため、各種スポーツを楽しむ市
民が施設を快適に利用できるように、年間を通じて適正な
運営、維持管理を行った。

体育施設管理運営
経費

１９０，４１４

312,956 決 算 額 の 財 源 内 訳

292,386 一般財源

 １． 沢村栄治生誕１００年を記念し、沢村栄治生誕１００周
年記念展と山田雅人語りの世界「沢村栄治物語」を開催し
た。記念展は１，４２５人、山田雅人語りの世界は２７７
人が観覧した。

沢村栄治生誕100周
年記念事業

１，０００

文 化 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
2        頁

197

3

 ３． 平成３０年の高校総体、平成３３年の国体開催に向け、
大会開催にあった施設整備を行った。

　・伊勢フットボールヴィレッジC・Dピッチクラブハウス
　　新築工事設計業務委託（H２９年度へ繰越）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，４２９千円
　・伊勢フットボールヴィレッジCピッチ人工芝張替工事
　　(債務負担行為)　【契約額】　１３１，７６０千円
　　　　　　　　　　【H２８年度】 ５２，７００千円
　　　　　　　　　　【H２９年度】 ７９，０６０千円
　・倉田山公園野球場内野スタンド防球ネット設置工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　１７，２１１千円
【当初予算における内容、計画】
　 当初予算額　　７５，８１８千円
　・伊勢フットボールヴィレッジCピッチ人工芝張替工事
　・倉田山公園野球場内野スタンド防球ネット設置工事

【過去２ヵ年度の実績】
　高校総体・国体に向けて平成28年度から事業開始

【事業を取りまく状況等】
　・伊勢フットボールヴィレッジC・Dピッチクラブハウス
　　新築工事については、既存のクラブハウスは、C・D
　　ピッチから離れているため、C・Dピッチクラブハウス
　　を整備することで、地元利用者も使用することがで
　　き、より充実した施設になる。

高校総体・国体施
設整備事業

６９，９１１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

18,239 3,328

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1

（款）12．災害復旧費　（項）２．公共土木施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

7,965 3,200 96

    （単位  千円）

決算書
       頁

199

1

河川災害復旧事業 １１，９４９

688

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２７年９月９日の台風１８号豪雨及び平成２８年９
月２０日の台風１６号豪雨災害により被災した箇所の施設
の機能回復を図るため、復旧を行った。
（概要）
　河川災害復旧
　【補助分】
　　①平成２８年度現年分　　　　１件　Ｌ＝　８．６ｍ
　　　矢田川右岸
　　②平成２７年度から一部繰越　２件　Ｌ＝３９．９ｍ
　　　古屋川左右岸
　　　大谷川右岸
　　③平成２７年度から繰越　　　１件　Ｌ＝１０．６ｍ
　　　五十鈴川右岸

11,949 一般財源

15,329 決 算 額 の 財 源 内 訳

２１，５６７

　（目）２．河川災害復旧費

　（目）１．農地・農業用施設災害復旧費

22,047 決 算 額 の 財 源 内 訳

21,567 一般財源

 １． 平成27年9月8日～9日に発生した台風18号の豪雨によ
り、楠部東排水機場が浸水したため、災害復旧工事を行い
機能回復を図った。
・楠部東排水機場災害復旧工事　一式

農地・農業用施設
災害復旧事業
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（款）12．災害復旧費　（項）３．文教施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,774

    （単位  千円）

決算書
       頁

201

1

一般財源

6,168

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 災害により被災した施設の機能回復を図るため、復旧を
進めた。
【概要】
・特別教室棟屋上防水修繕工事
　（二見中・平成28年４月29日強風）
・消防設備改修工事（二見中・平成28年９月13日落雷）
・東側法面改修工事（五十鈴中・平成28年９月13日大雨）

公立学校施設災害
復旧事業

７，９４２

　（目）１．公立学校施設災害復旧費

7,944 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,942
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（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）１．元金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

37,634

    （単位  千円）

決算書
       頁

201

1

（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）２．利子

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,483

    （単位  千円）

決算書
       頁

201

1

429,428

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　過去に借入れた市債の利子の支払いを行った。
・借入利率　0.1%～4.8%
・借入年度　昭和62年度～平成27年度

市債利子 ４３９，８５０

440,019 決 算 額 の 財 源 内 訳

439,911 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 過去に借入れた市債の元金の支払いを行った（通常償
還）。
　・借入利率　　0.1%～4.8%
　・借入年度　　昭和62年度～平成26年度
　・未償還残高　52,571,530千円

市債償還元金 ４，９８０，４５６

4,980,456 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,980,456 一般財源

4,942,822

財 政 課
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  【国民健康保険特別会計】

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）１．一般被保険者療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

221

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）２．退職被保険者等療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

221

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）３．一般被保険者療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

221

1

58,708

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　８，４３７件一般被保険者療養

費
５８，７０８

62,700 決 算 額 の 財 源 内 訳

58,708 一般財源

257,976

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，５９６件
（２）年度平均被保険者数　　　　　　　　７９９人

退職被保険者等療
養給付費

２５７，９７６

272,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

257,976 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　５２０，６００件
（２）年度平均被保険者数　　　　　２９，９７４人

一般被保険者療養
給付費

７，８８１，６４３

7,961,800 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,881,643 一般財源

7,881,643

医 療 保 険 課
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（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）４．退職被保険者等療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

221

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費　（目）１．一般被保険者高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

223

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

223

1

 １． 退職被保険者等の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　６９１件退職被保険者等高

額療養費
４６，０６９

46,069 一般財源

46,069

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）２．退職被保険者等高額療養費

48,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,099,571

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　４０，５６４件一般被保険者高額

療養費
１，０９９，５７１

1,112,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,099,571 一般財源

1,696

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　３０３件退職被保険者等療

養費
１，６９６

3,600 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,696 一般財源
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（款）２．保険給付費　（項）４．出産育児諸費　（目）１．出産育児一時金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

223

1

（款）２．保険給付費　（項）５．葬祭諸費　（目）１．葬祭費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

223

1

（款）８．保健事業費　（項）１．特定健康診査等事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

227

1
1

227

2

 ２． 特定保健指導の実施
（１）　動機付け支援　　　　　　 　　　　５５９人
（２）　積極的支援　　　　　　　 　　　　  ３８人

特定保健指導事業
費

１２，８６２

 １． 特定健康診査の実施
（１）　受診件数　　　　　　　　　１３，３０４人特定健康診査事業

費
１４１，５９３

154,455 一般財源

154,455

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）１．特定健康診査等事業費

161,112 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,400

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 葬祭費の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　１８８件葬祭費 ９，４００

10,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,400 一般財源

30,592

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 出産育児一時金の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　７５件出産育児一時金 ３０，５９２

40,400 決 算 額 の 財 源 内 訳

30,592 一般財源
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  【後期高齢者医療特別会計】

（款）２．後期高齢者医療広域連合納付金　（項）１．後期高齢者医療広域連合納付金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

239

1

2,815,383

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県後期高齢者医療広域連合の市町負担金
・後期高齢者医療保険料
　市が徴収した保険料及び延滞金を広域連合へ納付
　　　　　　　　　　　１，２１２，３３８千円
・保険基盤安定制度負担金
　低所得者にかかる保険料軽減分を負担
　　　　　　　　　　　　　３２０，７１３千円
・保健事業負担金
　広域連合の行う保健事業経費の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　２０，４８６千円
・事務費負担金
　広域連合事務経費（共通経費）の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　４８，７７７千円
・療養給付費負担金
　伊勢市の被保険者に係る医療給付費の1/12の額
　　　　　　　　　　　１，２１３，０６９千円

後期高齢者医療広
域連合負担金

２，８１５，３８３

　（目）１．後期高齢者医療広域連合納付金

2,823,629 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,815,383 一般財源
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  【介護保険特別会計】

（款）１．総務費　（項）１．総務管理費　（目）２．介護保険推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

253

1
1

253

2

（款）２．保険給付費　（項）１．介護サービス等諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,881,712 1,708,178 3,320,735

    （単位  千円）

決算書
       頁

255

1

3,887,662

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・居宅介護サービス給付費負担金
　　支給件数　９６，３９４件　４，９３５，４０２千円
・地域密着型介護サービス給付費負担金
　　支給件数　１３，７０７件　１，６０５，６９９千円
・施設介護サービス給付費負担金
　　支給件数　１４，０８５件　３，３６６，５８１千円
・居宅介護福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　　４４０件　　　　１１，０４４千円
・居宅介護住宅改修費負担金
　　支給件数　　　　３７６件　　　　３２，２５９千円
・居宅介護サービス計画給付費負担金
　　支給件数　３９，８５６件　　　５６１，００３千円

介護サービス等給
付事業

１０，５１１，９８８

　（目）１．介護サービス等給付費

12,041,236 決 算 額 の 財 源 内 訳

11,798,287 一般財源

 ２． 「伊勢市第８次老人福祉計画・第７期介護保険事業計
画」計画策定業務を委託し、介護予防・日常生活圏域ニー
ズ調査を実施した。

介護保険事業計画
策定事業

４，７９６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本市における地域包括ケアシステムの構築を推進するた
め、伊勢市地域包括ケア推進協議会を開催した。地域包括ケア推進

協議会運営事業
６２１

6,266 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,416 一般財源

5,416

介 護 保 険 課
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決算書
1        頁

255

2
2

255

3
3

257

4
4

257

5

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費　（目）１．介護予防事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,001 1,001 2,226

    （単位  千円）

決算書
       頁

257

1
1

257

2

 ２． 本年度中に７０歳を迎える元気な高齢者１，５６９人に
対し介護予防ＢＯＯＫを配布した。また、運動・認知・口
腔・栄養改善等の総合的な介護予防に関する講座や特別講
演会を開催し知識の普及に努め、延べ３９０人の参加が
あった。健康チエックコーナーは３，７６９人の利用が
あった。

介護予防強化事業 １，７２０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ６５歳以上の高齢者を対象に介護予防講演会、すこやか
教室（老人クラブ）等を開催し、介護予防に関する知識の
普及啓発を行った。４，３６３人の参加があった。

介護予防普及啓発
事業

３，４５１

8,905 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,705 一般財源

2,477

健 康 課

 ５． ・高額医療合算介護サービス費負担金
　　支給件数　１，０７９件　　　　　２８，９９５千円
・高額医療合算介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　２６件　　　　　　　　１５３千円

高額医療合算介護
サービス費等給付
事業

２９，１４８

 ４． ・特定入所者介護サービス費負担金
　　支給件数１２，０８０件　　　　４５０，９６２千円
・特定入所者介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　５３件　　　　　　　　２３６千円

特定入所者介護
サービス等給付事
業

４５１，１９８

 ３． ・高額介護サービス費負担金
　　支給件数　２３,８０３件　　　 ２３６，５３５千円
・高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　 ３９９件　　　　　 　　４３２千円

高額介護サービス
等給付事業

２３６，９６７

 ２． ・介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　２３，０７７件　　　４５８，７０２千円
・地域密着型介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　　　２１５件　　　　１１，４９５千円
・介護予防福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　　１８２件　　　　　３，９３１千円
・介護予防住宅改修費負担金
　　支給件数　　　　２６９件　　 　 ２５，５０５千円
・介護予防サービス計画費負担金
　　支給件数　１５，７１１件　　　　６９，３５４千円

介護予防サービス
等給付事業

５６８，９８７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
2        頁

257

3
3

257

4

    （単位  千円）

決算書
       頁

257

1

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

68,536 34,268

    （単位  千円）

決算書
       頁

259

1
1

259

2
2

259

3

 ３． 利用者へ給付費通知書を発送することで、適切な介護
サービスの利用を促した。
　　発送回数　　４回

介護給付費等費用
適正化事業

３，０５４

 ２． 通所サービスや施設サービスを提供している事業所を介
護相談員が２人１組で訪問し、利用者から不満や要望など
を聞き取り、利用者・事業所・事務局との橋渡しを行っ
た。
　　介護相談員　　９名　　延べ活動日数　８０８日

介護相談員派遣事
業

３，８５３

 １． 介護保険において要介護４・５に認定された高齢者等
（施設入所者を除く）に対し、介護に必要な紙おむつ・尿
取りパッド、紙パンツ、清拭剤、ドライシャンプーの購入
費用の一部をクーポン券により補助した。
　　支給者数　６１５人
 

介護用品支給事業 ２５，３７２

163,630 一般財源

60,826

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）２．包括的支援事業・任意事業費

176,568 決 算 額 の 財 源 内 訳

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 要介護状態となるおそれのある対象者の早期発見と、介
護予防についてのい啓発を行なうために、心身の状態を確
認するための「いきいきチェック」を要介護認定を受けて
いない75歳の人に郵送し、対象者の把握を行なった。

介護予防把握事業 ６８１

 ４． ６５歳以上の元気な高齢者を対象に脳活性化教室を開催
し、認知機能の活性化と予防の啓発を行った。５４０人の
参加があった。

認知症予防事業 ７２７

 ３． ６５歳以上の元気な高齢者を対象に運動器機能の向上の
ため、ストレッチ体操や筋力トレーニング等に関する講座
を開催し、５１５人の参加があった。

運動器機能向上事
業

４８４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

257

1
1

259

2
2

259

3
3

259

4
4

259

5
5

259

6
6

259

7
7

259

8

 ８． 認知症などで徘徊のおそれのある方の情報を事前に登録
することで、早期発見、早期保護に役立てるために、高齢
者の安心、安全な生活の支援を行なった。

徘徊SOSネットワー
ク事業

１１１

 ７． 65歳以上の一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯で、食
の確保が困難な世帯に属する方に対し、栄養のバランスが
とれた食事を定期的に提供するとともに安否確認を行い、
要介護状態への進行の予防等を行い、高齢者の福祉増進を
図った。

食の自立支援事業 ４，７２５

 ６． 在宅生活を支援する医療・保健・介護・福祉等の専門職の
連携の推進を目的に、在宅支援ネットワークの構築を行な
い、地域包括ケアシステムの推進を行なった。

在宅支援連携推進
事業

１１９

 ５． 認知症の早期発見、早期治療をすすめ、地域で安心した
生活を送り続けることができるよう認知症初期集中支援
チームにおいて早期対応を行うとともに、認知症の正しい
理解を深め、家族や周囲が適切な対応を行うことができる
よう「認知症あんしんガイドブック」（認知症ケアパス）
を作成し周知を行った。

認知症施策事業 ４２７

 ４． 地域包括ケアシステムの構築のため、地域の支え合い体
制の推進を目的に生活支援コーディネーターを配置すると
ともに、共助・互助の取り組みの推進のため、くらし応援
サービス従事者養成研修及び生活支援サポーター養成講座
を開催した。

生活支援体制整備
事業

１０，１９１

 ３． 高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるために、高齢者
虐待防止と権利擁護の啓発および在宅支援に関する関係者
の連携の強化等に取組み、地域包括ケアシステムの構築と
推進を行った。

地域包括ケア事業 ８，９５６

 ２． 在宅の高齢者や要介護高齢者の介護者に対し、在宅介護
に関する総合的な相談に応じるとともに、当該高齢者及び
その介護者のニーズに対応した保健福祉サービスが総合的
に受けられるよう関係機関との連絡調整を行った。

在宅介護支援事業 ６，３００

 １． 地域包括支援センターを委託し、保健・医療・福祉の連
携の拠点のさらなる充実と、高齢者の生活を総合的に支え
る地域包括ケア体制の実現にむけ、高齢者の支援体制の強
化・充実を図った。

地域包括支援セン
ター運営事業

６８，０４３

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

259

1
1

259

2

 ２． 成年後見制度の利用が有効と認められるにも関わらず、
申し立てを行う者が四親等以内の親族にいない場合、市長
の権限による申し立てを行うとともに、必要経費を助成す
ることにより、成年後見制度の利用促進を図った。また、
制度の周知及び啓発を図るため、講演会等でパンフレット
を配布した。

成年後見制度利用
支援事業

３８５

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 高齢者世話付住宅（市営リバーサイドせせらぎ）に居住
する高齢者に対し、生活援助員を派遣し、生活指導・相
談、安否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応などの
サービスを提供することにより、自立して安全かつ快適な
在宅生活を営むことができるよう支援した。

高齢者住宅等安心
確保事業

９，３９８
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  【観光交通対策特別会計】

（款）１．観光交通対策事業費　（項）１．管理費　（目）１．管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

564,357

    （単位  千円）

決算書
       頁

277

1

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 神宮周辺では、交通渋滞が頻繁に発生しており、来訪さ
れた方だけでなく、地域住民の生活にも支障をきたしてい
る。このため、内宮周辺駐車場の駐車場収入により交通誘
導や情報発信、パーク＆バスライドなどの交通対策を行い
観光振興や地域住民の生活環境の改善を図った。

【駐車場使用料収入】５５８，１５０，７００円
【利用台数】　　　　　　　　９４４，５０１台

駐車場管理運営経
費

３４２，０９５

679,497 決 算 額 の 財 源 内 訳

623,092 一般財源

58,735
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（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

2,549 0 0 0 2,549 1,840

高向小俣線整備事業（交付金）（旧小俣分） 1,452 0 0 0 1,452

高向小俣線整備事業（交付金）（旧御薗分） 1,097 0 0 0 1,097

628,695 0 0 0 628,695 453,677

旧伊勢分 405,641 0 0 0 405,641

旧二見　H18借入以降分　（茶屋２５号線、二見浦交通広場） 9,058 0 0 0 9,058

旧小俣　H18借入以降分
　（下卯起宮川駅野依橋線）

69,538 0 0 0 69,538

旧御薗　H18借入以降分
　（八日市場高向線ほか１線、秋葉山高向線、高向神田線、高向西公園）

144,458 0 0 0 144,458

1,352,066 0 0 0 1,352,066 975,674

公共下水道事業繰出金（建設改良事業費） 33,857 0 0 0 33,857

公共下水道事業繰出金（地方債償還金・旧伊勢分） 1,079,340 0 0 0 1,079,340

　　　〃　　（地方債償還金・旧二見　H18借入以降分） 55,948 0 0 0 55,948

　　　〃　　（地方債償還金・旧小俣　H18借入以降分） 92,578 0 0 0 92,578

　　　〃　　（地方債償還金・旧御薗　H18借入以降分） 90,343 0 0 0 90,343

合　　　　　　　　計 1,983,310 0 0 0 1,983,310 1,431,191

街路・道路整備事業

一般財源のうち
都市計画税
充当額

平成２８年度　都市計画税充当状況

　都市計画税は、「都市計画法」に基づいて実施する都市計画事業の財源として課税する目的税であり、本市では一般会計の歳
出において下表のとおり各事業に充当した。

財源内訳都市計画税
充当対象
経費決算額

下水道整備事業

公債費（都市計画事業分）

事業名
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1 ページ

【費目別不納欠損の状況】
（単位　人、円）

事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課

○一般会計

市税

市民税 （３８９） （１０，２４２，１８４） 課税課（収納推進課）

２２６ １７，９３５，５５３

消滅時効 １６９ ４，３７２，１５２

処分執行停止の継続 ２４ ６，１４５，２１８

無財産等徴収不能 ３３ ７，４１８，１８３

固定資産税 （５５３） （４４，４４０，０８６） 課税課（収納推進課）

４３２ ７３，６４４，４７９

消滅時効 ３８２ １３，８８０，９７１

処分執行停止の継続 ２１ ２４，９１７，８６５

無財産等徴収不能 ２９ ３４，８４５，６４３

軽自動車税 （４８７） （２，６６７，３００） 課税課（収納推進課）

３３５ ２，２０９，４５０

消滅時効 ３００ １，６２９，０００

処分執行停止の継続 ２０ ３２３，３５０

無財産等徴収不能 １５ ２５７，１００

都市計画税 （５５３） （８，４９７，８１６） 課税課（収納推進課）

４３２ １４，２９０，２１４

消滅時効 ３８２ ２，６９２，６３３

処分執行停止の継続 ２１ ４，８３３，５７１

無財産等徴収不能 ２９ ６，７６４，０１０

分担金及び負担金

保育所保育料 （３１） （２，２４４，６１０） こども課

２０ １，５４２，５２０

消滅時効 ２０ １，５４２，５２０

無財産等徴収不能 ０ ０

諸収入

一時保育負担金 （０） （０） こども課

消滅時効 ４ １０７，１００

保育所休日保育保護者負担金 （０） （０） こども課

消滅時効 ５ １８７，５００

保育所主食代負担金 （０） （０） こども課

消滅時効 ２ １，０００

児童扶養手当過払い返還金 （０） （０） こども課

消滅時効 １ １０，０００

子ども手当過払い返還金 （０） （０） こども課

消滅時効 １ １３０，０００

生活保護法第６３条返還金 （０） （０） 生活支援課

消滅時効 ９ ７，８５４，２４８

生活保護法第７８条返還金 （０） （０） 生活支援課

消滅時効 ２ ５５５，９９６

（２，０１４） （６８，１５９，４９６）

１，４６９ １１８，４６８，０６０

※上段(　 )書は平成27年度実績値

費 目

一般会計　計
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2 ページ

事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課費 目

○国民健康保険特別会計

国民健康保険料

国民健康保険料 （６２９） （６１，４１５，９６０） 医療保険課

４８６ ５２，３４２，４５６

消滅時効 ４８６ ５２，３４２，４５６

国民健康保険税

国民健康保険税 （５） （５８１，１００） 医療保険課

４ ３６４，８００

消滅時効 ４ ３６４，８００

（６３４） （６１，９９７，０６０）

４９０ ５２，７０７，２５６

○後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料 （２５） （１，３９９，９８９） 医療保険課

２４ ９２１，９５２

消滅時効 ２４ ９２１，９５２

○介護保険特別会計

保険料

介護保険料 （２９８） （９，５１３，９６３） 介護保険課

１８８ ５，７６５，７０８

消滅時効 １８８ ５，７６５，７０８

国民健康保険特別会計　計
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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 8.9 億円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 191 億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国支出金 県支出金 市債 その他
地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

障害者福祉事業 2,599,779 1,189,154 573,220 0 36,443 135,713 665,249

高齢者福祉事業 323,248 0 4,711 0 29,163 12,942 276,432

児童福祉事業 5,836,157 1,913,301 624,354 0 571,589 185,741 2,541,172

父母子福祉事業 550,959 187,443 0 0 0 0 363,516

生活保護扶助事業 2,071,754 1,497,535 60,420 0 0 15,607 498,192

その他社会福祉事業 832,223 522,535 18,591 0 9,072 25,367 256,658

小計 12,214,120 5,309,968 1,281,296 0 646,267 375,371 4,601,218

介護保険特別会計繰出金 1,565,812 11,007 5,504 0 0 47,641 1,501,660

国民健康保険特別会計繰出金 853,394 124,645 403,875 0 0 28,523 296,351

小計 2,419,206 135,652 409,379 0 0 76,164 1,798,011

後期高齢者医療特別会計繰出金 1,554,268 0 240,534 0 0 66,912 1,246,822

医療費支給事業 840,990 0 341,994 0 0 19,897 479,099

医療提供体制確保事業 102,501 0 0 0 9,273 28,475 64,753

病院事業繰出金 1,181,902 0 0 0 7,940 229,940 944,022

疾病予防対策事業 326,123 0 3,840 0 1 66,855 255,427

健康増進対策事業 313,252 20,166 7,392 0 3,243 15,520 266,931

母子保健推進事業 160,000 9,702 5,156 0 1,768 7,688 135,686

小計 4,479,036 29,868 598,916 0 22,225 435,288 3,392,739

19,112,362 5,475,488 2,289,591 0 668,492 886,823 9,791,968

一般財源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計

平成28年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当事業

○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障
施策に要する経費

事　業　名 経　費

財源内訳

特定財源
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平成 28年度入湯税の使途状況について 

 

 

入湯税は、地方税法第 701 条の規定により、環境衛生施設、鉱泉源の保護管

理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観

光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的とした地方税です。 

 

伊勢市では、平成28年度の入湯税全額を観光振興に係る経費に充てています。 

 

 

 

（単位：千円）

うち充当額

観光振興 555,916 0 0 0 14,531 541,385 25,467

一般財源
区分 歳出決算額

その他地方債県支出金国庫支出金
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